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1通 信及び情報化の現況 一291一

(1)通 信量の動向

資料1-1国 内通信量の推移

試
50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

内国郵 便
物 数

千 通

14,030,284

12,928,586

13,662,398

14,243,822

15,209,975

15,675,056

14,836,465

15,372,200

16,133,175

16,484,841

17,071,465

ダイヤル通話

総 通 話 回数

億 回
337

338

336

356

377

390

428

460

510

570

632

電報通数

千 通
45,246

41,891

38,890

39,192

41,050

41,036

41,961

43,306

44,529

41,684

40,656

ン
聴
量

ヨジ
視
間
皆テ平
時
時間 分
350

334

339

343

338

332

336

320

325

310

321

ラジオ平均
聴取時間量

分
36

35

41

40

40

40

39

36

38

36

39

郵政省,NTT資 料,「 全国視聴率調査」(NHK)に ょる。

(注)1.ダ イヤル通話総通話回数は,特 別調査による推定である。

2.テ レビジョン平均視聴時間量及びラジオ平均聴取時間量は,各 年11月 調

査の週平均結果である。
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資料1-2国 際通信量の推移

区別

年度末

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

外国郵便物数

万通

20,138

20,663

21,641

22,155

22,609

22,919

23,419

23,508

23,423

23,934

24,407

国際 電話
取 扱 数

万 度
857

1,022

1,212

1,569

1,959

2,343

2,973

3,808

4,974

6,890

9,563

国際 電報
取 扱 数

万 通

525

499

447

412

368

334

294

256

215

185

152

国際テレック
ス 取 扱 数

万度

1,623

1,971

2,344

2,786

3,272

3,798

4,207

4,568

4,962

5,210

5,017

ビ
送
間

レ
伝
テ
ン

際

ヨ

国

ジ
時

百分
96

152

242

380

530

666

777

947

1,238

1,564

郵政省,KDD,NHK資 料 により作成

(注)1.外 国郵便物数は,差 立及び到着の合計である。

2.国 際電話取扱数,国 際電報取扱数,国 際テレックス取扱数及び国際テレ

ビジョン伝送時間は,発 着及び中継信の合計である。

3.国 際テレビジョン伝送時間には,59年 度 より,国 際テ レビジョン長期サ

ービスの伝送時間を含む。
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② 通信事業の経営状況

ア.収 支 状 況

資料1-3通 信事業の収支状況

区 別 年
度
収 入

支 出
収支差額収支率 備 考総 額 人件費率

郵 便 事 業 59

60

百 万 円

1,271,026

1,338,082

百 万 円%百 万 円% 郵 便 事 業 の 損

1・259・64471・311,38299・1益 計 算 に よ

1,336,87972.01,20399.9る 。

NTT

百 万 円 百 万 円%百 万 円

594,756,1614,428,52135.1327,639

605,134,Q624,993,43235.0140,6291

%艘響慰 磯差
93.1額 の各欄には・それぞれ総収益

,総 費用,
経常利益を記載。(59
年度の数値は旧電電

97.3公 社の損益計算書による総合 収 支 で あ

り,60年 度 との連続
性はない。)

KDD

百 万 円 百 万 円%百 万 円

59217,262196,83328.820,428

60222,998205,84229.117,155

に
支
書

収

算

合
計
総
益
る
損
よ

%

渇

3

90

92

有 線 放 送
電 話

59

60

万 円 万 円%万 円

2,8712,76549。3106

2,8772,78949,888

%
96.3

96.9

677施 設

651施 設

1施 設当
た りの平
均値。事
粟外収支
を含む。

N且K

百 万 円 百 万 円%百 万 円

59345,056319,38433.625,672

60348,471332,37733.616,094

%
92.6損 益 計 算書 に

よる 総 合収 支95
.4

民

間

放

送

59

60

●オ
ビ
ン
社

ジ
レ

ヨ
営

ラ
テ
ジ
兼

百 万 円

13,633

14,070

百 万 円%百 万 円%

12,47329。91,16091.536社

13,09029.398093.036社

ラジオ59

単営社60

ビ

ン
社

レ

ヨ
営

テ
ジ
単

百 万 円

3,870

3,158

百 万 円

11,596

百 万 円%百 万 円%

3,47923.039189.925社 二

2,93521.922392。933社 二

百 万 円%百 万 円%

10,55018.51,04691,0

社
た
の
均

。益
算

に
る
合
支

1
当
り
平
値
損
計
書

よ
総
収

円

26

38

億

'
o

β

99

91

挿

β

7

8

円

44

07

億

挿

β

61

70

β

5

7

8

59

60
業産全

%億 円

lO.4262,518

10.9278,970

%

2

。
4

14

14

円

13

97

億

4

凶

62

31

5

β

2

2

円

73

10

億

β

β

93

58

挿

β

2

2

59

60
業造製

億 円

131,160

126,713

電 気 業59
60

億 円

130,986

136,334

億 円%

108,6109.3

110,2359.6

億 円

22,376

26,100

」
肱
円
象

轡
顯

企
省
1
,
企

業
う
合

企
の
の

人
」
業

法
報
企

「
年
象

人
蔵
金
の
成
度
計
対

法
大
本
上
作
年
統
ち
計
年
統
年
ら
期

「
(
資
以
に
59

60 業
60
か
月

企

の
期
3
計

人
」
月

～
合

法
報
6
1
の

「
季

～
年
で

度
計
4
61
ま

%

4

」

%

d

3

%

9

3

96

96

95

95

82

80

郵政省,NTT,KDD,NHK,㈱ 日本民間放送連盟資料による。
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イ.財 務 比 率

況

資料1-4通 信事業の財務比率

区 別

郵 便 事 業

N TT

K DD

N HK

民

間

放

送

ビ
社
レ
営
テ
兼
か

ン勇

ラジオ単 営社

テ レビジ ョン
単 営 社

全 産 業

製 造 業

電 気 業

年

度

9

0

rD
6

9

0

5

6

q
/
O

F◎

6

Q!
0

5

6

9
0

5

6

9
0

5

!0

Q
!
0

5

6

9

0

5

6

9

0

rD
!0

9

0

rD
6

総資産に
占める固
定資産比
率
%
59.2
52.9

93.1

91.5

69.5

74.3

77.2

76.9

固定比率

%
133.2
134.4

192.7

288.4

117.8

119.1

142.5

140.7

50.791.1

51.790.2

54.3106,5

53,2工06.8

44.090.0
47.094.6

38.4

40.0

36,7

38.4

215,7

206.0

145。0

137.3

92.8600.3

93.5582.3

固定資産
対長期資本
比率
負債比率

%%
93.3125.0

93.6154。0

流動比率

%

111.6

正08.3

98.1

105.9

85.0

87.5

96.4

94.6

64.7

65.1

107.Oll8.9

215.258。9

69.4167.2

60.4169.9

84.6

83.1

86,5

96.7

79.8226.9

74.4234.6

労 働
装 備 率

千 円

5,053

5,335

75.1

76.5

62.1

65,0

88.2

87.0

80.2

77.9

ll5.0

115.6

29,368

29,991

22,941

25,508

10,793

11,878

τ2,104

12,298

99.6

100,8

104,6

101.4

150.18,853

150.610,620

191.6

190.4

462.2108.6

414.7110.8

295.Oll7.3

257.4121。1

546.9

522.7

37.5

34.2

14,114

15,179

7,188

7,751

6,139

6,415

ll4,402

127,943

郵政省,NTT,KDD,NHK,㈲ 日本民間放送連盟資料による。

(注)1・ 固定比率 ・醗 茱・1・・

固定資産対長騰 比率 ・自己諜 讐i轟 債・1・・

簸 比率 ・自豊暮本・1… 流動比率 ・嘉霧雛 ・1・・

労働辮 ・前●当年竪i饗 欝 雛 転 蓑設仮勘定)

2.郵 便事業は,郵 政事業特別会計の数字による。

3・ 全産業,製 造業及び電気業については,「 法人企業統計」(大蔵省)に よ

り,資 本金1,000万 円以上の企業を対象に作成。59年 度は 「法人企業統計

年報」の うち対象企業の合計,60年 度は 「法人企業統計季報」による。

4・ 民営化に伴い,会 計処理基準の変更が行われたため,59年 度(旧 電電公

社)と60年 度(NTT)の 数値の間には連続性はない。
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ウ.通 信関係設備投資

資料1-5通 信関係設備投資額

(単位:億 円,%)

区 別

郵 便 事 業

第

一
種
電
気
通
信
事
業
者

NTT

新規参入
事 業 者

KDD

NHK

民 間 放 送

合 計

59年 度

1,204

17,226

621

401

631

20,083

60年 度

1,173

15,805

196

568

475

857

19,075

増減(△)率

△2.5

凸8.2

凸8.5

18.6

35.8

凸5.0

此
用
ウ 考

郵政事業特別会計の
建設投資額

民営化に伴い,会 計
処理基準の変更が行
われたため,59年 度
(旧電電公社)と60年
度(NTT)の 数値の
間に連続性はない。

減価償却額と有形固
定資産増加額から推
定

郵政省,NTT,KDD,NHK,㈲ 日本民間放送連盟資料による。
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(3)情 報流通センサス

情報化の程度を定量的に把握する方法については,テ レビジョン放送,新

聞,手 紙等個 々のメディアごとに,各 々異なった基準を用いてその動向の分

析がなされている。

しかしながら,こ うしたメディアごとの動向の分析では,情 報量の総体的

計量化ができず,ま た,メ ディア間における相関関係を把握することも難し

い。そこで,こ のような点を明らかにす るため.郵 政省では 「情報流通セン

サス」を実施 している。これは,メ デ ィアによる情報流通を共通の尺度で計

量し,情 報流通の実態を情報流通量(供 給量,消 費量),情 報流通距離量及

び情報流通 コス トとい う三つの要素からとらえようとするものである。

計量方法を定めるに当たっては,次 のとお りい くつかの前提を 置 い て い

る。

① 対象は,手 紙,は がき,電 報,電 話,デ ータ通信,テ レビジョン放送,

ラジオ放送,新 聞,書 籍,会 話,学 校教育,観 劇等42種 類とする。

② 各メディアの情報流通を,④ 言語,⑤ 音楽,◎ 静止画 ④動画の4パ タ

ーンに分類 し,そ の間に 「換算比価」(例 えぽ テレビジョン放送1分 間の

情報量ははがき何通分に相当するか)を 設定す るとともに,各 メディアに

共通の単位 として日本語の1語 を基礎 とした ワー ドとい う単位を設け,こ

れによりすべての情報量を換算集計する。

③ 情報のもつ 「意味」あるいは 「価値」については計量の対象としない。

④ マス ・メデ ィア以外のメディアでは供給情報量はすべて消費されるもの

とする。

⑤ 情報流通 コス トは,情 報を流通させるために要 した経費を表 し,情 報の

生産,処 理に要する経費は含まない。

供給情報量は受信側が消費可能な状態で提供 した情報総量であ り,消 費情

報量はこれを現に消費 した情報総量である。情報流通距離量は情報流通距離

に消費情報量を乗 じた ものである。また,情 報流通 コス トは情報を流通させ

るために要した経費である。
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情報流通量等の推移

＼
＼ 区 別

　

年度'＼

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

6

指 数(50年 度=100)

搭幸遵 膳 魂 羅 登障幸騨
0

6

1

7

7

3

4

0

0

2

1

0

0

1

1

2

3

4

5

6

7

8

0

4

3

5

9

1

4

0

2

1

3

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

0

4

3

4

7

9

2

7

8

6

7

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

5

2

4

7

0

2

9

5

6

1

0

1

3

4

5

7

8

8

9

0

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

情報消費率

8.7%

8.6

8.1

7,8

7.5

7.3

6.9

6,4

6,1

5.6

5,4

資料1-7 メデ ィアゲループ別情報流通量等の構成比の推移

(単位:%)

駅
O

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

6

供 給 情 報 量 消 費 情 報 量

嘉課 輸送系 空間系 合計 藻 劉 輸送系 空間系匿 計
97.1

97.1

97.1

97.3

97,3

97.3

97.4

97.5

97.6

97.6

97.6

0

0

0

9

9

9

9

8

8

8

8

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

9

9

9

8

8

8

7

7

6

6

6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100.O

IOO.O

IOO.0

100.O

lOO,0

100.0

100.0

100,0

100.0

100。0

100.O

64.9

65.6

64,8

64.6

65.1

65.0

65.6

64.2

64.4

63.9

64,1

O

O

O

O

O

O

O

1

1

1

0

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

32.1

31.4

32。2

32.4

31.9

32.0

31.4

32.7

32.5

33.0

32.9

100、0

100.O

lOO.0

工00.0

100.0

100,0

100,0

100.O

lOO.O

IOO.O

lOO,0
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(単位 二%)

年度

区別

O

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

6

情 報 流 通 距 離 量

電 気
通信系

74.1

74.9

74,1

73。9

74.3

74.1

74.5

73.1

73.7

73。5

73.8

輸送系

24.0

23.3

24.0

24.2

23。8

24.0

23.6

25。0

24.4

24.6

24.3

1空間系

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

●

O

O

O

,

O

●

●

O

●

●

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

合計

工00.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.O

lOO。O

lOO.0

100.O

lOO.O

lOO.0

情 報 流 通 コ ス ト

電
通信系
気瞬 系

2L1

21.6

23.7

23,0

22.8

22.0

21.5

21.6

22.2

22.1

2L8

25.5

25.9

24.2

23.7

24。0

24.1

25.0

25.0

25.0

24.2

23.7

空間系

53.4

52.5

52.1

53.3

53.2

53.9

53.5

53.4

52.8

53.7

54.5

合 計

lOO。0

100。0

100.0

100,0

100。O

lOO.0

100。0

100.0

100.O

lOO.O

lOO.0
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(4)通 信関連産業

ア.通 信機械工業

資料1-8通 信機器受注実績額

(単位:億 円,%)

区 別 159年 度 ・・年 劇 増減(・)率

有

線

通

信

機

器

電 話 機

交 換(電
子交換機)

機

電 話 応 用 装 置
(ボタン電話装置)

電 信 ・ 画 像 装 置

(フ ァク シ ミ リ)

搬 送 装 置
(符号伝送装置)

有 線 通 信 機 器 用 部 品

小 計

無 線 通 信 装 置

合 計

695

3,281
(2,715)

2,711
(2,330)

2,929
(2,758)

2,745
(1,883)

1,270

13,631

3,671

17,302

998

3,312
(2,914)

2,500
(2,041)

3,544
(3,412)

3,464
(2,437)

1,393

15,210

3,601

18,812

43.5

0。9

(7.3)

△7.8

(△12。4)

21。0

(23.7)

26.2
(29.4)

9,7

lL6

△1.9

8.7

通信機械工業会資料による。

(注)()内 は,再 掲である。



一300一 第1概 況

イ.電 線 工 業

資料1-9品 種別電線受注実績額

(単位:億 円,%)

区 雇男 59年 度60年 度 増 減(△)率

銅 電 線(
通信ケーブル)

11,062
(1,086)

10,812
(1,067)

△2.3

(△1,7)

ア ル ミ 電 線 5731 612 7.3

合 計 11,635 11,4241△1,8

㈲日本電線工業会資料による。

(注)()内 は,再 掲である。

資料1-10需 要部門別電線受注実績額

(単位:億 円,%)

区 別 i59年 度 ・・ 年 劇 増 減¢)率

内

需

官 公

民

(NTT)

需

需

112

10,403

(701)

104

10,363

(670)

△7,1

△0.4

(△4.4)

小 十
一言

口
10,515 10,467 △0.5

外 需 1・・gl 957 △14.5

合 十
二
=
口
ll,635111,4241△1.8

㈹ 日本電線工業会資料による。

(注)()内 は,再 掲である。

ウ.電 気通信工事業

資料1-11 電気通信工事実績額

(単位:億 円,%)

区 別

工 事 額

59年 度

6,761

60年 度

6,430

増 減(△)率

^4.9

㈹電信電話工事協会資料による。
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エ.民 生用電子機器製造業

資料1-12民 生用電子機器生産額

(単位:億 円,%)

区 別 59年 劇 ・・ 年 劇 増 灘 率

民 生 用 電 子 機 器 …97i ・・8641 △0,5

(
再

掲
)

テ レ ビ ジ コ ン

VTR

テ ー プ レ コ ー ダ

ス テ レ オ 等

8,125

20,998

9,316

4,121

8,819

18,303

4,763

3,522

8.5

△12.8

△48.9

△14.5

「生 産 動態 統 計」(通 商産 業 省)に よ る。

(注)1.テ レ ビ ジ ョ ンは 白黒 と カ ラ ーの 合 計 で あ る。

2.ス テ レオ等 は,ス テ レオ セ ッ ト,ハ イ フ7イ 用 チ ュ ーナ,ハ イ フ ァイ用

ア ン プ,レ コー ドプ レーヤ 及 び ハ イ フ ァイ用 ス ピー カ シス テ ムの合 計 であ

る。

オ.そ の 他

資 料1-13一 般 日刊紙 の総 発 行 部 数

区 別 59年10月 60年IO月 増 減(△)

一般 目刊紙の総発行部数(千 部)

1世 帯 当 た り 部 数(部)

人 口1,000人 当 た り部 数(部)

47,515

1.25

398

48,232

1.25

402

717

0

4
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資料1-14通 信社の1日 当たリニュース提供量

区 別 159年 度 ・。 年 劇 増 減(・)

ニ ユ ー ス

(万字)

写 真

(枚)

外 電
(万語)

新 聞 向 け

放 送 向 け

新 聞 向 け

放 送 向 け

受 信

送 信

26

3

100

15

71

26

27

3.2

105

16

7正

25

1

0.2

5

1

0

△1

資料1-15広 告業の事業所数及び年間売上高

(単位:億 円,%)

区 別

集 計 事 業 所 数

年 間 売 上 高

59年11月

3,962

33,151

60年12月

3,915

35,673

増 減(△)率

△1 .2

7,6

「特定サービス産業実態調査」(通 商産業省)に よる。



(5)通 信 メデ ィアの国際比較
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資料1-16通 信 メディアの国際比較

項 目 郵 便 電 報 電 話 テ レ ビジ ョソ

国 名 羅瀞 騨撫 …羅 獲嘩 螺

日 本

百 万 通 通 万 通 通 万 個 個 千 台 台
6,280

17,1881424,4530.37(有 線 放53.031,34226。1

送 電 話 を

含 む 。)

米 国140,0985893,3800.1516,1177LO191,20081.5

英 国 12,465221 OO.002,87351.Ol9,081 34.2

西 独 14,0712303830.063,13750.922,43436.4

フ ラ ン ス 15,4412821,0630.202,93754,117,65532.1

カ ナ ダ 6,5332611420,061,36654.713,96056.7

ス ウ ェー デ ソ 2,989359110.01 71385,63,25139,0

ス イ ス 3,9856131070.17 49577.62,18033.9

デ ン マ ー ク 1,389272230.04 36369.71,91037.4

(注)1.郵 便 物 数 は,UPU郵 便 業 務 統 計 表 に よ る1984年 度 の 数 字 で あ る 。 た だ

し,米 国は1985年 度,ス ウ ェ ーデ ン及 び カナ ダは1983年 度 の 数 字 で あ る。

2,電 報 通数 は,ITU公 衆 電 気 通 信 統 計 年 鑑 に よる1983年 度 の数 字 で あ

る。 た だ し,米 国 は1981年 度,カ ナ ダは1979年 度,ス ウ ェ ーデ ンは1982年

度 の数 字 で あ る。

3.電 話 機 数 は,AT&Tr世 界 の電 話 」(1983年1月1日 現 在)に よ り作

成 。 た だ し,目 本 及 び 英 国 は,1983年3月31日 現 在

4.テ レビ ジ ョン受 像 機 数 は,NHK資 料 に よ り作 成 。 な お,日 本は1985年

9月,米 国は1984年8月,カ ナ ダは1984/1985,他 は1984年12月 の数 字 で

あ る 。 また,米 国及 び カナ ダ以 外 は,受 信 許 可(契 約)件 数
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資料1-17 各産業の情報化係数
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2通 信行 政

資料1-18テ レ ト ピ ア 指 定

都道府
県名 対象地域 テ ー マ(理 念) テ レ トピア タ イ プ

北海道 札幌市 SNOWTOPIA(北 国の高

度情報都市)

都市問題対策型
先端産業型
コミュニティ・タウン型

帯広市 人間性豊かな地域社会の形 先進農業型
成 コミュニテ ィ・タウン型

紋別市# 豊 かな生活環境基盤 の形
成,水 産業の高度化 ・効率
化,観 光物産情報の高度ネ
ットワークの推進,オ ホー
ツク海総合海洋開発の推進

コ ミュ ニテ ィ ・タ ウ ン型

観光 ・レ ク リェ ー シ ョン

型

そ の 他(先 進 水産 業 型)

岩手県 一関市* 住 みよい故郷と活力 あ る
町,ふ れあいと連帯の町,
人 づくりと健康の町

コミュニティ・タウン型

都市問題対策型
先進農業型

宮城県 仙台市* 東北地方を リードする拠点都市
の形成

経済,産 業,文 化,技 術等
の情報機能の強化

物 流 ・商 流 型
コ ミュ ニ テ ィ ・タ ウ ン型

研 究 学 園 型

秋田県 秋田市# 快 適 で ま こ ころ あ ふ れ る 情

報 都 市(AmenityKindness
InformationTownAkita)

コミュニティ・タウン型

福祉 ・医療型
先端産業型

山形県 米沢市・南陽市・

高畠町 ・川西町
農業の振興先
端産業の導入情報化
による地域振興

コミュニテ ィ・タウン型

先端産業型
先進農業型

福島県 福島市 住みよく豊かで緑あふれる

都市"福 島"の 創造

コ ミュ ニ テ ィ ・タ ウ ン型

先 進 農 業 型

観 光 ・レク リェー シ ョ ン型

物 流 ・商 流 型

茨城県 日立市* 豊かな市民生活と地域つ く コミュニテ ィ・タウン型
り 先端産業型

土浦市# 筑波研究学園都市と一体と
なった情報未来都市の実現

研究学園型
物流 ・商流型
観光 ・レク リェーション型
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地 域 の 計 画 概 要

構築 システム(シ ステム数) 主 な メデ ィア

冬季道路交通情報 システム
テクノパーク情報 システム

地域コミュニティ情報システム

3デ ー タ通 信 等

デ ー タ通 信,LAN等
プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン等

農業情報システム
住民総合サービスシステム

2 データ通信
CATV,デ ータ通信等

漁 ・海況情報 システム
観光 ・物産情報システム
市民情報サービスシステム

3デ ー タ通 信

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

コミュニティ文化情報 システム

観光タウン企業情報 システム農業情報
システム

北上川水防情報 システム

4プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン,CATV

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

プ ライ ベ ー ト 。キ ャ プテ ン,CATV等

デ ー タ通 信,CATV

パ ソ コ ン通 信 シス テ ム

コ ミ占 ニテ ィ カー ドネ ヅ トワー ク

シ ス テ ム

流 通VANシ ス テ ム

都 市 型CATVシ ス テ ム

4つ ソ コ ン通 信,プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ
ア ン

ICカ ー ド,デ ー タ通 信等

パ ソ コ ンネ ッ ト

双 方 向CATV

企業振興情報 システム
タウン情報 システム

健康増進情報 システム

3プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン,デ ー タ通 信

プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン

プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン,デ ー タ通 信

先端産業情報 システム
プライベー ト。キャプテンシステム

農業情報 システム
CATVシ ステム

4テ レ ビ会 議,プ ライ ベ ー ト・キ ャプ テ ン

プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン

フ ァク シ ミ リ

CATV

ビデオテックスシステム

都市型CATVシ ステム
INF-VANシ ステム

総合行政情報システム
モデル農村情報システム

5プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ソ

双 方 向CATV
VAN

デ ー タ通 信

デ ー タ通 信 等

豊かな生活支援システム
地域産業高度化システム

2CATV,デ ー タ通 信

デ ー タ通 信,VAN

教育情報システム
商店街情報 システム駐車場情報案内

システム

霞ケ浦観光 ・レジャー情報システム
土浦研究情報共同利用システム
土浦物流情報 システム

6 双方向CATV,CAI
プ ライ ベ ー ト

デ ー タ通 信

プ ライ ベ ー ト

デ ー タ通 信

デ ー タ通 信

キ ャ プテ ン,CATV

キ ャ プテ ン,CATV
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都道府県名 対象地域 テ ー マ(理 念) テ レ トピア タ イ プ

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川
県

山梨県

前橋市#

埼玉中枢都市圏

(浦和市 ・大宮市
・上尾市 ・与

野市 ・伊奈町)#

千葉市

八王子市#

横浜市(み なと
みらい21事 業区
域及び周辺港湾
地域)

川崎市麻生地
区#

厚木市#

甲府市#

産業の活性化及び快適でう
るおいのある市民生活の実
現

自立性の高い都市圏の形成

自立都市の実現(市 民主体
の都市づくりの推進)

情報業務都市,商 業都市,

産 業都市,観 光 ・レクリェ
ーシ
ョン都市,学 園都市,生
活都市の機能をもつ総合
的中核都市の確立

国際社会における都心=コ
ミェニケーション拠点の形

成

21世 紀の街 コミュニケーシ

ョン・プラザ新百合丘の形
成(
情報 ・文北,研 究開発等
の高次機能の形成)

文化的で自己啓発性の高い

自立的なまちづ くり

活力ある健康都市の実現

コ ミュ ニ テ ィ ・タ ウ ソ型

先 進 農 業 型

物 流 ・商 流 型

その他(中枢都市圏形成型)

コミュニティ・タウン型

国際交流型
研究学園型

コミュニティ・タウン型

研究学園型
先端産業型

新都心形成型
国際交流型
物流 ・商流型

先端産業型
物流 ・商流型
その他(ク リエイテ ィブタ
ウン型)

コミュニテ ィ・タウン型

研究学園型
先端産業型
物流 ・商流型

コミュニティ。タウン型

伝統地域産業型

福祉 ・医療型
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構築 システム(シ ステム数)

商 業 ハ イ タ ッチ情 報 シス テ ム
コ ミ凸 ニテ ィ ・カル チ ャ ー情 報

シ ス テ ム

農 業 パ イ ロ ッ ト情 報 シス テ ム

産業情報システム
コミェニティ・文化情報 システム

生涯教育情報システム

高度総合行政情報 システム
地域生活情報システム
幕張新都心 ・地域INS

都 市 型 双 方 向CATVシ ス テ ム
ビデ オ テ ック ス シス テ ム

地 域 光 ネ ッ トワ ー ク シス テ ム
フ ァ ク シ ミ リネ ッ トワー ク シス テ ム

多目的国際情報ネ ットワークシステム
MM21デ ータベースシステム

都市型映像情報システム
都市管理情報 システム

ハ イ タ ッチ ・ ヒ ュ ー マ ソ ・ネ ッ ト ワ ー

ク ・シ ス テ ム

ハ イ タ ッチ ・ ラ イ ブ ラ リー ・ネ ッ トワ

ー ク ・シ ス テ ム

ア ー バ ン ラ イ フ ・サ ポ ー テ ィ ン グ(コ ・

リ ス ト)・ シ ス テ ム

ハ イ テ ク ・イ ン キ ュ ベ ー タ ・シ ス テ ム

ハ イ テ ク ・ ビ ジ ネ ス ・サ ポ ー テ ィ ン グ ・

シ ス ァ ム

行 政 サ ー ピス ネ ッ トワー クシ ス テ ム
マイ タ ウ ン情 報 シ ス テ ム

コ ミュ ニテ ィTVシ ス テ ム

図 書 館 情報 シス テ ム
ハ イ テ ク情 報 シス テ ム

物 流 情 報 シス テ ム

市民情報案内システム総
合行政システム
車両誘導システム
医療情報システム
テクノポリス情報 システム
CATVシ ステム

総合情報センタシステム

3

3

3

4

4

5

6

7

主 な メ デ ィア

プ ライ ベ ー ト ・キ ャプ テ ン

プ ライ ペ ー ト 。キ ャ プ テ ン

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン

デ ー タ通 信
プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ソ,CATV

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン,CATV

データ通信等

双方向CATV等
デ ータ通信,CATV等

双 方 向CATVプ
ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン

光 伝送 シス テ ム
フ ァ ク シ ミ リ

光通信,衛 星通信等
データ通信,LAN
VRS等
データ通信

キャプテン,双 方向CATV

デー タ通信

デ ー タ通 信,キ ャ プ テ ン等

データ通信

データ通信

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン等

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン

双 方 向CATV
プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン等
パ ソ コ ン通 信 等

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン等

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン

CATV等

CATV等

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン等
プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン等

双 方 向CATV
CATV等
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驚 府i対 象地域 テーマ(理 念)1テ ・ ・ピアタイプ

新潟県 新潟市 人間性豊かなコミュニティ文
化都市の創造安
全で快適な環境都市の創造

活力ある高度情報中枢都市
の創造

都市問題対策型
コミュニティ・タウン型

物流 ・商流型

長野県 諏訪地域広域市
町村圏

内陸先端産業都市,一 大保
健休養地,豊 かな生活環境づく
り

先 端 産 業 型

観 光 ・レ ク リェ ー シ ョン型
コ ミ吊 ニテ ィ ・タ ウ ン型

上田市・丸子町・

東部町・坂城町#

真に豊かな地域住民生活,
消費生活の実現

物流 ・商流型
先端産業型
コミュニテ ィ・タウソ型

岐阜県 高山市* 扇 システムがひらく風土に
根ざした地域づくり

観 光 ・レ ク リェ ー シ ョン型
コ ミュニ テ ィ ・タ ウ ン型

伝 統 地域 産 業 型

静岡県 静岡市 静岡市発展 の 原動力 とな
り,活 力ある県づくりと均
衡ある国土の発展に寄与

都市問題対策型福祉
・医療型

伝統地域産業型
コミュニティ・タウン型

愛知県 豊田市* 活力とふれあいのある自動
車首都の建設

先端産業型都市
問題対策型

コミュニティ・タウン型

三重県 四日市市# 情報ネットワークがひらく
新生四日市の創造

コミュニティ・タウン型

先端産業型
物流 ・商流型
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構築 システム(シ ステム数)

行 政 窓 ロサ ー ビス シス テ ム

都 市 総 合 情 報 シス テ ム
CATVシ ス テ ム

プ ライ ベ ー トキ ャ プテ ンシ ス テ ム

ビデ オ テ ッ クス(ネ ッ ツ情 報 シ ス テ ム)

流 通VANシ ステ ム

物 流VANシ ステ ム

諏訪広域圏共同利用型 コンピュータ
諏訪広域圏プライベー トキャプテン電
子会議 リゾートオフィス
CATVネ ッ トワーク

防災行政無線
先端産業型情報通信ネットワーク

異業種共同POSシ ステム
商店情報提供システム
ソフトサイエンス技術情報 システム

社会教育システム
地域情報ネ ットワークシステム

プ ライ ベ ー トキ ャ プテ ンシ ス テ ム

① 観 光 情 報 シ ステ ム②
地 域 産 業 振興 シス テ ム

③ 地 域 情 報 シ ステ ム

小 型 コ ン ピ ュ ータ ・デ ー タ ベ ー ス

地震防災情報 システム
広域水防システム
総合医療情報 システム
セキュリティライフ情報システム

中小企業企業情報ネットワーク
シスァム

農業情報 システム消費
生活情報ネットワークシステム

図書館情報ネットワークシステム
プライベー トキャプテンシステム

双方向CATVシ ステム

豊田市産業総合情報システム
ドライパー情報システム
タウン情報映像サービスシステム

社会教育データバンクシステム
図書館総合サ ービスシステム
防災行政情報連絡システム

総合産業情報ネットワークシステム総
合物流情報ネットワークシステム
生活文化情報争ットワークシステム総
合行政情報不ットワークシステム

7

6

5

2

10

6

4

主なメディア

LAN
LAN,INS

双 方 向CATV
プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン

ビデ オ テ ック ス(NAPLPS)

VAN

VAN

データ通信等
プライベー ト。キャプテン等
テレビ会議,デ ータ通信等
CATV

防 災行政無線
VAN,デ ータ通信等

POS等

CATV,ビ デ オ テ ック ス

LAN等

CATV,ビ デ オ テ ヅ クス

CATV,ビ デ オ テ ッ クス等

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

データ通信

ディジタル防災行政無線等
データ通信
データ通信等
データ通信

データ通信等

データ通信
データ通信
データ通信
プライベー ト・キャプテン

双方向CATV

データ通信

移動体通信
双方向CATV
プライベー ト・キャプテン
データ通信
データ通信

デ ー タ通 信 等
デ ー タ通 信,VAN

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン等

デ ー タ通 信
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都道府
県名 対象地域 テ ーマ(理 念) テ レ トピ ア タイ プ

富山県

石川県

福井県

京都府

大阪府

兵庫県

和歌山
県

鳥取県

富山市#

金沢市

福井坂井地区広
域市町村圏*

田辺町・精華町・

木津町*

大 阪市

(大阪市南港 ・北港
地区)

岸和田市*

神戸市(ポ ー ト
アイラソド及び

六甲アイランド
地区○)

姫路市○

御坊周辺広域市
町村圏 ・田辺周
辺広域市町村圏

鳥取市辞

一 ユ ー メデ ィ アに よる 住 み

ょい まち づ く り

理想都市の創造,豊 かな人
間関係の構築,国 際的文化
産業都市

ニ ユ ー メデ ィアで 未来 に は

ば た く フ ェ ニ ッ クス シテ ィ

文化 ・学術 ・研究都市の建
設促進産
・学 ・住の有機的結合都

市

情報 ・通信を核 とした"ま
ち"の 再活性化と都市構造
の再構築をめざす

ニューメディアを活用した

自立性の高い豊かな町づ くり

国際都市の建築と多種の機
能を持った都市づくり

活力 ある人間性豊 か な 都市
・姫路づ くり

豊かな自然と内的創意にょ
る広域的連環都市形成

THINK構 想を通じ豊かな

生活環境の形成や地域産業
の振興を図 り,活 力ある快

適な地域社会づ くり

型ンウタイ
型
型

テ
療
流

二
医
商

凸

・

・

ミ
祉
流

コ
福
物

コ ミュ ニテ ィ ・タ ウ ン型

伝 統地 域 産 業 型

観 光 ・ レク リェ ー シ ョン型

コミュニティ・タウソ型

伝統地域産業型

研究学園型
コミュニティ・タウン型

国際交流型

型

型
型
流

流
業
商

交
産
・

際
端
流

国
先
物

コミュニティ・タウソ型

伝統地域産業型
研究学園型

コ ミュ ニ テ ィ ・タ ウ ン型

観 光 ・レ ク リェー シ ョン型

国際 交 流 型

そ の他(フ ァ ッシ ョ ン・タ ウ
ン型)

コミュニテ ィ・タウン型

福祉医療型物
流 ・商流型

先 進 農 業 型

観 光 ・レク リェー シ ョ ン型

先 端 産 業 型先 端 農 業 型

観 光 ・レク リェ ー シ ョ ン型
コ ミュ ニ テ ィ ・タ ウ ン型
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構築 システム(シ ステム数)

タウン情報 システム

市民カルチャーシステム①生涯学習
システム

②図書館ネットワークシステム
③博物館ネットワークシステム
地域健康情報 システム
①地域健康管理情報システム
②ヘルスア ドバイスシステム
和漢薬情報 システム
富山コミュニティCATVシ ステム

コ ンベ ン シ ョ ンシ ス テ ム

伝 統 地 域産 業 振 興 シ ス テ ム
タ ウ ン情報 シス テ ム
コ ミュ ニテ ィカル チ ャー シ ス テ ム

コ ミ昌 ニテ ィ ライ フ シ ス テ ム

福井高度コミュニティ情報ネットワーク福井産業情報
システム

福井繊維技術データベースシステム

技 術 情 報サ ー ビス シ ス テ ム

文 献 情報 サ ー ビス シ ス テ ム

文 化 ・教 養 講 座 ネ ッ トウ ー クシス テ ム
コ ミュ ニテ ィ連 携 一 体 化 シ ステ ム

テレポートシステム

総合物流情報 システム技術情報
システム

貿易取引情報 システム

CATVシ ス テ ム

教 育 ・コ ミュ ニ テ ィ情 報 シ ステ ム

公 共広 報 シ ス テ ム

コ ミュ ニテ ィ情 報 シ ス テ ム

国 際 交 流観 光 情 報 シ ス テ ム
フ ァ ッ シ ョ ンタ ウ ン情 報 シ ステ ム

図書館情報システム
地域保健情報システム
地域商業振興情報システム

営農技術情報 システム
市況 ・出荷情報システム
観光 ・地場産品情報システム

産 業 技 術情 報 シス テ ム
コ ミュ ニテ ィ情 報 シ ス テ ム

農業 情報 シス テ ム

観光 情報 シス テ ム
イ ンテ リジ ェ ン トタ ウン シ ステ ム

5

5

3

4

4

3

3

3

3

5

主なメディア

プ ライ ペ ー ト ・キ ャ プテ ン,パ ソ コ ン

通 信

プラ イベ ー ト ・キ ャ プテ ン

デ ー タ通 信
パ ソ コ ン通 信

パ ソ コ ン通 信

プラ イ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

プラ イ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン等

双 方 向CATV

プラ イ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

プラ イ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン
プラ イ ベ ー ト・キ ャ プテ ン

プラ イ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

プライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン等

デ ー タ通 信 等

デ ー タ通 信 等

データ通信
データ通信
テレビ会議
キャプテン

衛 星 通 信,広 帯域 通 信

デ ー タ通 信 等

デ ー タ通 信
プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン, VRS等

CATV
CATV
CATV等

CATV,テ レビ会議等
データ通信
データ通信

LAN

LAN

プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン,デ ー タ通 信

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン等
プ ラ イベ ー ト・キ ャ プテ ン等

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン等

デ ー タ通 信 等
プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン等

プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン等

プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン等

デ ー タ通 信,テ レ ビ会 議 等
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都道府
県名 対象地域 テ ー マ(理 念) テ レ トピ ア タイ プ

島根県

岡山県

広島県

山口県

香川県

愛媛県

福岡県

松江市 情報観光都市
健康福祉都市
研究学園都市

観 光 ・レ ク リェ ー シ ョン型

研 究 学 園 型
コ ミュニ テ ィ ・タ ウ ン型

先 進 農 業 型

岡山市 市民生活に直結 した生活環 物流 ・商流型
境都市 観光 ・レクリェーション型

福山市 基礎素材型産業構造から脱
却 し,地 域経済の自立化を
図ることによる地域社会の
活性化

伝統地域産業型
物流 ・商流型

観光 ・レクリェーション型

呉市# 呉 マ リノ&テ ク ノイ ン フ ォ
メー シ ョ ンを通 じ,平 和 産

業 港 湾 都 市 の建 設

コ ミュ ニテ ィ ・タ ウ ン型

福祉 ・医 療 型

研究 学 園 型

先 端産 業 型

観 光 ・レ ク リェ ー シ ョン型

山口市・防府市・
小郡町

ニューメディア活用による

各々の都市の発展と都市連
合形成の推進

コミュニテ ィ・タウン型

先端産業型
物流 ・商流型福
祉 ・医療型
国際交流型

高松市○ 全国と四国を結ぶ情報の結
節拠点一 情報拠点都市高
松を目指す

物 流 ・商流 型

観 光 ・レ ク リェ ー シ ョン型

松山地方生活経済
圏

活力ある地域社会の構築と
経済の確立,都 市と農山漁
村の融合

コミュニティ・タウン型

福祉 ・医療型
伝統地域産業型
先進農業型

久留米市* 地域の活発なコミュニケー
ショソ活動を通じて新産業
・文化の中心の形成

伝統地域産業型
先端産業型
コミ"ニ ティ・タウン型

北九州市# 生活と産業が調和する高度
情報都市づくりの推進によ
る 「さわ や か 北九州プラ
ン」の実現

コミ凸ニティ・タウン型

福祉 ・医療型先端産業型

物流 ・商流型
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構築 システム(シ ステム数)

地域情報システム

観光情報 システム
流通情報 システム

産業情報サービスシステム

呉 テ ク ノパ ー ク在
宅健 康 管理 情 報 シ ス テ ム

診 療予 約 シス テ ム
コ ミュニ テ ィ情 報 ネッ トワ ー ク シス テ ム

マ リノ学 術 情 報 ネ ッ トワ ー ク シ ステ ム

海 洋観 光 情 報 シ ス テ ム

商店 ・タ ウ ン情 報 ネットワ ー ク シス テ ム

産 業 情 報 ネ ッ トワ ー クシ ステ ム

社 会教 育 デ ー タバ ソ クシ ス テ ム

都 市型CATVシ ステ ム

国 際交 流 情 報 シ ス テ ム
図書 館 ネ ッ トワー ク シ ステ ム

地 域 健 康 管 理 情 報 シ ステ ム

キ ャ ッシュレス ・シ ョッピ ング シ ス テ ム
ロー カ ル ビデ オ テ ッ クス シ ス テ ム

商 店 街 映 像 シ ステ ム

共 同利 用 型 テ レビ会議 シス テ ム

地域総合情報ネットワークシステム
県民文化会館高度利用システム
コミュニティ情報システム

福祉サポートシステム
医療情報システム
企業情報システム

高度農業情報システム

久 留 米 キ ャプ テ ンシ ス テ ム
パ ソ コ ン不 ッ トワー クシ ス ァ ム

生活情報提供システム
総合健康情報システム

産業高度化情報システム
産業廃棄物情報システム総
合港湾情報システム

1

2

1

6

7

4

7

2

5

主 な メデ ィア

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン等

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

VAN

プ ライベ ー ト ・キ ャ プテ ン等

デ ー タ通 信 等

プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ソ,CATV

音 声 応 答
CATV

デ ー タ通 信 等
プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン

プ ライ ペ ー ト ・キ ャ プ テ ン等

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プ テ ン

双 方 向CATA

衛 星 通信,デ ー タ通 信
パ ソ コ ンネ ッ ト

パ ソ コ ンネ ッ ト

デ ー タ通 信
プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

双 方 向CATV
テ レ ビ会 議

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

テ レ ビ会 議 等

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ソ

日本 語 テ レテ ック ス
プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

プ ライベ ー ト ・キ ャ プテ ン

プ ライベ ー ト ・キ ャ プテ ン等

プ ライベ ー ト・キ ャ プテ ン
パ ソコ ン ネ ヅ ト

プ ライベ ー ト ・キ ャ プテ ン
パ ソコ ンネ ッ ト等

パ ソコ ンネ ッ ト

パ ソコ ンネ ッ ト

地 域INS
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鷲 府 対象地劇 テーマ(理 念)1テ ・・ピア・イブ

福岡市# 九州の中核都市にふさわし
い高度情報拠点都市の建設

コミ凸ニティ・タウン型

福祉 ・医療型
その他(海 浜都市 ・地域
INS構 想型)

佐賀県 伊万里市# 産業と文化が創る健康な伊
万里湾中核都市づくり

コミュニティ・タウン型

福祉 ・医療型
伝統地域産業型
先進農業型

長崎県 長崎市・大村市・
福江市 ・対馬全
町 ・五島全町 ・
壱岐全町○

自然環境の保全 ・調和快適
な生活環境の整備地域産業
の振興
きめ細かい福祉対策豊かな
生涯教育

コ ミュ ニテ ィ ・タ ウ ン型

先進 農 業 型

観 光 ・レ ク リェ ー シ ョン型

離 島振 興 型

熊本県 熊本市 ・益城町 情報資源都市一 産業 ・文
化活動の創造による情報感
度の高いまちづくり

コ ミュ ニテ ィ ・タ ウ ソ型

先端 産 業 型

観 光 ・レ ク リェ ー シ ョン型

大分県 大分市 ・別府市 GNS(国 民総満足度)型

社会の実現
先端産業型
福祉 ・医療型
観光 ・レクリェーション型

日田市# 情報化に対応できる人づく
り,企 業づくり,ま ちづく
り

コ ミュ ニテ ィ ・タ ウ ン型

福 祉 ・医 療 型

伝統 地 域 産 業 型

観 光 ・レク リェ ー シ ョ ン型

宮崎県 延岡市# 望ましい高度情報社会への
着実な取組による豊かで活
力ある都市づくり

コミュニティ・タウソ型

伝統地域産業型
物流 ・商流型

鹿児島
県
鹿児島市* 日本の南の起点,風 格と活

力ある市民都市の創造

コ ミュ ニ テ ィ ・タ ウ ン型

伝 統 地 域 産 業 型

沖縄県 沖縄県全域 離島INSを 構築し,平 和
で明るい活力ある沖縄県の

実現

離島振興型

(注)L第 一 次 指 定 は60年3月5日,60年10月28日(○ 印 の4地 域),同 年11月

2・ 「テ レ トピア整 備 推 進 地 域 」 は,北 見 市,青 森 市,盛 岡 市 ・滝 沢 村,鹿
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構築 シス テ ム(シ ス テ ム数) 主 な メデ ィァ

市民総合情報提供システム
健康づくり情報システム
地域文化情報ネットワークシステム
総合行政情報 システム

都市防災情報 システム
地行 ・百道海浜都市 ・地域INS

構想 システム

新農村情報システム
地場産業活性化システム
人材養成システム
住民総合サービスシステム

6プ ライベー ト・キャプテン等
データ通信等
データ通信等
LAN等
LAN等

地域INS等

4テ レメ ー タ,

デ ー タ通 信
CATV

テ レメ ー タ,

CATV

フ7ク シ ミリ等

地方教育情報システ・i・
図書 館 情 報 シ ステ ム

観 光 情 報 シ ステ ム
オ ー プ ン 。エ ア ・ビ ジュ ア ル シ ス テ ム

農 林 業 地 域 メ ッシ ュ情 報 シ ス テ ム

デ ー タ通 信

デ ー タ通 信,プ ライ ペ ー ト・キ ャプ テ ン
プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

VRS,CATV

デ ー タ通 信

熊本情報案内システム(KINGS)
図書館情報ネ ットワーク
熊本総合行政情報システム
熊本県健康管理情報 システム
テクノポリス技術情報システム

5プ ライ ベ ー ト・キ ャ プテ ン

デ ー タ通 信

デ ー タ通 信

デ ー タ通 信

デ ー タ通 信

大 分 キ ャ プ テ ンサ ー ビス シ ス テ ム在

宅 老 人 コ ミュ ニケ ー シ ョ ンシ ス テ ム情 報
処 理 教 育 ネ ッ トワー クシ ス テ ム

共 同 利 用 型 サ テ ライ トオ フ ィス

観 光 情 報 ネ ッ トワー クシ ス テ ム

5 キャヤプテン
データ通信等
データ通信
テレビ会議等
キャプテン等

地 場 産 業 情報 ネ ッ トワー クシ ス テ ム

観 光 情 報 ネ ッ トワー クシ ス テ ム

行 政 情 報,コ ミュニ テ ィ情 報 シ ス テ ム

健 康 管 理 情 報 シ ス テ ム

4デ ー タ通 信 等
プ ライ ベ ー ト 。キ ャ プテ ン

CATV等
パ ソ コ ン通 信 等

延岡ビデオテックス情報システム
延国中小企業情報システム
延岡市総合行政システム

鉄工団地LAN
地域産業高度化システム

卸商業団地共同配送管理システム

ンテプヤキ・
等

等

等

ト
信

等

信

等

信

【
通

信

通

信

通

ペ

ン
通

ン
通

ン

イ

コ
タ

コ
タ

コ

ラ

ソ

[
ソ

【
ソ

プ

パ
デ

パ
デ

パ

6

教育情報 ・地域産業支援システム
①教育情報システム
②地域産業支援システム

1プ ラ イ ペ ー ト ・キ ャ プ テ ン

保健医療情報システム
行政情報システム
観光情報システム
農業情報システム

4デ ータ通信等

データ通信等
ビデオテックス
データ通信等

20日(*印 の10地 域),第 二 次 指 定 は61年3月5日(#印 の19地 域)に 実 施 した 。

角 市,立 川 市,上 越 市,大 津市 ・草 津 市,伊 丹 市,徳 島 県及 び 国分 市 ・隼 人 町 で あ る。
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資料1-19分 野 別討議に関する日米共同報告(仮 訳)

1986年1月10日,ワ シソトンD.C.に て

安倍外務大臣とシュルッ国務長官により発表

安倍外務大臣とシュルツ国務長官は,本 日,ワ シソトンD.C.で 会談し,こ の一年

間日米間で持たれてきた市場指向 ・分野選択型(MOSS)討 議 に おける進展をレヴュ

ーした。昨年1月 の中曽根総理とレーガン大統領との会談を受けて開始 されたこれら

の討議においては,電 気通信,医 薬品 ・医療機器,エ レクトロークス,林 産物の四つ

の分野における市場アクセスに対する障害を明らかにし,こ れを取 り除 くための集中

的かつ抱括的な努力がなされた。

外務大臣と国務長官は,MOSS討 議の結果として重要な進展が達成されたことにつ

いて合意した。MOSSに より,日 本の市場 アクセスの状況に関し,多 くの積極的な変

化がもたらされた。これらは,米 国その他の外国企業にとって新しい市場機会を創 り

だすものである。MOSSの 枠組みにおける引き続いての討議を通じ一層の進展が図ら

れるであろう。

外務大臣と国務長官は,過 去一年間のMOSSの 成果への注目を呼びかけつつ,両

国民間セクターが,市 場アクセス改善を最大限に活用することの期待を表明した。外

務大臣と国務長官は,こ れ らの分野において,米 国その他の外国にとって障害を受け

ない市場アクセスを達成することにより,日 本の製品輸入の増加を促進することがこ

れらの討議を通 じて望まれることを再確認した。MOSS分 野において日本の輸入が増

大することが我々双方の努力の成果の重要な試金石となろ う。

MOSSは,様 々な二国間の貿易案件一 特定の分野の問題,特 定の分野に限定され

ない問題及び構造的な問題一 に取 り組んでい く日米双方の広範な 共同の努力の一部

である。 この一年間にわたるMOSS討 議は,日 米両国の緊密な関係を反映するもの

である。

我々が共同して貿易を自由かつ拡大的に促進する力こそが保護主義に 対抗する共通

の努力の重要な要素である。

外務大臣と国務長官は,MOSSが 協 力的な形で特定の分野の案件を処理していく上

で価値のある枠組みであ り,し たがってそのプロセスを継続することで合意した。 外

務大臣と国務長官は,MOSS全 体会合が外務審議官と経済担当国務次官の議長の下に,

引 き続き,適 宜会合し,全 般的なフ才ローアップの総合的な調整 と双方が合意する新
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しいMOSS分 野の作業の総覧を行うことで合意した。また,各 分野グループは,合

意された事項の実施のレヴュー,合 意された新しい規則と手続について外国企業がい

かなる経験をしているのかのレヴュー,販 売努力と実績の評価,こ れらの分野に関連

するすべての案件処理への対応を行うため,適 宜会合することが合意された。 また,

商慣行のもつ役割がフォローアップ ・プロセスにおける継続した 作業の中で重要な問

題である。

4分 野の成果の要点は,以 下のとお りである。

1電 気通信

MOSS電 気通信分野における努力は,日 本の電気通信端末機器 及び 電気通信サ

ービス市場並びに無線通信機器及びサービス市場の自由化を目的として,協 議の過

程で提起されたすべての問題を実質的に解決し,著 しい成功を収めた。

A実 施済事項

電気通信端末機器市場

1.製 造業者作成データの受入れ及び認定マークの自己ち ょう付

2.端 末機器技術基準を 「ネットワークへの損傷」防止に必要なものに削減

3.管 理面で利害関係者を除外した端末機器の中立的指定認定機関の設立

4.第 一種電気通信事業者により電気通信役務の一部として提供 されるものを

含む,あ らゆる端末機器を対象とする中立的指定認定機関の設立

5,申 請審査の標準的事務処理期間を含む端末機器認定手続の簡素化

電気通信サービス市場

6.第 二種電気通信事業者に対する外資規制の撤廃

7.登 録及び届出手続の標準的事務処理期間の設定

8.外 資系企業の代表も参加するRPOA資 格に関する研究会の設置

無線通信機器及びサービス市場

9.第 一種電気通信事業老がKuバ ンドで運用する米国製通信衛星を調達でき

るようにするための用意

10.目 本の自動車電話市場の自由化を念頭に置いて自動車電話の技術基準を検

討するために電気通信技術審議会に専門委員会を設置

ll.米 国製ポータブル ・データ ・ターミナルの市場アクセスを容易にするため
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の利用可能な周波数の提示

12.無 線通信機器の技術基準適合証明の標準的事務処理期間の設定

その他の事項

13,電 気通信プロトコルの作成を含む電気通信の主要な案件に取 り組むための

米国のT1委 員会と同様の独立かつ中立の基準策定機関の民間による設立

14.電 気通信審議会及び電気通信技術審議会の委員等に在日外資系企業代表の

任命

15.電 気通信技術審議会に技術基準の制定又は改正に関する諮問を行 う場合の

パブリック・ノーティスの実施

16.不 認可となった申請及び電気通信事業法の実施に関する苦情をレヴューす

るため外務省が議長とな り,郵 政省及び在日米国大使館員により構成される

ア ド・ホック委員会の設立

B今 後実施される事項

1.将 来のディジタルサービスにおいて第一種電気通信事業者によって提供さ

れる宅内機器と伝送サービスとの約款上の関係

2.小 山事務次官からオルマー次官あての1985年3月28日 付け書簡で述べられ

ているとお り,近 い将来一般第二種電気通信事業及び特別第二種電気通信事

業の区分並びに登録及び届出の要件の区分を含む規制手続において,何 らか

の重大かつ実際の市場アクセスに関する障壁がもし存在すれぽ,そ れを除去

するという郵政省の意向

3.外 国人及び全額外国出資の団体が各種陸上移動無線業務の無線局を開設す

る機会の拡大

4.技 術基準適合証明及び任意型式検定における製造業者提出データの受入れ

及び技術基準適合証用のラベルの自己ち ょう付

5.無 線通信機器の技術基準を原則として他の利用者への混信の回避及び周波

数の効率的利用に必要なものに削減,ま た削除 される受信機技術基準の米国

のT1委 員会に準じた民間の基準作成委員会で作成する任意基準への移行

6.無 線通信機器の認証機関の中立化

7・ 技術基準と周波数について必要な情報を入手 し,相 談を受けるため及び必
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要な手続開始のための窓口の設定

8.十 分なる資格を有する外国人無線従事老の受入れ

9,新 規参入者に機会を拡大することとなるような自動車電話の技術基準の設

定及び周波数の分配

C継 続案件

1.貿 易に影響を与える可能性のある調達に関する商慣行についての検討

2.放 送衛星を含む通信衛星調達に関する日本政府の政策の明確化

H医 薬品 。医療機器

(略)

IHエ レクトロクス

A実 施済事項

1.半 導体チップ保護法の可決 ・成立及びその実施

2.コ ンピュータ ・ソフトウェア保護を明定した著作権法の改正及びその実施

3.機 械のグレード・アップ及び海外での修理後の製品再輸入を含む外国為替

について要求 されている手続(下 取 り相殺にかかる手続)の 撤廃

4。 コンピュータ部品,同 本体,同 周辺機器の日本側関税撤廃 とコンピュータ

部品の米側関税撤廃に係る合意

5.エ レクトロニクス製品の関税20%引 下 げ

6.米 側が関心を有している通信機器の関税撤廃

7.日 本政府のR&Dの 成果たる国有特許へのアクセスの拡大(米 国大企業と

通商産業省との合意を含む。)

8,目 本政府によるソフトウェア生産のための長期R&D計 画であるシグマ ・

プロジェクトへの米国企業の資金面及びR&Dに おける参加

B今 後実施される事項

1.コ ンピュータ部品,同 本体,同 周辺機器の日本側関税撤廃 とコンピュータ

部品の米側関税撤廃に係る合意の実施

2,特 許手続を迅速 ・改善するための諸措置の実施

3.日 本半導体製造装置協会(SEAJ)の 将来の活動の継続的検討

4.貿 易を制限した りゆがめた りする状況が生じないことを確保するための新
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たな高度技術開発促進法の継続的な実施状況の把握ないし検討

C継 続案件

1.半 導体:半 導体問題については,当 初,MOSSエ レクトロニクスで協議

した後に,現 在は,日 米政府間で,1974年 通商法301条 提訴に係る話合いが

継続している。

2.流 通機構において貿易に影響を及ぼし得る商慣行の更なる検討

3.通 信衛星以外の衛星の調達問題

IV林 産物

(略)
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第2郵 便

1郵 便 物 数

60年 度の総引受郵便物数 は,前 年度に比べて,5億9千 万通(個),3,5%

増 加 し,史 上最高の1ク1億9,000万 通(個)と な った。

60年 度 の種類別引郵受便物数 は資料2-2の とお りである。引 き続 き第一

種 郵便物 の伸びが高 く(6.9%増),59年 度 に5年 ぶ りに前年度比増加に転 じ

た小包郵便物 も7.4%の 増 加 とな った。

資料2-1引 受郵便物数の推移

単位:千 通(個))

＼ ＼ 年度

区別 ＼ ＼ ＼

総

内

計

国

通 常

普 通

(年 賀)

(選 挙)

書 留

普 通速 達

小 包

普 通

書 留

普通速 達

外 国(差立)

通

小

常

包

57

15,487,573

!5,372,200

15,233,663

14,634,426

2,923,008

13,025

261,71監

337,526

138,537

L22,345

5,090

11,102

115,373

113,063

2,310

58

16,249,194

16,互33,175

16,QOQ,512

15,391,163

2,952,935

H7,413

269,709

339,640

132,663

119,885

4,507

8,271

116,019

113,714

2,305

59

16,601,497

16,484,841

16,344,205

15,740,296

3,027,905

9,922

270,669

333,240

140,636

L29,063

4,534

7,039

116,656

114,301

2,355

60

17,188,269

17,071,465

16,920,482

16,308,525

3,117,560

10,540

276,743

335,214

150,983

139,209

4,946

6,828

116,804

114,381

2,423

(注)(年 賀),(選 挙)は 再 掲 で あ る 。
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資料2-2総 引受郵便物数

(60年度 単位:千 通(個),%)

区 別

総

内

計

国

樋 常1

普 通

論
騨

嚇

鰯
難

縣

殊

第

第
第〔
第ー
特

留
般
金
他
易
達

の

速

現
そ

通

一
〔

簡

書

普

1小 包

薯

〔喬
普
(_通
(書

外 国(差

〔票

速

通
留
般
易
達
鋤
緬
動
常
包

十
二
ニ
ロ

物 数 増減率

17,188,269

17,071,465

16,920,482

16,308,525

7,141,648

6,447,751

613,564

5,466

5,815,139

13,582

693,897

15,938

677,959

7,943,907

3,103,978

10,540

1,197,798

551,426

646,372

25,172

14,950

3,771
1,852

4,599

611,957

276,743

145,822

72,017

73,805

i30,921

335,214

150,983
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物 数 増減率

139,209
4,946
3,930
1,016
6,828
(78,247)
(72,736)
116,804
114,381
2,423

9,874,673

9,757,869

9,682,199

9,163,244

3,556,281

3,153,700

2,086
5,466

3,132,566

13,582

402,581
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3,103,978

10,540
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134,480
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312,060

75,670

65,730
4,014
3,244
770
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料金別納 ・料金後納

物 数 増減率

7,313,596

7,313,596

7,238,283

7,145,281

3,585,367

3,294,051

291,316

15,843

275,473

2,414,710

1,130,760

521,4331

609,3271

14,444

8・575i

I,5毫1

93,002!

69,848

8591

58,506

23,154

75,313
　

73,4791

9321

6861

2461

9021
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5

0
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8
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≡…

1.6

2.1

11,342△7.9

16.7

10,4831△9,4

4.3

0.3

11.4

10.9

36.9

36.4

38.2

38.1

(注)1・ 第二種の(年 賀),(選 挙)及 び小包の(一 般),(書 籍)は,再 掲である。
2・「切手ち ょう付」には・年賀,選 挙,外 国郵便物,料 金計器別納等を含む。
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60年 度 の外 国あて郵便物 数は前年度に比べ ると,0.1%増 に とどまったが,

この うち小包郵便物はSAL小 包 の導入 の結果,過 去最高 の取扱数を記録 し

た。

一方
,外 国来 郵便物 は,3.7%の 増 加であ った。

資料2-3外 国郵便物数の推移

(単位:千 通(個))
～ ～ 一_年 度

区別 　　_
5515615715815gl・ ・

差

航 空 便通

船 便

常 小 計

95,88599,421100,675101,666102,611102,531

13,40313,20412,38812,04811,6901[,850

iO9,288112,625113,063113,714114,301114,381

立

(外
国
あ
て
)

到

着

(外
国
来
)

便

便

L

空

A

航

船

S

小

包

1,6051,5901,5761,5791,6181,621

738725734726737713

-一 一 一 一89

小 計2,3432,3152,3102,3052,3552,423

航 空 便

船 便計

SAL

97,490101,011102,251103,245104,229104,152

14,14113,92913,12212,77412,42712,563

-一 一 一 一89

合 計111,63[ll4,940115,373116,019116,656n6,804

通

常

航 空 便

船 便

86,119

29,851

86,637

31,120

89,319

28,951

89,618

27,113

g4,320

26,822

99,378

26,296

小 計 115,970 ll7,757 ll8,270 Il6,731 121,142 125,674

小

包

航 空 便

船 便

815

769

752

742

716

723

753

725

813

724

854

734

小 計 1,584 1,494 1,439 1,478 1,537 1,588

計

航 空 便

船 便

86,934

30,620

87,389

31,862

90,035

29,674

9Q,371

27,838

95,133

27,546

100,232

27,030

1合 計 117,554 ll9,251 ll9,709 118,209 122,679 127,262

60年 度 の外 国あて通常郵便物は,ア ジアあてが33.1%,北 ア メ リカあて

が31.5%,ヨ ー ロッパあてが23.7%と な ってお り,こ こ数年来 この順位に変

動はない。
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資料2-4外 国郵便物の地域別構成比(60年 度 単位:%)

区 別

ア ジ ア

北 ア メ リカ

ヨ ー ロ ツ ノ、

中 南 米

オセ ア ニ ア

ア フ リ カ

差 立

通 常 小 包

33.1

31.5

23.7

4.3

4.9

2.5

35,4

33.6

19.8

2.8

5.9

2.5

到 着

通 酬 小 包

28.4

27.2

36.1

2.8

3。3

2.2

29,1

38.4

26.5

0.7

4.6

0.7

合 計 1・…1・ …11…1…

2郵 便事業財政

資料2-5郵 便事業の財政状況の推移 (単位:億 円)

年 度5556575859

区 別
60

収 益

費 用

利益又は欠損

累 積欠損 金

9,403

9,773

△370

△2,494

11,866

10,692

1,174

△1,320

12,190

11,409

781

△539

12,508

12,170

338

△201

12,710

12,596

114

△87

13,381

13,369

i2

△75

3郵 便 局 等

資料2-6郵 便局数の推移

区 別 年度末i55156157158}5gl・ ・

普
通
郵
便
局

集 配 局

無 集 配 局

集 中 局

鉄 道 郵 便 局

船 内 郵 便 局

1,134

46

4

14

3

1,150

47

4

14

3

1,正62

47

5

14

3

1,170

48

5

14

3

1,184

49

6

14

3

1,198

48

6

9

3

小 計 1,201 1,218 1,231 1,240 1,256 1,264

特

舞篶

小 計

集 配 局4,5904,5364,4824,4274,3584,295

無 集 配 局12,99613,13713,26013,41313,55813,686

17,58617,67317,74217,84017,916正7,981

簡 易 郵 便 局4,2184,2434,2774,3114,3414,388

合 計23,00523,13423,25023,39123,51323,633
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郵便切手類等を容易に購入できるよう,郵 便切手類販売所等が郵政省から

の委託により郵便ポス トの付近等に設置されている。

資料2-7郵 便切手類販売所・印紙売りさばき所数の推移

年 度 末

郵便切手類販売所 ・印紙
売 り さ ば き 所 数

55

112,457

56

112,632

57

113,465

58

ll4,259

59

ll4,716

60

115,517

普通郵便局については,郵 便局舎の改善を図っている。

特定郵便局の局舎についても,60年 度において551局 が改善された。

資料2-8普 通郵便局局舎状況の推移

年度末

5

6

7
'

8

9

0

FO

5

只
)

FD

5

6

普通郵便局総局数

局

197

214

227

236

252

260

指 数

100

101

103

103

105

105

普通郵便局局舎総面積

千 ㎡

8213

0084

1054

2874

4424

6294

指 数

100

105

107

112

116

121

普通郵便局
局舎改善局数

局
-

F◎

5

rD

9

5

F◎

4
.

4

4

3

3

(注)船 内局3局 及び昭和基地内局を除く。

4集 配 施 設

(1)取 集 サ ービス

郵便ポス トの設置数は,60年 度 末 で14万8,586本 とな っている。

郵便ポス トか らの取集度数は,原 則 として1日1度 から3度(主 要局4～

5度)ま での間で設定 している。
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資料2-9 国別郵便ポスト普及状況
＼ ・一 区 別

、
＼-
＼
、

国 名 ＼

本

国

国

独

ス

ア

ン

リ

ラ

タ

日

米

英

西

フ

イ

郵便ポス ト数

148,586

294,000

110,000

110,472

159,800

64,960

本

1本 当た り人口

812

771

513

555

343

879

人

ユ本当たり面積

2.5

31.3

2,2

2.3

4.0

4.6

km2

(注)1.万 国郵便連合郵便業務統計表による。

2.米 国,英 国,西 独,フ ランス,イ タリアは,1984年 度 の数字である。

3.日 本は,1985年 度の数字である。

② 配達サ ービス

ア.配 達区及び配達 回数

配達区(1日1人 が配達 を分担す る区画)は,60年 度 末現在4万5,455区

で ある。

この配達区については,過 疎過密化現象 の進行 に即 して人 口稀薄 な地域 の

配達区を併合 するな どして再編成 し,そ れに よって減 じた区を過密地域 に増

区す る調 整を行 っている。

配達回数については,事 業の効率的運営を図 る観点か ら通常郵便物 の1度

配達を56年3月 か ら実施 したが,ビ ジネ ス地域等通信力の高い地域 につ いて

は,2度 配達 を行 って いる。

資料2-10郵 便配達回数の状況(60年 度末現在)

＼ 区別

＼配達
回数 ＼

回

回

-
ゐ

2

配 達 区

区 数 構 成 比

44,198

1,257

区
97.2

2.8

%

合 計 45,455 lOO.0
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イ.速 達 配 達

速達郵便物の取扱いは,61年6月1日 から郵便規則第85条適用地域を除 く

全地域において実施するよう改善を図った。

この速達取扱地域においては,お おむね1日3度 の配達を行っている。

ウ.辺 地 集 配

交通が特に困難であるため,通 常の方法により配達できない地域にあてた

郵便物については,周 年又は一定期間に限って,郵 便局の窓口交付,あ るい

は郵便局長の指定する場所に設置された集合受箱又は受取人が配達区域内に

指定した受取場所に配達する方法をとっており(郵便規則第85条 適用地域),

これらの方法により郵便物が交付又は 配達される世帯数は,61年6月 現在

約4,500世 帯(期 節適用のものを含む。)となっている。

(3)集 配作業環境の改善

ア。郵便受箱の設置

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,従 来から全戸に

郵便受箱の設置を勧奨してきた。

60年度末現在,全 配達か所数(高 層 ビルを除く。)3,505万 か所のうち77%

に当たる2,701万 か所で設置協力が得られている。

また,三 階層以上の全建築物については,集 合郵便受箱の設置を通常郵便

物配達の条件としているほか,ア パー ト等二階建て集合住宅等についても集

合受箱の設置を積極的に勧奨 している。

イ.住 居表示の実施

地番等の混乱による配達作業難を解消するなどのため,関 係機関と協力し

て住居表示の実施促進を図ってきた。

60年度末現在,地 方 自治体の実施計画世帯数1,840万 世帯に対して実施済

世帯数1,560万 世帯で,実 施率は約85%(全 世帯数に対しては約40%)と な

っている。

(4)集 配作業の外部委託

ア.取 集 関 係
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作業の効率化を図るため60年 度末現在で,大 都市を中心とす る集配普通局

273局 において,郵 便専用自動車による郵便物の取集を運送業者に委託 して

いる。

イ.小 包配達関係

都市及びその近郊地において,事 業の効率化施策等の一環 として,郵 便小

包の外部委託を60年 度末現在約650区 実施している。

ウ.集 配 関 係

集配局から遠隔の地域で,取 扱物数の少ない地域の集配作業の効率化を図

るため,60年 度末現在で約1,600区 において集配作業を個人へ委託している。

5郵 便 輸 送

郵便輸送施設の推移をみると,58年 度において,自 動車輸送及び航空輸送

が大幅に増加 してお り,そ の後 も自動車輸送及び航空輸送が増加 している。

資料2-11郵 便輪送施設の推移

蘇 く鯉L鉄 道 自動車 航 空 船 舶 その他 合 計

55

1日 延べキ ロ程(㎞) 233,971 258,867178,293 25,456 8,377704,964

構 成 比(%) 33.2 36,725.3 3.6 1.2100.0

IlI

1日 延 べ キ ロ程(㎞)226,112260,912189,65426,4047,883710,965

56

構 成 比(%)3L836.726,7 3.7 191 100.O

57

1日 延 べ キ ロ程(km)196,758279,975228,12026,2916,544

構 成 比(%)26.738,030.9 3.5 0.9

58

1日 延 べ キ ロ程(㎞)88,793384,768326,71721,441 425

構 成 比(%)10.846.839.7 2。6 o.1

737,688

100.0

822,144

100.0

1日 延 べ キ ロ程(㎞)77,096414,225334,09121,207 347846,966
59

構 成 比(%) 9.148。939.42.5 0.1 100.0
t 1 Il

60

1日 延 ペキロ程(㎞) 65.8241430,702 367,068 19,605 312 883,511

構 成 比(%) 7.5 48.7 41.5 2.2 O.1 100.0

(注)「 その他」欄は,自 転車,徒 歩等による輸送である。
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6郵 便作業の機械化

郵便作業の機械化を推進するため,こ れまでに東京都区,大 阪市,横 浜市

及び名古屋市に集中処理局を建設 したほか,全 国の主要郵便局を中心に,郵

便作業の機械化を推進している。

資料2-12主 要郵便機械配備状況

(60年度末現在)

機 械 名 局 数 台 数 備 考

郵便番号自動読取区分機

郵便物自動選別取りそろえ押
印機

選別台付自動取りそろえ押印
機

コード式書留用送達証作成機

コード式書留用受領証作成機

小包区分装置

局

159

94

ll9

188

496

30

台

200

115

ll9

525

035

16

}

うち79局100台 は郵便物の選
別から取 りそろえ,押 印,区 分
までを一貫して自動処理する

連動 システムとなっている。

回転 式,パ ン コ ンベ ヤ式,斜

行 ベ ル ト式,ダ イパ ー タ式

7要 員

集配運送施設の改善,作 業の機械化 ・効率化等による要員節減の結果,郵

便事業定員の伸びは郵便物数の伸びを下回っている。

資料2-13郵 便物数と郵便事業定員の推移

＼ 区別
＼
年度 ＼

[Q

!0

7

8

9

Q

「Q

R
)

FQ

5

「D

!○

郵 便 物 数

百 万 通(個)

15,787

14,951

15,488

16,249

16,601

17,}88

100

95

98

103

105

109

指数

郵 便 事 業 定 員

139,341

139,778

140,234

140,771

140,502

140,783

人
100

100

101

101

101

101

指数
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第3電 気 通 信

1電 気通信事業

(1)第 一種電気通信事業

ア.国 内電気通信事業

(ア)電 報

資料3-1電 報通数の推移 (単位:千 通)

竺＼酬一 般 電 報

慶 弔 電 報

内
訳

慶 祝 電 報

弔 慰 電 報

合 計

国 民1人 当 た り通 数
(通)

55

11,034

(73)
30,002

16,913

13,089

41,036

0.35

56

lI,025

(74)
30,936

17,036

13,900

41,961

O.36

57

10,613

(75)
32,693

17,947

14,746

43,306

0.37

58

10,411

(77)
34,118

18,677

15,441

44,529

0.37

59

7,647

(82)
34,037

17,961

16,076

41,684

0.35

60

5,273

(87)
35,383

18,127

17,256

40,656

0.34

(注)()内 は,総 通数中に占める慶弔電報通数の割合である。

(イ)加 入 電 信

資料3-2加 入電信契約数の推移(単 位:契 約)
＼　 年度末

区 別 、＼
55 56 57 58 59 60

加 入 電 信 加 入 数
1・ ・524・ ・1・71・ ・75641,・641・ ・86。 ・・975

(注)60年 度以降は旧電信型公衆通信回線使用契約数を含む。

㈲ 電 話

NTTが 提供している電話サービスには,加 入電話や公衆電話が代表的な

ものであるが,こ のほか移動体電話や着信用電話,内 部通話用電話,支 店代

行電話及び緊急通報用電話等がある。
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A加 入 電 話

資料3-3加 入電話等契約数の推移

(単位:契 約)

＼_ _年 度末

区 別 ＼

般

加

入

電

話

等

集
団
電
話

話電独単

線局X冊捌傭

話電同共

話電入加体団域地

話
線
電送
回
放
続
線有
接

計小

事業所集団電話
(ビル電話)

地 域 集 団 電 話

加 入 電 話 等 合 計

56

38,445,839

670,791

1,384,064

11

773

39,830,687

57 58 59

39,871,23741,443,318

683,218701,441

1,231,7801,011,331

86

595457

41,103,62042,455,112

371,148

73,933

40,275,768

41,443,31842,742,560

717,196

799,187

6

329

42,455,11243,542,082

395,274423,867

1,974 314

41,500,86842,879,293

416,324

139

43,958,545

60

44,221,475

639,283

6

273

44,861,037

438,588

136

45,299,761

人・1・・人当た り普及剰 34.1 …1 35.8 36.9 38.0

(注)PBX局 線については,60年 度から単独電話とした。

B公 衆 電 話

公衆電話には,主 として街頭に電話機を 設置して提供する街頭公衆電話

と,主 として店頭に電話機を設置して提供する店頭公衆電話がある。

なお,こ れ らの公衆電話について,利 用の少ないものは,設 置替等整理を

図る一方,57年 度から利用者の利便向上を図るため,テ レホンカー ドで利用

できるカー ド公衆電話への取替えを進めている。
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資料3-4 種類別公衆電話数の推移
(単位:個)

＼ 年度末
＼55

区 別 ＼

街頭公衆電話

店頭公衆電話

合 計

人口千人当た
り普及率

370,540

511,052

881,592

7。5

56

417,706

496,218

913,924

7.7

57

(300)
458,657

496,598

928,255

7.8

58

(3,ll7)
502,041

429,371

931,412

7.8

59

(18,807)
546,430

388,473

934,903

7.8

60

(61,301)
556,269

353,3Ql

909,570

7.6

(注)()内 は,カ ード公衆電話の再掲である。

C移 動 通 信

無線を利用した 移動通信には,自 動車電話,無 線呼出し,船 舶電話のほ

か,新 幹線に設置されている列車公衆電話,61年5月 からサービス提供を開

始 した航空機公衆電話がある。

資料3-5自 動車電話契約数の推移

(単位:契 約)

＼ 年度末
区別'＼ ＼

55 56 57 58 59 60

加 入 数 へ ・・61・275i1乳 ・・41・ ・1981 40,39262,103

サービス提供

地域数
86 149 203 329 453 473

資料3-6無 線呼出し契約数の推移

(単位:契 約)

＼ 年度末
区別 ＼

加

入

150MHz

帯 方 式

250MHz

帯 方 式

55

672,428

416,298

56

数

531,543

709,164

57

377,829

1,053,110

58

192,511

1,453,800

59

47,286

1,838,675

60

o

2,155,894

合 計11,・8・72611,24…711,…9391,646,3111,885,961・15・894

サービス提供

区域数
65 66 67 67 67 67
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D各 種 付加機能サ ー ビス

資料3-7電 話の付加機能サービス提供数の推移

訳 茄 56 57 58 59 60

プ ッ シ ュ ホ ン3,287,0503,717,8894,523,2585,743,8m7,068,547

キ ャ ッチ ホ ン

〔通 話 中着 信
サ ー ビス 〕

339,331 480,828 586,636 809,797 1,111,978 1,522,553

1 1

ん
内藩豫

拠
58,65079,05797,651116,320131,570140,839

転 送 で んわ
〔自動着信転
送サービス〕

42 146 5,58517,64939,424

(注)60年 度のプッシュホンの数は,不 明である。

資料3-8フ ァクシミリ通信網サービス契約数の推移

謹
契 約 数

提供区域数

56

790

5

57

2,603

13

58

9,551

21

59

18,214

294

60

46,271

536

(注)60年 度の提供区域数は,都 市数である。
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ω 専用 サー ビス

資料3-9一 般専用サービス回線数の推移

＼ 年度末
区別＼

56 57 58 59 60

帯

域

品

目

自由

利
用

3.4kHz 85,700 101,019 106,634 121,517 142,428

3.4kHz(S) 305 513 755 1,180 1,614

48kHz 480 561 631 642 495

240kHz 33 39 55 57 44

目
的
利
用

音声伝送 189,946 190,258 201,058 203,629 207,468

音楽放送 219 215 230 217 222

AM放 送 279 286 303 310 338

FM放 送 34 40 27 33 33

そ の 他 4,138 3,869 3,627 3,404 2,957

小 計 2Bl,134 296,800 313,320 330,989 355,599

符

号

品

目

50b/s 112,851 lI9,856 126,659 133,994 143,391

100b/s 692 660 601 546 489

200b/s 7,488 8,286 8,323 7,726 7,610

300b/s 7 8 10 9 45

1,200b/s ll,204 10,956 10,375 9,761 8,978

2,400b/s 8,632 8,429 8,669 8,946 9,033

4,800b/s 1,985 2,523 3,317 3,764 4,557

9,600b/s 251 786 1,569 2,717 4,358

そ の 他 ll3 ll1 156 183 192

小 計 143,223 151,615 159,679 167,646 178,653

合 計 424,357448,415472,999 498,635534,252
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資料3-10高 速ディジタル伝送サービス等の回線数

(60年度末現在)

区 別

高速ディジタル伝送サービス

衛星デ ィジタル伝送サービス

64kb/s

l92kb/s

384kb/s

768kb/s

l.5Mb/s

6Mb/s

小 計

64kb/s

192kb/s

384kb/s

768kb/s

1.5Mb/s

6Mb/s

衛星ビデオ通信サービス

テ レビジョン放送中継(端 末回線数)

映 像伝送サービス

無線専用サービス(契 約数)

回線数等

21

140

124

135

151

69

640

0

一

4

一

〇

一

〇

一

〇

一

〇

0

579

765

534
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㈹ データ通信

NTTが 提 供 してい るデ ータ通信サ ー ビスには,NTTが 用 意 した システ

ムを共 同利用す る公衆 デ ータ通 信サ ービスと,NTTが 顧 客の求め に より対

象業務に応 じたサ ー ビスを提供す る各種 データ通信サ ー ビスが ある。

資 料3-11公 衆 デ ー タ 通信 サ ー ビス(公 衆 シ ス テ ム サ ー ビス)の 提 供 状 況

(60年 度 末 現 在)

(セ ン タ ー… …8,サ ブセ ンタ ー… …70)

セ ン タ ー 名 サ ブ セ ン タ ー 名

東

東

大

(
D

E

M

O

S

)

第

-
種

サ

!

ビ

ス

W

V

W

京

京

阪

W

W

W

H

台

屋

京

阪

岡

古

東

大

名

福

仙

(
D

R

E

S

S
)

第

2
種

サ

ー

ビ

ス

釧 路,旭 川,帯 広,室 蘭,札 幌,函 館,青 森,八 戸,弘

前,秋 田,盛 岡,山 形,福 島,郡 山,新 潟,長 野,長 岡,

松 本,水 戸,宇 都 宮,前 橋,浦 和,千 葉,甲 府,立 川,

国分 寺,三 鷹,相 模 原,横 浜,川 崎,沼 津,静 岡,浜 松,

豊 橋,一 宮,四 日市,岐 阜,富 山,福 井,金 沢,京 都,

堺,八 尾,和 歌 山,神 戸,姫 路,寝 屋 川,西 宮,鳥 取,

松 江,岡 山,倉 敷,広 島,福 山,徳 山,高 松,松 山,徳

島,高 知,下 関,北 九 州,佐 世 保,久 留 米,佐 賀,長 崎,

大 分,熊 本,宮 崎,鹿 児 島,那 覇

資料3-12公 衆データ通信サービス(公 衆システムサービス)の 利用状況の推移

＼ 年度末ヘ へ

区 別 ＼

二L7-■ ザ 数

端 末 数

1ユ ーザ当たりの平均端

末数

55

3,252

7,786

2.4

56

3,651

8,685

2,4

57

3,784

9,473

2.5

58

4,048

10,416

2。6

59

4,587

13,255

2.9

60

4,977

15,369

3.1
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資料3-13各 種データ通信サービスの対象業務別状況の推移
＼
＼ 年度末

対象業務'～ ～_

金 融 業 務

自動 車 登 録 検 査 業 務

座 席 予 約 業 務

税 務 関 係 業 務

信 用 ・購 買・販 売 業 務

気 象 観 測 情 報 業 務

環 境 情 報 業 務

生鮮食料品流通情報業務

救急医療情報 ・病院情報業務

官 庁 会 計 業 務

保 険 業 務

自 動 遠 隔 検 針 業 務

新 聞 記 事 情 報 業 務

地 方 自 治 体 行 政 業 務

そ の 他

合 十
二
一一口

55

9

1

1

2

2

1

1

1

5

1

1

2

1

55

56

9

L

l

1

2

1

1

1

0

1

2

2

2

60

57

3

∩∠

1

1

1

1

1

2

2

1

1

65

58

6

1

1

2

2

1

1

1

2

1

3

2

2

1

1

1

73

59

7

1

1

3

2

1

1

1

4

1

2

2

1

1

3

2

2

80

60

8

-

1

3

2

1

i

1

5

1

2

3

1

2

6

3

2

88
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㈲ デー タ伝送

資料3-14回 線交換サービス及びパケ ット交換サービスの利用状況の推移

＼ 年度末
区 別＼

回

綿
…
交

換

サ

ー

ビ

ス

パ

ケ

ッ
ト

交

換

サ
ー

ビ

ス

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

合 計

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,4001)/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

合 計

55

5

7

27

32

28

7

106

1

5

10

14

21

3

5

59

56

9

15

96

90

135

46

391

1

9

33

84

23

13

8

171

57

9

43

173

130

330

85

770

1

9

74

240

176

216

42

758

58

5

26

158

369

914

123

1,595

1

10

113

1,107

810

867

99

3,007

59

4

11

174

783

1,535

170

2,677

4

13

192

2,267

1,926

2,028

196

6,626

60

6

0

8

182

1,042

2,468

285

3,991

(4)
14
(723)
788
(175)
473

3,825

4,484

4,189

385

(902)
14,158

(注)パ ケヅ ト交換サービスについては,60年4月 か ら電話網接続のサービス(第

2種)が 開始され,()内 は第2種 サービスの再掲である。
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イ.国 際電気通信事業

(ア)国 際 電 報

資料3-15 国際電報取扱数の推移

(単位:万 通)
～
区 別

～ . 一.年 度55＼一 56 57 58 59 60

国 際 電 報 取 扱 数 334 294 256 215レ85 152

(注)発 信,着 信,中 継信(シ ングル ・カウント)の 合計である。

(イ)国 際テ レックス

資料3-16国 際テレックス取扱数の推移

(単位:万 度)
　 一__～.

区 別
…越55 56 57 58 59 60

国際テレックス取 扱 数 ・79眠 ・。・ 馬568巨9621馬21。 臥 ・17

(注)発 信,着 信,中 継信(シ ングル ・カウント)の 合計である。

㈲ 国 際 電 話

資料3-17国 際電話取扱数の推移

(単位:万 度)

一
区 別 一～

年 度55
一 56 57 58 59 60

国 際 電 話 取 扱 数 ・343・97隅 ・・8巨974軋89・9,563

(注)発 信,着 信,中 継信(シ ソグル ・カウン ト)の 合計である。

資料3-18国 際ダイヤル通話の利用状況の推移

　
区 別 ～.年 度 末55～ 56 57 58 59 60

利 用 可 能 対 地 数 59 83 104 311 126 127

利 用 登 録 数(回 線数) 51・3937・826D・ ・285181,48429動3214・ ・956

全発信通話度数に占める
国際ダイヤル通話の割合

(%)

32,3 38.4 54,4 61.9 71.1 80.1
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(⇒ 国際専用 回線

資料3-19 国際専用回線数の推移

＼ 年度末

区ガ＼＼
音声級 回線

電

信

級

回

線

12.5b/s

25b/s

50b/s

75b/s

loob/s

200b/s

小 計

中速符号伝送
用回線

高速符号伝送
用回線

合 計

55 56

002

621

041

502

711

2

22

216

211

113

137

206

135

23

526

812 836

57

732

801

611

902

041

2

03

506

842

58

299

94

111

195

137

5

33

575

874

59 60

704

77

69

802

531

5

23

355

538

65

77

201

142

6

29

520

1 8

o 1

961 1,067

㈲ 国際テ レビジ ョン伝送

資料3-20国 際テレビジョン伝送取扱数の推移

＼ 年度
区別 ＼
国際テレビジョン伝送取
扱数

利 用 可 能 対 地 数

55

2,559

67

56

2,751

68

57

3,593

79

58

4,607

84

59

3β12

105

60

4,832

105



1電 気通信事業 一343一

㈲ 国際通信回線

A国 際通信回線数

資料3-21 対外直通回線数の推移

(単位:回 線)

～
区 別

一一轡 」55 56 57 58 59 60

国 際 電 報 回 線

国 際 電 話 回 線

国 際 テ レ ッ ク ス 回 線

電 信 級 専 用 回 線

音 声 級 専 用 回 線

そ の 他

68

1,949

1,580

612

200

144

7-・ ・

2,306

1,776

625

211

180

2,673

1,938

605

237

196

71 72

3,171

2,123

575

299

203

3,870

2,339

553

407

214

75

4,496

2,460

520

538

190

合 計 へ553・169臥 ・2・陣442Z455倒279

(注)「 その他」は,国 際デーテル,国 際写真電報,国 際音声放送伝送,国 際ファ

クシミリ電報,海 事衛星通信等の回線の合計であり,電 話回線との共用回線

を含む。

B伝 送 方 式

隠我が国の国際通信回線は,通 信衛星,海 底ケーブル,対 流圏散乱波通信及

び短波無線の四つの伝送方式により構成されている。

資料3-22伝 送方式別対外直通回線構成比

(60年度末現在)

伝送方式 通信衛星 海 底
ケー フ ル

対流圏散
乱波通信 短波無線 合 計

轍 比(%)1 64.4 …1 3.。1 ・・11 100.0
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資料3-23伝 送方式別対外直通回線設定対地状況 (60年 度末現在)

対 地

ア

ジ

ア

ア

メ

リ

カ

アラブ首長国連邦
イ

イ

イ

イ

伝 送 方 式

衛星 ケーブル

I

I

I

I

I

ル

ク

ン
ド

工

甑
ラ
ラ
ラ

ン

ス

イ ン ド ネ シ ア

1

OLUHO

OLUHOP

I

I

I

P

P

P

P

P

I

I

I

I

I

I

I

ン
国
鮮

ト

ビラ

ィ

ア

一

コ

朝

占
イ

マ

ウ
デウ

ル

カ
イ

湾

国

ル

ン

ン

一

ン

ポ

ラ

ガ

●

ン

リ

縄

ン

[
タ

F
デ

ピ

ス

レ
ラ

ル
リ

パ

キ

ハ
〃

・

オ
韓
北

ク
サ
ア

シ
ス
タ
台
中
ネ
パ
バ
バ

ビ
フ

イ
港

ネルブ
香

マ
レ

ジ

マ

I

I

I

ア

ン

ン
オ

シ

ダ
ノ

イ

ル

カ

レ
パ

'

JKC

OLUHO

OLUHO
OKT

TPC
OLUHO
P
TPCP
OLUHO
OLUHOP

P

P

P

I

I

I

I
I

I

I

I

I
ー

ン
ラ
ダ

ア

マ
イ

ル

国

一
コ
カ

リ

な

・

・
ジ

㍉

ン
ズ

ナ

ン
ナ
グ

ル

タ

牌

・

え
フ

キ
・

ノア

ヴ

カ

コ
パ

パ
ブ

米

ペ

メ

コ
チ

I
ー

ド

ア
ンラ

リ

ル

タ

イァ
イ

欧
州

TPC

JASC
TPC

JASC

のぞ
他

H
F
O
H

対 地

英

伝 送 方 式

衛星

国1

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

ア
ダ

ア

ス

ン
ン
独
連

キ

ク

独

コ
ド

ス

ア

[
ド

ル

【
ア
グ

ア

リ

デ

ト

ン
シ

一
イ

ス

ィ

ェ
ベ

ラ

リ

[

ウ

ア
ヴロスコツエ

【マソ

ン

リ

ン
ガ

ェ
ニ
ル
閃

ン

ギ

ウ

ブ

ラ

ラ

ル

ガ

ラ
ト

マ

ン

ス

α
フ
ル
ル
・
ル
↓
桑

オ

オ
ギ

ス

ス

ス
西

ソ

チ

ア
デ

東

ト

フ

フ
ブ

ベ

ポ
ポ

ノ

ル

ル

ユ

欧

ア

エ
ガ

ケ

チ
南

ナ
」象

タ

マ

ア

フ

リ

カ

大

ル ジ ェ リ

ジ プ

ボ

ユ_ジ

ア フ リ

イ ジ ェ リ

牙 海
ン ザ ニ

ラ ウ

I

I

I

I

I

I
I

I

I
I

ア

ト

ン
ア

ア

カ

ア
岸

ア

イ

4

[

二

島

ア

オ

ア

岬

鐘

シ

ジ

ユ

ル

ト

ネ

ソ

ニ

ヤ
レ

ラ

イ

・

シ

カ

・

ア

【

プ

[

ユ

ク

ハ

フ

パ

ァ

マ

ニ
パ

ミ

洋

州

オ ー ス ト ラ リ ア

グ ア ム

サ イ パ ン
ニ ュー ・ジー ラ ン ド

ワ イ

P

P

P

P

P

P

P

P

P

P
P

ケー フル

TPC

JASC

JASC

JASC
JASC
JASC

JASC

TPC
TPC

TPC

TPC

留

(注)1:イ ンテ ル サ ッ ト ・イ ン ド洋 衛 星P:イ ンテ ルサ ッ ト ・太 平 洋 衛 星

OLUHO:沖 縄 ・ル ソ ン ・香 港 ケ ー ブルJASC:日 本 海 ケ ー ブ ル

OKT:沖 縄 ・台 湾 間 ヶ 一 ブルTPC:太 平 洋 横 断 ケ ー ブ ル(第1,第

2)JKC:日 本 ・韓 国 間 ケ ー ブ ルOH:対 流 圏 散 乱 波 方 式HF:短 波
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C通 信 衛 星

イ ンテルサ ッ トの世界通信 システ ムは,60年 度 末においてIV-A号 系 衛星

(電話級換算約6,000回 線 及 びテ レビジ ョン2回 線の容量 をもつ。)及 びV号

系衛星(電 話 級換算約1万2,000～1万4,000回 線 及びテ レビジ ョン2回 線の

容量を もつ。)が,太 平 洋,大 西洋及び イン ド洋 上に計14個 が設定運用(又

は予備/非 常予備配置)さ れ てお り,世 界の通信のか なめ とな ってい る。

我が国では,KDDが 茨 城衛星通信所(茨 城県高萩 市)と 太平洋上 の衛星

を介 して,米 国,カ ナダ,オ ース トラ リア及 びアジア諸国 との間に通信 回線

(60年 度 末現在1,963回 線)を 設定 してお り,ま た山 口衛星通信所(山 口県

山口市)と イ ン ド洋上 の衛星を介 してア ジア,ヨ ー ロッパ,中 東及 びア フリ

カ諸国 との間に通 信回線(60年 度 末現在1,567回 線)を 設定 してい る。

なお,イ ンテルサ ッ ト衛星に ア クセスするア ンテナ総数は,1986年3月 末

現在,819基(168の 国 及び地域)で ある。
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D海 底 ケ ーブル

資料3-24我 が国が所有権を有 している国際海底ケーブル

地げ揚陸鴎
＼
＼
"

『電轟 嚢誹 距 離 運用開始

第一太平洋横断ケ
ーブル(TPCl)

エ

,

ウ
♂鳥㌘ミへ,

,イ

宮

キ

ワ

一
=

ハ

回 線

(二 宮 ・グア ム間)
138

(グ ア ム ・ハ ワイ間)
142

㎞

2,660

39年6月

7,130

日本海 ケーブル
(JASC)

直 江 津,ナ ホ トカ 120 89044年7月

第二太平洋横断ケ 沖縄,
一 ブル(TPC2)イ

グ ア ム,ハ ワ 845 9,33051年1月

日本 ・中国間ケー
ブル(ECSC)

苓北(熊 本県),南 涯

(なんほい,上 海市
の南東)

480 87051年10月

沖 縄 ・ル ソ ン ・香

港 ケ ー ブル

(OLUHO)

沖 縄,ル ソ ン,香 港

(沖 縄 ・ル ソ ン間)
1,200

(ル ソ ソ ・香 港 間)
1,380

1,390

52年8月

880

沖縄 ・台湾間ケー
ブル(OKITAI) 沖縄,頭 城 480 68054年7月

ASEANケ ー ブ ル

(P-S)

(1-S)

(M-S-T)

ル ソ ン,シ ン ガ ポ ー

ル,イ ン ドネ シ ア,

マ レ イ シ ア,タ イ

　

　

　

ガ

・
間

・

タ

ン

ル

ア

ル

・

ガ
裂
溜
劣

魏

ン

ル
」

ガ

ド

ガ

イ

ソ

【

ン

ソ

ン

レ
間

ル
ポ

シ
イ

シ

マ
イ

(

(

ー

2,36053年8月

1,00055年4月

1,70058年7月

日本 ・韓 国 間 ケ ー
ブル 浜田,釜 山 2,700 29055年11月

ANZCANケ ー プ
ノレ

カ ナ ダ,ハ ワ イ,フ

ィ ジ ー

オ ー ス トラ リ ア,ノ
ー フ ォ ー ク

,一 ユ ー
・ ジ ー ラ ン ド

ス

・

ン

一

ク

ラ

オ

)

一

一

・
間

80

オ
ジ

80

ダ

ア

3

フ

・

4

ナ

リ

ー

【

一
)

カ

ラ

ノ

ユ
間

(

ト

(

ニ
ド

13,780

1,210

59年IO月

1

沖縄ケーブル 沖縄,二 宮 1,600 1,700 59年12月
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、＼
一 区 別

ケーフル ＼

香

ブ
.

【
)

ル

ケ
T

論
冊

ガ
台

S

ン

・
(

シ
港

ル

東 南 ア ジ ア・中 東 ・
西 欧 間 ケ ー ブル

(SEA。ME・WE)

陸 揚 げ 地

シ ンガ ポ ー ル,香 港,

台 湾

シ ン ガ ポ ー ル,メ ダ

ン,コ ロ ン ボ,ジ ブ

テ ィ,ジ ェ ッ ダ,ス

エ ズ,ア レ キ サ ン ド

リア,パ レ ル モ,マ

ル セ イ ユ

回 線 容 量
(電話級換算)

(シ ン ガポ ール 。

香 港 間
1,380

(香 港 ・台 湾間)
480

(シ ン ガ ポ ー ル ・

メ ダ ン 問)

1,260

(メ ダ ン ・ コ ロ ン

ボ ・ ジ ブ テ ィ間)

1,080

(ジ ブ テ ィ ・ジ ェ

ッ ダ 間)

1,200

(ジ ェ ツ ダ ・ス エ

ズ 間)

2,580

(ス ェ ズ ーア レ キ

サ ン ド リア 間)

2,060

(ア レ キ サ ン ド リ

ア ・パ レ ル モ ・マ

ル セ イ ユ 間)

2,580

距 離

4,270

640

6,790

1,450

1,290

350

2,850

運用開始

61年8月

60年10月

61年6月

資料3-25計 画中の主な海底ケーブル

＼ ＼ 区 別

ヘ

ケーブル ＼

・
シ

一
)

ア

・
ケ
S

リ

ァ
問

.

ラ

シ

ル
q

ト
ネ

一
A

ス
ド

ポ

(

一
ン

ガ

ル

オ
イ

ソ
ブ

第三太平洋横断ケ
ーブル(TPC3)

第 ニ グア ム ・フ ィ

リピ ンケ ー ブル

(GP2)

香 港 ・日本 ・韓 国
ケ ー フ ル

(H・ 」・K)

陸 揚 げ 地

オ ー ス ト ラ リア,イ ン

ドネ シ ア,シ ン ガ ポ ー

ノレ

千倉(千 葉),グ ア ム,
ハ ワイ

グ ア ム,フ ィ リ ピ ン

香港,千 倉(千 葉),済
州島

回 線 容 量
(電話級換算)

1,380

回線

(千 倉 ・グ ア ム間)
3,780

(千 倉 ・ハ ワイ 間)
3,780

1,890

(千 倉 ・香 港 間)
1,890

(千倉 ・済 州 島間)
1,890

運用開始
予定期目

61年

63年

64年

65年
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資料3-26世 界 の主な海底ケーブル

(60年 度末現在)

海域 名 称

太

平

洋

o

イ

ン

ド

洋

●

日

本

海

第一ハワイケーブル

第二 〃

第三 〃

第一太平洋横断ケーブル

第 二 太平 洋 横 断 ヶ 一 ブ ル

グア ム ・フ ィ リピ ンケ ー ブ ル

日本 海 ケー ブル

日 ・中ケーブル

沖縄 ・台湾ケーブル

英連邦太平洋ケーブル

英連邦東南アジアケーブル

沖 縄 ・ル ソ ン ・香 港 ケー ブル

台 湾 ・フ ィ リピ ン ケー ブル

ASEANケ ー ブル

日 ・韓 ケ ー ブル

台 湾 ・グ ア ム ケ ー ブル

イ ン ド洋 連 邦 ケ ー ブル

オ ー ス トラ リア ・ニ ェ ー ・

ジ ー ラ ン ドケ ー ブル

オ ー ス トラ リア ・パ プ ア ・
一 ユ ーギ ニ ア ケ ー ブル

ANZCANヶ 一 ブ ル

シ ンガ ポ ー ル ・香 港 ・台 湾 ケ
ー ブ ル

区 間

米本土～ハワイ

〃 ～ 〃

〃 ～ 〃

ハ ワイ ～ グア ム

グア ム～ 日本(二 宮)

ハ ワイ ～ グア ム～ 日本(沖 縄)

グア ム～ フ ィ リピ ン

日本(直 江 津)～

ソ連(ナ ホ トカ)

日本(熊 本)～ 中 国(上 海)

日本(沖 縄)～ 台湾(頭 城)

ハ ワイ ～ ス パ ～

オ ー ス トラ リア

オ ー ス トラ リア ～ グ ア ム

グア ム～香 港

日本(沖 縄)～
フ ィ リピ ン(ル ソ ン)

フ ィ リピ ン(ル ソ ン)～ 香 港

台湾 ～ フ ィ リピ ン(ル ソ ン)

フ ィ リピ ン～ シ ンガ ポ ール

シ ンガ ポー ル ～ イ ン ドネ シ ア

マ レイ シア ～

シ ソ ガ ポ ール ～ タ イ

日本(浜 田)～ 韓 国(釜 山)

台 湾 ～ グア ム

イ ン ド～ マ レー シ ア

オ ー ス トラ リア～
ニ ュ ー 。ジ ー ラ ン ド

オ ー ス トラ リア～
パ プ ア ・ニ ユ ー ギ ニ ア

カナ ダ～ ハ ワイ～ フ ィジ ー～

ノ ー フ ォー ク島 ～ オ ー ス トラ

リア

ノ ー フ ォー ク島 ～
一 ユ ー ・ジ ー ラ ン ド

シ ン ガ ポ ー ル～ 香 港

香 港 ～ 台湾

距 離

㎞

4,080

4,420

4,410

7,130

2,660

9,040

2,720

890

870

680

10,400

5,580

3,920

1,390

容 量

電 話 級

回 線

51

142

845

142

138

845

144

120

480

480

82

166

82

1,200

8801,380

900480

2,8401,380

1,000480

1,700480

290

3,150

2,500

2,230

870

2,700

640

480

480

480

13,7801,380

1,210

2,920

480

1,380

480
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醐 名

大

西

洋

(地
中
海
等
を
含
む
。
)

称

東 南 ア ジ ア ・中東 ・西 欧 間
ケ ー ブル

第三大西洋横断ケーブル

第四 〃

第五 〃

第六 〃

第七 〃

第一カナダ大西洋横断ケーブ
ノレ

第二 〃

ス コ ッ トラ ン ド ・

ア イ ス ラ ン ド間 ケ ー ブル

アイ ス ラ ン ド ・

カ ナ ダ間 ケ ー ブル

ブ ラ ジル ・

カ ナ リー群 島 間 ケ ー ブル

南 ア フ リカケ ー ブ ル

DIDONケ ー ブ ル

地 中海 ケ ー ブ ル

第 一 ス ペ イ ン ・
カナ リー群 島間 ケ ー ブル

第 二 〃

ヴ ェネ ズ エ ラ ・
ス ペ イ ン問 ケ ー ブル

第 一 セ ン ト ・
トー マ ス ケ ー フ ル

第 二 〃

イ ス ラエ ル ・
イ タ リア ケ ー ブ ル

南 ア メ リカ ・ア フ リカ ・
ヨ ー ロ ッパ間 ケ ー ブ ル

区 間

シ ソ ガ ポー ル～ メ ダ ン

メ ダ ン～ コ ロ ンボ～ ジ ブ テ ィ

ジ ブ テ ィ～ ジ ェ ッダ

ジ ェ ツダ～ ス エ ズ

スェ ズ～ ア レキサ ン ドリア

ア レキ サ ン ド リア～ パ レルモ
・マル セ イ ユ

米 本 土 ～ 英 国

〃 ～ フ ラ ンス

〃 ～ スペ イ ン

〃 ～ フ フ ンス

〃 ～ 英 国

英 国～ カ ナ ダ

〃 ～ 〃

英 国(ス コ ッ トラ ン ド)～
アイ ス ラ ン ド

カ ナ ダ～ グ リー ン ラ ン ド～
アイ ス ラ ン ド

プ ラ ジル～ カ ナ リー群 島

ポ ル トガ ル～ 南 ア フ リカ

フ ラ ンス～ テ ユ ニ ジ ア

イ タ リア～ スペ イ ン

ス ペ イ ン～ カ ナ リー群 島

〃 ～ 〃

ヴ ェネ ズ エ ラ～ スペ イ ン

米本土～ヴァージン群島

〃 ～ 〃

イ ス ラエ ル～ イ タ リア

ブ ラ ジル～ セ ネ ガ ル

セ ネ ガル～ ポ ル トガ ル

距 離

640

6,790

1,450

1,290

350

2,850

6,530

6,680

6,420

6,290

6,070

3,840

5,270

1,270

3,230

4,890

10,920

930

1,840

1,400

1,480

6,000

2,190

2,450

2,650

3,420

2,920

容 量

1,260

1,080

1,200

2,580

2,060

2,580

138

138

845

4,000

4,200

80

1,840

26

28

160

360

2,580

640

160

1,840

1,840

144

720

1,380

1,380

2,580
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(葡 国際デ ータ通 信

KDDが 提 供 しているデータ通信設備 サー ビスには,シ ステ ムを顧客が共

同利 用するいわば レデ ィメイ ド型 の国際 オー トメックスサー ビス と,顧 客の

求 めに応 じてそれ ぞれ システムを設置 してサー ビスを提供 す るいわぽナ ーダ

メ イ ド型 の個別 システムサー ビスが ある。

資料3-27国 際オー トメックスサービスの利用状況の推移

訳
ユ ー ザ 数

回 線 数

55

26

210

56

22

184

57

22

179

58

19

正55

59

22

181

60

20

170

資料3-28個 別システムザービスのシステム数の推移

談 55

シス テ ム数 5

56 57 58 59 60

5 5 6 6 7

(ク)国 際 デー タ伝送

資料3-29国 際公衆データ伝送サービス(VENUS-P)の 利 用状況の推移

(契約数)謹
国際 コン ピュ ー タ ・ア ク
セ ス サ ー ビス

国際公衆データ伝送サー
ビス

55

406

56

869

57

1,554

18

58

1,925

59

3,176

60

5,890

(注)国 際 コ ン ピ ュー タ ・ア クセ ス サ ー ビス は,58年7月 に 国 際 公 衆 デ ー タ伝 送 サ

ー ビ スに 統 合 され た
。
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② 第二種電気通信事業

資料3-30資 本金別企業数 (60年12月 現 在)

＼
＼
＼
＼
＼
＼

＼
企 業 数

(N=226)

構 成 比(%)

1,000

万 円

未 満

23

10.2

1,000

3,000

〃

21

9.3

3,000

5,000

〃

43

19,0

0

～
円

満

　0
円

億

臥
万

1
未

38

16.8

1～5

〃

51

22.6

5～10

〃

10

4.4

lO～20

〃

10

4.4

20億 円

以 上

28

12.4

無回答

2

0.9

データ通信業実態調査による。

資料3-31売 上高別企業数 (60年12月 現 在)

＼
＼
＼

企 業 数

(N=226)

構 成 比(%)

円
満
億
未

28

12.4

1～5

億 円
〃

48

21.2

0
円
～

"

5
億

36

15.9

10～20

億 円
〃

22

9.7

20～30

億 円

25

11.1

30～4040～5050

億 円
〃

11

4,9

億 円億 円
〃 以 上

3

1.3

16

7.1

無回答

37

16.4

データ通信業実態調査による。

(注)情 報通信部門における売上高である。

資料3-32従 業員別企業数 (60年12月 現 在)

＼
企 業 数
(N=226)

構 成 比
(%)

50

人未満

96

42。4

50～100

〃

39

17.3

100～200

〃

39

17.3

200～300300～500500～700700

〃 〃 〃 人 以 上

5

2.2

9

4.0

2

0。9

9

4.0

無回答

27

ll.9

データ通信業実態調査による。

(注)情 報通信部門における従業員数である。
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資料3-33 サービス提供地域別分類

(60年12月 現在)

サ ービス提供地域

地 域

東 京 地 区

関 東 〃

信 越 〃

東 海 〃

北 陸 〃

近 畿 〃

中 国 〃

四 国 〃

九 州 〃

東 北 〃

北海道 〃

沖 縄 〃

海 外

事 業 者 数

92

73

33

56

37

72

46

34

52

44

45

18

4

データ通信業実態調査による。

(注)ネ ットワークにより各地域にサービスを提供 して

いる事業者数である。複数回答 ・回答企業数226

資料3-34顧 客数別分類 (60年12月 現 在)

＼
企 業 数
(N=226)

構 成 比
(%)

10

社未満

45

19.9

10～50

〃

49

21。7

50～100

〃

31

13.7

100～200

〃

29

12.8

200

社 以上

28

12.4

無回答

44

19.5

データ通信業実態調査による

(注)情 報通信部門の顧各数である。



資料3-35業 種別顧客数

1電 気 通 信 事 業 一353-

(60年12月 現 在)

対 象 業 種

業

業

業

業

業

業

業

業

業

務

人

他

造

産

産

険

庫

蝋

甑

製

水

動

保

売

倉

距

信

歩

の

・

不

・

・

ガ

・

業

林

設

融

棚

輸

知

碗

鉱

農

建

金

卸

運

電

通

そ

公

個

そ

顧 客 数

5,751

2,259

2,175

286

669

1go

1,273

620

1,137

3,575

1,009

392

データ通信業実態調査による。

(注)情 報通信部門の顧客数総計である。回答企業数226

資料3-36電 気通信役務別分類 (60年6月 末現在)

役 務

企 業 数

音声伝送

31

画像伝送

32

データ伝送

218

複 合

24

計

305

(注)特 別第二種電気通信事業者(9社)及 び一般第二種電気通信事業者(243社)

の役務である。
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㈲ 電気通信に関する資格制度

資料3-37昭 和60年度第1回 電気通信主任技術者試験の実施結果

(昭和60年7月14日 実施)

区 分

第一種伝送交換
主任技術者

第二種伝送交換
主任技術者

線路主任技術者

合 計

試験申請者数

5,253

1,860

1,888

9,001

試験受験者数

5,086

1,748

1,838

8,672

合格者数
(注1)

1,623
(32%)

222
(13%)

403
(22%)

2,248
(26%)

科 目合格者数(注
2)

3,358
(66%)

1,335
(76%)

1,360
(74%)

6,053
(70%)

資料3-38 昭和60年 度第2回 電気通信主任技術者試験の実施結果

(昭和60年12月8日 実施)

区 分

第一種伝送交換
主任技術者

第二種伝送交換
主任術技者

線路主任技術者

合 十
二
=
口

試験申請者数

10,029

2,238

4,015

16,282

試験受験者数

8,748

1,923

3,525

14,196

合格者数
(注1)

2,241
(26%)

545
(28%)

778
(22%)

3,564
(25%)

科目合格者数(注
2)

6,081
(70%)

1,064
(55%)

2,646
(75%)

9,791
(69%)

(注)1.4科 目の試験科 目すべてに合格 し,電 気通信主任技術者資格者証の交付

を受けることができる受験者

(注)2.試 験 科目は,「 電気通信システム」,「専門的能力」,「伝送交換設 備(又

は線路設備)及 び設備管理」及び 「法規」の4科 目であるが,そ のうち1

～3科 目に合格 した受験者



1電 気通信事業 一355一

資料3-39昭 和60年 度第1回 工事担任者試験の実施結果

(昭和60年9月10日 からIl月9日 までに実施)(単 位:人)

資格の区分

アナログ第1種

アナコグ第2種

アナログ第3種

デジタル第1種

デジタル第2種

合 計

試験申請者数

16,362

76,835

47,914

13,268

1,812

156,191

試験受験者数

14,842

68,780

38,155

11,757

1,580

135,ll4

合格老数
(注1)

6,602
(44%)

31,554
(46%)

13,394
(35%)

4,070
(35%)

829
(52%)

56,449
(42%)

(参考)
科 目合格者数
(注2)

2,395
(16%)

12,2Q8
(L8%)

17,647
(46%)

3,091
(26%)

3Ql
(19%)

35,642
(26%)

(注)1.試 験科目は,い ずれの資格も 「電気電信技術の基礎」,「端末設備の接続

のための技術」,「端末設備の接続に関する法規」の3科 目であるが,す べ

ての試験科 目に合格し,工 事担任者資格証の交付を受けることができる受

験者

(注)2.1科 目又は2科 目に合格した受験者
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資料3-40昭 和60年 度第2回 エ事担任者試験の実施結果

(昭和61年2月13日 か ら3月27日 までに実施)(単 位:人)

資格の区分

アナログ第1種

アナログ第2種

アナログ第3種

デジタル第1種

デジタル第2種

合 計

試験申請者数

14,753

50,629

27,912

12,564

2,003

107,861

試験受験者数

13,128

44,705

23,152

10,944

工,686

93,615

合格者数
(注1)

5,564
(42%)

18,367
(41%)

6,646
(29%)

3,464
(32%)

617
(37%)

34,658
(37%)

(参考)
科 目合格者数(
注2)

2,104
(16%)

5,282
(12%)

7,087
(31%)

2,376
(22%)

467
(28%)

17,316
(18%)

(注)1.試 験科目は,い ずれの資格も 「電気電信技術の基礎」,「端末設備の接続

のための技術」,「端末設備の接続に関する法規」の3科 目であるが,す べ

ての試験科目に合格し,工 事担任者資格証の交付を受けることができる受

験者

(注)2.1科 目又は2科 目に合格した受験者
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(4)有 線放送電話事業

有線放送電話は,放 送と通話の二つの機能を兼ね備えたメデ ィアであり,

農林漁業地域において簡易な広報連絡手段として利用されている。

ア.有 線放送電話設備の状況

(ア)施 設数及び端末設備数

資料3-41有 線放送電話施設数及び端末設備数の推移

＼ 区 別＼＼
、～

　

年度末 』＼

5

6

7

8

9

0

FD

FD

5

じ0

5

6

施 設 数

816

776

733

705

683

658

各年度中増減(△)の 内訳

新設数 廃止数 増減(△)数

2

2

1

4

4

5

6

2

4

2

6

0

5

4

4

3

2

3

△54

△40

△43

△28

△22

△25

端末設備数

1,723,270

1,672,148

1,596,474

1,554,683

1,528,000

1,478,316



一358一 第3電 気 通 信

資料3-42都 道府県別有線放送電話施設数及び端末設備数

(60年度 末現在)

都道府県 陣 緻 端末設鰍i都 道府県 陣 設釧 端末設備数

北 海 道

青

岩

宮

秋

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

神

山

新

長

富

石

福

岐

静

愛

5

2

6

2

2

9

6

2

9

3

7

4

6

9

3

7

2

フ

5

8

8

2

6

4

1

1

1

1

2

1

1

1

2

7

1

3

2

2

Q
〆

5

1

7

0

2

FD

2

3

⑤

a

L
,
4

FD

9

2

6

PD

8

7

8

3

7

4

4

∠
1

2

3

3

1

2

2

02242

9

2

8

8

6

Q
ノ

!O

O

/0

8

ハO

Q
/

F◎

3

6

9

1

4

2

2

2

1

5

8

2

0

8

4

1

3

10

!O

L
.

耽

7
り

乳

1

1

1

3

4

3

0

ドD

5

7
'

7

3

0

8

7

7

9

3

8

FD

3

1

2

9

8

4
.

0

6

9

2

5

9

0

8

9

6

0

7

8

4

0

7

4
.

賀

都

阪

庫

良

山

取

根

山

島

口

島

川

媛

知

岡

賀

崎

本

分

崎

島

縄

歌

児

滋

京

大

兵

奈

和

鳥

島

岡

広

山

徳

香

愛

高

福

佐

長

熊

大

宮

鹿

沖

合 計

5

3

1

2

6

8

2

1

6

5

1

3

9

6

7

2

1

3

1

2

1

1

3

2

1

1

7

1

2

9

3

0

5

2

658

6

1

2

9

1

3

8

4
.

5

7

3

4

つり

4

!◎

7

1

7
`

∩
)

3

2

2

3

7

6

23

　D

8

2

3

0

7

4

4

R
U

6

8

7

7

8

7

5

6

2

3

5845

3

8

2

6

4

7

9

4
.

FO

3

3

FO

O

5

3

2

4

6

3

1

2

2

3

7

0

3

4
.

7

Q
1

1

4

7
'

ハ4

L
,

亀

亀

923

0

2

9

ごD

8

7

2

9

4

1,478,316
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(イ)施 設の規模

資料3-43有 線放送電話の規模別状況

(60年度末現在)

端 末 設 備 数

1,000個 未 満

1,000～2,000個 未 満

2,000～3,000個 未 満

3,000～4,000個 未 満

4,QOO～5,000個 未 満

5,000個 以 上

合 計

施 設 数

127

250

144

65

31

41

658

構 成 比(%)

19,3

38.0

21.9

9.9

4。7

6.2

100.0

(ウ)運 営主体

資料3-44有 線放送電話の運営主体別状況

(60年度末現在)

運 営 主 体

農 林 漁 業 団 体

地 方 公 共 団 体

市町村と農協等の共同経営体

公 益 法 人

合 十
二
=
ロ

施 設 数

477

134

27

20

658

構成比(%)

72.5

20.4

4,1

3.0

100.O

←)NTTと の 接続施設

NTTと 接 続通話契約を締結 している施設は,

75,端 末 設備数で16万5,605個 で ある。

60年 度末において施設数で
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イ.有 線放送電話の利用状況

(ア)利 用 者 数

資料3-45有 線放送電話の利用者数の推移

(単位:万 人)

談 末
利用 者 数

55

166

56

161

57

153

58

149

59

146

60

141

(イ)利 用 料

資料3-46 有線放送電話の利用料の状況

(60年 度)

利 用 料(月 額)

400円 未 満

400～600円 未 満

600～800円 未 満

800～1,000円 未 満

1,000円 以 上

合 計

施 設 数

43

101

230

138

146

658

構成比(%)

6.5

15.3

35.0

21.0

22.2

100.0
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㈲ 事業経営状況

ア.NTT

(ア)収 支 状 況

資料3-47NTTの 収支状況

(単位:億 円)

%構成比

5

3

7

9

0

2

4

1

1

2

0

0

4

3

0

1

3

3

8

度年

額金

42,337

145

380

2,514

1,532

103

702

1,597

1.601

入
入
入
入
入
入
入
入
益

収
収
収
収
収

収
収
収
収
離

轟

藍
鐸

難

 
電
電
電
専
デ
デ
無
そ
附

99.250,914

0.8426

合 計

業 外 収 益

 

営

業

収

益

営

100.051,340

 

計合

収

益

5

6

3

2

2

7

4

0

7

9

9

9

7

5

8

1

0

3

2

3

1

3

4,563

4,622

8,331

2,490

3,955

809
4,640

1,456
1,322

1.877

費
費
費
費
費
費
費
費
課
用

全

甕

脳
公
穎

業
用
信
通
理
研
償
産

営

設
燕

 
営
運
施
共
管
試
減
固
租
附

91。544,070

 

計合

営

業

費

用

8.54,108

100.048,179

3,161

3,161

1,755

営 業 外 費 用

合 計

経 常 利 益

税 引 前 当 期 利 益

法人 税 及び住民税

 

費

用

1,406

 

益利期当

(注)単 位未満は,切 り捨ててある。
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(イ)財 務 状 況

資料3-48NTTの 財務状況

(単位:億 円)

区 別

年 度

資

産

の

部

負
債
及
び
資
本
の
部

固 定 資 産

(有 形 固定 資産)

流 動 資 産

繰 延 資 産

合 十
畳
曽ロ

負

債

資

本

固 定負 債

流 動負 債

合 計

資 本 金

法定準備金

剰 余 金

合 十
二
=
ロ

合 計

60年 度開始

金 額 構成比(%)

102,017

(98,910)

5,232

649

107,899

62,367

12,271

74,638

7,800

25,460

33,260

107,899

94.5

(91.7)

4.9

0.6

100.O

57.8

11.4

69.2

7.2

23,6

30.8

100,0

60年 度末

金 額 構成比(%)

99,981

(96,720)

8,731

552

IO9,265

59,776

14,821

74,597

7,800

25,460

1,406

34,667

109,265

91.5

(88.5)

8.0

0.5

100.0

54.7

13.6

68,3

7.1

23.3

1,3

31.7

100.0

増減(△)

率(%)

△2.0

△2.2

66.9

△15 ,0

1.3

△4 .2

20.8

△0.1

4.2

1.3

(注)1,()内 は,再 掲 で あ る。

2.単 位 未 満 は,切 り捨 てて あ る。
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イ.KDD

(ア)収 支 状 況

資料3-49KDDの 収支状況

(単位:百 万円)

響
へ

∴
収

入

支

出

営

業

収

入

電 話 収 入

テレックス収入

電 報 収 入

専用 回線 収 入

その 他 の収 入

小 十
二
=
口

営 業 外 収 益
特 別 利 益

合 十
一言

口

営

業

費

用

労 務 費

減 価 償 却 費

NTT支 払費

その他の費用

、4 計

営 業 外 費 用
特 別 損 失

法 人税 等引 当額

合 計

収 支 差 額

59

金 額 構成比(%)

130,883

54,657

7,264

7,742

11,394

211,942

5,320

217,262

56,722

30,224

27,967

55,637

170,550

3,251

23,032

196,834

60.2

25.2

3.3

3.6

5.2

97.5

2.5

100.0

28.8

15.4

14.2

28。3

86.7

1.6

11.7

100.0

20,428

60

金 額 構成比(%)

142,327

46,426

6,480

9,720

11,112

216,066

6,932

222,999

59,906

35,226

33,561

56,782

!85,475

3,863

16,504

205,842

63.8

20.8

2。9

4.4

5。0

96.9

3。1

100.O

29.1

17.1

16.3

27.6

90.1

1.9

8.0

100.0

17,155

増減(△)
率(%)

8.7

凸15.1

凸10.8

25.5

△2 .5

1.9

30.3

2.6

5.6

16.5

20。0

2,1

8.8

18.8

△28.3

4.6

凸16.0



一364一 第3電 気 通 信

(イ)財 務 状 況

資料3-50KDDの 財務状況

(単位:百 万円)

年 度 末

区 別

59 60
増減(△)

金 劉 構成比(%) 金 額 隊 比(%)率(%)

流 動 資 産109,857

固
定
資
産

資

産

の

部

負
債
及
び
資
本
の
部

有形固定資産

無形固定資産

投 資 等

202,878

25,739

22,174

、4 計250,792

合 計360,649

負

債

資

本

流 動 負 債65,710

固 定 負 債82,054

合 計147,765

資 本 金

法 定 準 備 金

剰 余 金

33,920

16,700

162,263

合 計212,884

合 計360,649

30.593,751

56.3

7.1

6。1

216,949

29,824

23,964

69.5270,738

100.0364,489

18.255,188

22.881,995

41.Ol37,183

9.4

4.6

45.0

33,922

16,968

176,415

59.0227,306

100.0364,489

25.7△14.7

59.56.9

8.215。9

6.68。1

74.3 8.0

100.O 1.1

15.1△16.0

22.5△0.1

37.6△7,2

9.3

4,7

48.4

0.O

L6

8.7

62。4 6。8

lOO。O 1.1
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ウ.有 線放送電話事業

資料3-51有 線放送電話事業の収支状況

(単位:百 万円)

区 別

年 度

収

入

支

出

事

業

収

入

料

料
料

料

数
数

本

度
手

送

話
続

基

通
接

放

入収の他のぞ

小 計

事 業 外 収 入

合 計

事

業

支

出

人 件 費

物 件 費

減 価 償 却 貿

その他 の支出

小 計

事 業 外 支 出

合 計

収 支 差 額

59

金 額 構成比(%)

13,966

124

682

2,599

17,371

2,065

19,436

9,236

6,280

1,631

532

17,679

1,042

18,721

71.9

0.6

3。5

17.4

89.4

lO.6

100.0

49.3

33.5

8.7

2,8

94.4

5.6

100.O

715

60

金 額 構成比(%)

13,936

113

650

1,991

16,690

2,036

18,726

9,047

5,833

1,424

696

正7,000

1,156

18,156

74.4

0.6

3.5

10.6

89.1

10.9

100.0

49.8

32.1

7.9

3.8

93.6

6.4

100.0

570

増減(△)
率(%)

△0。2

△8 .9

△4.7

△23.4

凸4.O

凸1 .4

凸3.7

△2.0

凸7.1

△12.7

30.8

凸3 。8

10.9

△3。0

△20.3

(注)1。59年 度 は,59年12月 か ら60年3月 まで の 間 に 事業 年 度 が終 了 した677施

設 の 合 計 で あ る。

2.60年 度は,60年12月 か ら61年3月 まで の 間 に 事業 年 度 が終 了 した651施

設 の 合 計 で あ る。
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2自 営電気通信

(1)無 線通信の現況

ア.無 線通信の種類

名 称 概 要

固
定

通

信

移

動

通

信

航
空
移
動

通
信

海

上

移

動

通

信

陸
上
移
動
通
信

固定地点間の無線通信は,企 業の合理化又は業務の省力化の手段とし
て利用されており,主 としてマイクロウェーブ回線によるほか,短 波回

線,VHF回 線等によって,全 国的又は局地的ネットワークが構成 され
ている。
また,災 害時における通信の確保に万全を期すため,重 要通信回線に
ついては,多 ルー ト化するなど施設面で各種の対策が進められている。

航空移動通信は,航 空交通管制通信,運 航管理通信及びその他の通信
に大別される。

航空交通管制通信は,航 空機の安全かつ秩序ある航行を 確保 す るた
め,国 が開設する航空交通管制用航空局と航空機局の間で行 わ れ て い
る。
運航管理通信は,航 空事業者が航空機の運航 ・整備その他航空機の搭

乗者に関する一般事務等に関し,航 空機の能率的運航を図るため,航 空
事業者が開設する航空局と航空機局との間で行われている。
このほか,国 の機関や報道事業者等も航空機を運航してお り,そ れぞ
れの業務に必要な通信を行っている。

海上移動通信は,船 舶局と陸上の海岸局との間及び船舶局相互間で行
われるものであり,人 命 ・財貨の保全,事 業の運営及び港湾出入管理用
に大別される。
人命 ・財貨の保全を図るための通信は,海 岸局及び船舶局に遭難周波

数の聴守を義務付け,遭 難等の非常事態の際は遭難周波数で通報すると
いうシステムにより成立っている。遭難通報等を受信した海岸局及び船
舶局は,即 時に遭難通信の取扱い等救助に必要な措置をとることとなっ
ている。
なお,rI979年 の海上における捜索及び救助に関する国際条約」(SA
R条 約)が60年6月 から発効したことなどにより,国 際的な捜索救助体

制が確立されつつある。
事業運営のための通信は,一 般海岸局を経由しての電気通信業務の通
信によるほか,漁 業においては漁業用海岸局との間で,内 航海運業等に
おいては内航用海岸局又は船舶運航用専用海岸局との間で行 わ れ て い
る。
港湾出入管理のための通信は,交 通船舶量の多い主要港湾において,
海上保安庁又は港湾管理者により国際VHF無 線電話等を用いて行われ
ている。

陸上移動通信は,事 業所と自動車その他陸上を移動する移動体 との間
の通信,あ るいは移動体相互の通信手段として広い分野において使用さ

れている。

陸上移動通信には,VHF帯 又はUHF帯 の電波が使用され て い るが
,そ の需要は急速に増加していることから,郵 政省では,周 波数のよ
り一層の効率的利用を図るための方策としてマルチ ・チャンネル ・アク
セスシステム(MCAシ ステム)の 導入,通 信路間隔の縮小(ナ ロー化)
の推進等諸施策を講 じている。



資料3-52
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船舶に開設された海上移動業務用無線局等の数

区 別 59年 度末 60年 度末 増減(△)率

船 商 船

電 信

電信 ・電話併設

電 話

159局155局

1,3781,358

4,3034,279

凸2 .5%

△L5

△O.6

小 計 5,8405,792 △0.8

舶

漁

電 信

電信 ・電話併設
船 電 話

370

2,217

14,415

局 小 十
二
=
ロ 17,002

305

2,187

15,014

△17 .6

凸1 .4

4.2

17,506 3.0

1ワ ッ ト以 下 の もの(電 話) 59,624 61,617 3.3

無 線 航 行 移 動 局

遭 難 自 動 通 報 局

船 上 通 信 局

船 舶 地 球 局

合 計

4,655

1,120

2,165

356

90,762

4,893

996

2,250

450

93,504

5.1

△11.0

3.9

26.4

2.9

資料3-53我 が国における遭難周波数及び聴守業務を有する船舶局

区 別

無 線 電 信

無 線 電 話

遭難周波数

500kHz

2,091kHz

2,182kHz

27,524kHz

156.8MHz

主たる対象船舶局

外航の義務無線電信局

漁船の義務無線電信局

義務無線電話局,外 航の義
務無線電信局,漁 船の無線電話局

小型漁船の無線電話局

内航の義務無線電話局外
航の義務船舶局

備 考

国際遭難周波数

赤道以北第三地
域の安全周波数

国際遭難周波数

目本独自のもの

国際遭難周波数
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局線資料3-54無

船

上

通

信

局

遭
難
自
動
通
報
局

船

舶

局

陸
上
移
動
中
継
局

無

線

呼

出

局

携

帯

基

地

局

基

地

局

航

空

局

海

岸

局

放

送

試

験

局

放

送

局

航

空

固

定

局

固

定

局

合

計

無
線
局
の
種
類
年
度
末

235

652

734

1,016

1,403

1,575

2,048

2,112

2,165

2,250

3,613

3,063

2,482

2,296

2,172

1,891

1,691

1,486

1β05

1,120

996

12

14

50,725

53,847

57,767

63,936

69,248

73,084

74,858

77,091

79β00

82,466

84,915

904

1,049

1,212

1,362

1,732

1,780

1,770

1,959

2,173

2,439

2,622

1,592

1,607

1,683

1,869

2,019

2,133

2,245

2,281

2,356

2,416

2,422

23,158

24,665

27,226

29,511

31,700

34,088

35,553

38,322

41,167

44,859

47,899

 

32

77

05

62

32

82

34

57

06

25

60

5

5

6

6

7

7

8

8

9

9

9

1

1

1

1

1

1

1

1

1

7

6

1,156

1,173

1,192

1,314

1,339

1,338

1,351

1,388

1,417

1,447

1,438

52

53

51

51

52

49

49

37

36

36

36

7,523

8,276

9,177

10,195

11,146

12,052

12,816

15,590

19,466

20,470

24,201

20,081

21,626

22,921

25,185

27,230

29,243

31,201

132
,876

34,784

36,427

37,764

1,321,875 .

1,425,698

1,5工9,344

1,658,967

1,816,115

1,982,785

2,121,247

2,012,822

2,686,664

3,303,783

3,814,481

 

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60
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2

移推の数

特
別
業
務

の
局

標
準
周
波
数
局

気

象

援

助

局

簡

易

無

線

局

ア

マ

チ

ュ

ア
局

実
用
化
試
験
局

実

験

局

非

常

局

人

工

衛

星

局

宇

宙

局

船

舶

地

球

局

地

球

局

無

線

測

位

局

携

帯

局

陸

上

移

動

局

航

空

機

局

15

17

22

25

24

28

32

37

42

46

72

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

09

07

70

76

79

99

27

02

92

18

10

7

7

6

6

6

7

8

7

6

7

7

480,966

522,734

556,426

597,723

646,403

699,441

732,561

536,847

1,Il5,061

1,597,631

1,872,343

7

3

14

8

6

7

4

1

9

0

320,304

341,018

364,091

399,915

442,105

485,530

523,021

550,338

574,581

596,953

703,204

828

1,87

2,96

3,88

2,87

1,54

1,85

17,49

1,860

1,901

1,484

1,844

1,879

2,063

2,364

2,661

2,688

2,728

2,742

鵬

融

旧

囎

悩

6。

60

60

60

60

60

[

[

46

48

一

一

一

一

1

35

一

〇

一

一

 固

脱

獅

働

姻

2

2

2

2

3

3

7

m

η

卯

隅

28,515

31,786

20,815

24,588

29,235

33,211

35,995

24,973

28,148

30,755

33,397

21,124

21,397

22,266

23,391

24,417

26,766

28,561

29,727

30,700

31,722

32,261

357,752

388,655

427,262

471,473

519,578

572,654

628,425

688,966

746,216

1844,424

944,439

1,148

1,146

1,164

1,226

1,392

1,419

1,431

1,507

1,539

1,598

1,627
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(イ)利 用分野別無線局数

野分用資料3-55利

遭
難
自
動
通
報
局

船

舶

局

陸
上
移
動
中
継
局

無

線

呼

出

局

携

帯

基

地

局

基

地

局

航

空

局

海

岸

局

放

送

試

験

局

放

送

局

航

空

固

定

局

固

定

局

合

計

無線局
の種類

利用
野分

言十3,814,48137,7643624,201 ・「1,43896・47,8992,4222,6221484,915996
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00

0
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0
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0

0
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1
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2
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」ー男 無 線 局 数 (60年度末現在)

船

上

通

信

局

2,250

0
0

4

0

0

3

0

0

0

∩
》
0

2,015
0

0

0

0

0

6

0

0

0
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0

0
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∩
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0

0

0

o

0
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0
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0
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0

0
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0
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O

O

O

O
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1

0

∩
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0

0
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∩
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1

4

O

O

O
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o

0
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上

移

動

局

944,439

0

231

149,351

371,156

1,462
2,011

6,196

工,943

107

10,118

29,506

7,493

1,172

1,978
11,971

35,198

666

3,705

88,021
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4,052
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516

316

11,794
34,666

104

7,950

26

69,797

o

123

携
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② 有線電気通信の現況

ア.設 備 の状況

資料3-56 有線電気通信設備数の推移

一 」55 56 57 58 59 60

有線テレビジョソ放送設備

有 線 ラ ジ オ 放 送 設 備
一般の有線電気 通 信 設 備

27,789

7,792

30,634

8,342

33,59735,733

8,5919,183

37,736

9,440

40,391

9,716

12,067

合 十
二
二
口 一

」
-

一62
,174

(注)60年4月1日 に有線電気通信法が改正され,従 来許可が必要であった設備の

共同設置,相 互接続及び他人使用が届出制に改められた。

イ.使 用 の状況

資料3-57 使用状況別設備数の推移試
置

続

用

設

接

使

同

互

人

共

相

他

55

9,378

19

415

56

9,488

17

464

57

9,585

18

501

58

9,673

19

532

59

9,818

21

581

60

9,817

22

577
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ウ.事 業別 の利用状況

資料3-58使 用状況別事業別設備数

(60年度 末現在)

鉄 道

使用の状況 国 釧 私鉄

共 同 設 置3,817

相 互 接 続 7

他 人 使 用 17

227

7

53

軌

道

0

0

0

電 気

5,337

2

2

鉱

業

9

3

8

警

察

0

o

1

運

輸

7

1

建

設

3

0

22

誌 農林漁業
ガス ・ 卸 ・小

水 道 売
サービス そ の 他

共 同 設 置 30 10 1 1 54

相 互 接 続 0 0 0 0 2

他 人 使 用 221 0 0 6 265

製

造

321

0

0

合 計

9,817

22

577
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⑧ 自営電気通信の分野別利用状況

ア.警 察 用

名称1 概 要

固

定

通

信

移

動

通

信

提
供
用
通
信

交
通
情
報

通
信

国
際
警
察

そ

の

他

全国の警察機関相互間を結ぶ警察事務用電話回線網は,警 察庁一管区警

察局一都道府県警察本部(北 海道における方面本部を含む。以下同じ。)間

の幹線系マイクロウェーブ回線及び都道府県警察本部一警察署一派出所 ・

駐在所間の専用回線(電 気通信事業者線)に より構成 されている。

災害時における通信の確保に万全を期すため,重 要通信回線については

2ル ー ト化が図られているほか,58年6月 か らはCS-2を 利用した衛星

通信回線が使用されている。

移動通信系は,110番 へ の急訴によって事件現場へ急行するパ トロール

カー通信を主体として構成されている。移動通信用機器としては,こ のほ

か,事 件現場の前進指揮所 とな る移動多重無線電話,各 種携帯用無線電

話,受 令機,秘 匿性の確保と高速画像伝送が可能なディジタル通信方式の

機器,ヘ リコプタ等に搭載される無線テレビジョン等が使用されている。

警察庁では,道 路交通に関する情報を ドライバーに提供 して交通流を適

切に誘導するため,現 用のカーラジオを通じて,経 路選択が可能な特定区

間を走行する車両の ドライバーに道路交通情報を提供する路側通信 システ

ムの運用を58年12月 に開始し,現 在東京都内4か 所において運用 してい

る。

警察庁では,国 際間の犯罪情報の交換を迅速に行 うため,各 国刑事警察

の相互協力を目的として設立された国際刑事警察機構(ICPO)専 用通信網

に加入し,東 南アジアの地域中央局として,パ リの事務総局をはじめ同通

信網に加入している東南アジア地域の各局 と短波通信を行っている。

警察事務用電話は,全 国の警察機関の間を結ぶ専用の通信システムであ

り,警 察活動の円滑な運営を支える重要な情報連絡手段である。このため,

警察庁では電話交換機の機能の高度化,良 好な通話品質の確保,電 話回線

網の増強を推進している。



イ,航 空保安用

⑦ 航空交通管制業務用通信

2自 営電気通信 一375一

航空交通管制業務用通信は,航 行中の航空機の衝突を防止 し,航 空交通の

秩序正しい流れを保つために行われる通信であり,直 接管制を行 う移動業務

用と管制機関相互間に設定された固定業務用の無線電話に大別される。

区別1概 要 国 内 用 国際(又 は洋上)用

移

動

業

務

用

固

定

業

務

用

地上の管制機関が航行中

の航空機に対し,航 空機相

互間の安全問隔の設定,離

着陸及び進入降下の指示,

レーダーによる誘導等を行

うもの。

管制機関が自己の管制空

域を飛行する航空機の管制

を,隣 接する次の管制空域

の管制機関へ 移管 す るた

め,隣 接管制区管制機関と

の間で行うもの。

東京,福 岡,札

幌及び那覇の各航

空交通管制部並び

に各空港の管制機

関に設定。

東京,福 岡,札

幌及び那覇の管制

機関相 互 間 に 設

定。

新東京国際空港及び那覇

空港の各管制機関に設定。

東 京 とア ンカ レ ッジ,ホ

ノ ル ル 及 び大 邸 の間,福 岡

と大 邸 の間,札 幌 と ハバ ロ

フス クの聞,那 覇 と台 北,

ホ ノル ル,大 邸,マ ニ ラ及

び上 海 の間 に設 定 。
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(イ)飛 行情報業務用通信

飛行情報業務用通信は,航 行の過程において必要な気象情報,航 空保安施

設の運用状況等を得るためのものであ り,飛 行場及び航空路情報提供用通信

がある。また,こ れらの飛行情報は,他 の必要な通報 とともに固定電信網に

より各空港及び管制部に送られている。

A飛 行場情報提供用通信及び航空路情報提供用通信

区別

(A
T
I
S
)

提
供
用
通
信

飛
行
場
情
報

(A
E
I
S
)

提

供
用
通
信

航
空
路
情
報

概 要

航空機が特定の空港で離着陸する際に必

要な風速,風 向,視 程,飛 行場の状態,航

空保安施設の運用状況,使 用滑走路の情報

等を連続 して提供するもの。

飛行場周辺以外の空域を飛行するすぺて

の航空機に対して気象情報等航行の安全に

必要な情報を提供するもので,航 空機の機

長から通報を受け,情 報を提供する対空送

受信を行うもの及び連続的に情報の提供の

みを行う対空送信を行うものがある.

施 設 数
無線局の種別

59鞭 末【・・犠 末

特別業務の局 10 12

特別業務の局(対空
送 信)

6 6

航 空 局
(対空送受信)

19 22
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B航 空固定電信網

概 要 国 内 網 国 際 網

航空機が航行の安全上,飛 行
前にあらかじめ取得 してお く必
要のある飛行経路上及び目的空
港に関する情報並びに管制機関
が航空管制上必要な情報を交換
するために行う固定地点間の電
気通信網。

各空港及び管制
部を接続する国内
テレタイプ通信網
を設定。

航 空 固 定 電 気 通 信 網(AF
TN回 線)と 呼 ば れ,東 京 と
モ ス ク ワ,ハ バ ロフ ス ク,カ

ンサ ス シテ ィ,香 港,ソ ウル

及 び北 京 の間,那 覇 と北 京 の

間 に設 定 。

㈲ 航空無線航行用通信

航空機は,パ イロットの目視によるほか,地 上の航空保安無線施設及び機

上の無線航行装置を利用することにより自機の針路,位 置,速 度,高 度等を

確認 し,安 全航行を行 っている。また,地 上では,航 空管制を行 うため レー

ダーにより航空機の種類,位 置,高 度等を確認している。

ウ.海 上保安用

⑦ 海難救助及び航行の安全等に関する通信

海上保安庁では,全 国の海岸局及び行動中の巡視船艇の船舶局において,

中波帯,中 短波帯等の遭難周波数を常時聴守 しており,遭 難信号等が受信さ

れたときは,直 ちに海難救助に当たる体制を とっている。

また,SAR条 約の発効に伴い船舶の動静を把握し,遭 難時におけ る捜索

救助活動を容易にするための船位通報制度を,60年10月 から発足させ,遠 距

離海域の船舶との通信を行 うため短波海岸局を新設した。

さらに,海 上交通安全法に基づ く巨大船等の航行管制のための通信,港 則

法等に基づ く入出港,検 疫等に関する通信等を行 うとともに,NAVAREA

XI航行警報,日 本航行警報等の各種航行警報の 送信を 行 うほか,海 上の気

象 海象等の予報及び警報を全国の主要海岸局等から船舶へ送信するととも

に,無 線方位信号所(無 線標識局,特 別業務の局等)等 から局地的な気象 ・

海象の通報を行い,航 行船舶の安全に役立てている。

同庁では以上のような海上保安通信体制の充実強化及び施設の近代化を図

るため,海 岸局等の統合再編成及び固定回線網の拡充を順次進め る こ と と

し,59年 度から北海道東部地区の整備を行っている。
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このほか,海 象観測を実施するために洋上に設置 した各種の海象観測装置

からの情報の伝達手段 として,中 波 ・超短波帯の電波を利用 している。

(イ)航 行援助等に関する通信

海上保安庁では,電 波を利用 した各種の航行援助施設を設置 し,船 舶交通

の安全に寄与している。特に,デ ッカについては,60年 度から,北 陸デ ッカ

チェーンの運用が開始されたことにより,南 西諸島及び小笠原諸島を除 く我

が国周辺海域をカバーするに至った。

また,東 京湾内においては,観 音埼等に設置された レーダーと本牧等の港

内に設置されたITVを 用いて船舶の動静を把握し,こ れら海域を航行する

船舶に対 して国際海上VHF無 線電話及び中短波無線電話により海上交通に

関する情報の提供を行 うとともに,国 際海上VHF無 線電話により航行管制

を行 っている。瀬戸内海地区でも同様な業務を行 うため,無 線施設の整備を

進めている。
資料3-59航 行援助用無線局施設状況(単 位:局)

区 別 方 式 59鞭 末1・・鞭 末

無線航行陸上局

無 線 標 識 局

ン

ン
カ

ガ

コ

【

【ビ
ダ

ラ

ッ
メ

【ダ

一

[

ロ
デ

オ

レ

レ

中 波 ビ ー コ ン
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エ.気 象 用

名捌 概 要

観

測

用

通

信

気象観測機器は,単 に観測機能のみに とどまらず通信機能 と一体 となっ

た構造 となっており,デ ータはすべて自動送信されている。

ラジオロボットは,雨 量,風,霧,潮 汐,波 浪等の観測に,ラ ジオゾン

デは高層大気の気圧,気 温,湿 度等の観測に・レーウィンは高層の風速,

風向の観測に,レ ーダーは台風 前線,雨 域等の観灘 こ,海 洋気象ブイロ

ボットは気象 ・海象の自動観測にそれぞれ使用されている。
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名称 概 要

気
象
通
報
用
通
信

静
止
気
象
衛
星

災
害
対
策

気
象
資
料
伝
送
網
の
整
備

気象通報用通信は,気 象予報,警 報,実 況報,解 析報,天 気図等全国か

ら収集されたデータに基づいて作成される情報を伝えるものであり,主 と

して短波帯の特別業務の局から,毎 日一定時に電信 ・電話あるいは ファク

シミリ等によって国内外の気象官署,航 行中の船舶,航 空機等に対 して伝

送されている。

静止気象衛星は,同 衛星に関する技術の開発に資するとともに,世 界気

象機関(WMO)が 推進する世界気象監視計画(WWW)の 全球観測 シス

テム(GOS)の 整 備の一環として我が国及び関係地域各国の気象業務の

改善に資するものであり,西 太平洋,ア ジア及びオセアニア地域における

雲画像の取得 ・配布,気 象データの収集,配 布等を目的 としている,

気象観測資料収集 ・連絡通信用専用回線(電 気通信事業者線)の パ ック

アヅプ回線 として,VHF帯 による電話回線が使用されるほか,気 象庁本

庁 と主要官署 との間には,気 象業務維持と防災指定機関 としてその役割を

果たすため,短 波の電信回線が設定されている。

気象庁は,世 界気象監視計画(WWW)等 に基づ く業務を円滑に遂行す

るための気象通信システムとして,国 内はもとより全世界で観測される気

象資料の収集,処 理,配 信等を行 うC-ADESS(全 国中枢気象資料自動編

集中継装置)を,ま た,国 内5か 所にL-ADESS(地 方 中枢気象資料自動

編集中継装置)を 配置し,C-ADESSと 接続した気象資料伝送網を構成

している。

これらのほか,静 止気象衛星の円滑な活用を図る上から,57年 度以降,

国内各地に小規模利用局(受 信局)を 設置する整備計画を推進 している。

オ.防 災 用

(ア)水 防 ・道 路用通信

建設省では,河 川,ダ ム及び道路整備事務の円滑な遂行を 図 る た め,水

防 ・道路用無線局を開設 し,災 害の予防,応 急対策,復 旧,そ の他維持管理

等に関するデータの収集,状 況連絡,指 示等の情報伝達用 として活用してい

る 。
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名司 概 要

固

定

通

信

系

マイクロウェーブによる多重無線通信回線網は,建 設本省から各地方建

設局(8か 所),北 海道開発局及び沖縄総合事務局 に 至る一級回線,各 地

瀦 馨鷺峯繍 豪麓孟購 鷹瓢禦 鍛 議叢
されている。

また,洪 水予報,水 防警報,ダ ム管理等に必要な水位,雨 量情報等をテ

レメータ回線等により伝送,収 集するとともに,ダ ムの放流警報を通報す

るための回線としてVHF帯 に よる無線回線が整備されている。

なお,地 上のマイクロウェーブ回線の補完等を目的として,CS-2を 利

用した衛星通信回線が58年11月 か ら導入されている。

信

系

移
動
通

移動通信系は,河 刀L道 路における危険箇所の早期発見,応 急措置又は

災害時における情報収集,伝 達を行うため,工 事事務所,出 張所等を基地

局として,VHF帯 又 はUHF帯 で通信網が構成されている。

(イ)中 央防災用通信

国土庁では,防 災対策の一環 として,平 素における災害関係事務の調整,

非常災害時における災害情報の収集,伝 達のため,防 災関係の指定行政機関

等(国 土庁,内 閣官房(総 理官邸)等30省 庁)及 び指定公共機関(日 本国有

鉄道,NTT等18機 関)相 互を多重無線回線で結ぶ固定系の中央防災無線

網の整備を53年度から進めてきた ところであるが,59年 度末をもって完成 し

た。

固定系の中央防災無線網のシステム構成は,国 土庁に設置 した自動交換機

を介して,各 関係機関に設置 した ファクシ ミリ及び電話機相互でダイヤル自

動即時通話が可能 となってお り,自 動交換機 と端末装置を結ぶ回線は,同 一

庁舎内等の近距離回線を有線 とするほかは,無 線化されている。

また,同 庁は機動性の高い防災無線網を確立すべ く今後は固定系に加え,

移動系の整備を図ることとしている。

㈲ 防災行政用通信

防災行政用無線には都道府県が開設するもの,政 令指定都市が開設するも

の及び市町村が開設するものがある。いずれも防災関係業務に利用するのみ
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ならず,平 常時には一般行政事務に利用することが認められている。

名称 概 要

都

道

府

県

防

災

行

政

用

無

線

防
災
行
政
用
無
線

政
令
指
定
都
市

市
町
村
防
災
行
政
用
無
線

都道府県防災行政用無線局は40都 道府県で運用中(一部運用中を含む。),

7府 県で計画中等となっており,一 般的には次の よ うな 構成となってい

る。

(a)防 災業務上必要な指示連絡を電話,フ ァクシミリ等により行 うため,

災害対策本部が設置される都道府県庁 と災害対策地方本部が設置される

機関,土 木事務所等の出先機関,市 町村及び気象台,放 送局,陸 上自衛

隊等の関係機関との間を結ぶ固定系無線

〔b)被 害状況等を直接把握するため,都 道府県庁,出 先機関と被害現場に

出動した車載用,携 帯用の無線機との間及びこれらの無線機相互間を結

ぶ移動系無線

{c)降 雨量等の観測データを伝送するため,水 位,雨 量等を監視する観測

所 とダム管理事務所等との間結ぶテレメータ系無線

政令指定都市防災行政用無線は,市 庁と市の出先機関(区 役所等),気

象台等関係機関との間を結ぶ固定系無線及び市庁と市の出先機関,市 内の

集落に設置された屋外スピーカ等を結ぶ同報通信方式の固定系無線,市 庁

又は市の出先機関と車載用,携 帯用の無線機との問及びこれら無線機相互

間を結ぶ移動系無線並びにテレメータ系無線で構成されている。

61年3月 末現在,2市 で運用中,4市 で予備免許中である。

市町村防災行政用無線局は,一 般的には固定系無線,移 動系無線及びテ

レメータ系無線で構成されている。固定系無線は,市 町村内の住民に対す

る災害情報等の周知徹底を図るため市庁,町 村役場 と市町村内の各集落に

ある出先機関,路 上の屋外スピーカ等を結び,災 害の予警報等の内容を知

らせる同報通信方式のものであり,移 動系無線,テ レメータ系無線の機能

は,都 道府県防災行政用無線とほぼ同様である。

なお,61年3月 末における整備状況は,2,082市 町村である。

←)消 防防災用通信

消防防災用無線は,国 と地方公共団体 との間 で地震予知情報等 の一斉伝

達,災 害報告,火 災速報等の消防情報の収集及び伝達を行 うためのものであ

る。

消防庁は,水 防 ・道路用無線 として建設 省が開設 した全国マイ クロウ占一

プ回線 の一部を共用 し,全 国47都 道 府県 との間に,そ れぞれ直通の消防防災

用 の通信 回線(電 話及び高速 ファクシ ミリ)を 設置 してい る。
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また,消 防庁では,上 記通信回線の多ルート化対策の一環 として59年 秋か

らCS-2を 利用 した衛星通信回線を導入 している。

㈹ 消防 ・救急用通信

地方公共団体は,消 防の常備化を進め,広 域化する消防 ・救急 ・救助活動

を円滑に遂行するため,消 防本部 と消防署等の間に専用回線(電 気通信事業

者線)に よる消防事務用電話を設置するとともに,消 防本部,消 防署等に基

地局,固 定局を,消 防車,救 急車,ヘ リコプタ等には陸上移動局又は携帯局

を開設している。

㈲ 防災相互通信用通信

防災相互通信用無線局は,石 油コンビナー ト,市 街地等で災害が発生 した

場合に災害現場で行政機関,公 共機関,地 方公共団体及び地域防災関係団体

の防災関係機関が協力して防災対策に必要な情報を迅速に交換し円滑な防災

活動を実施するためのもので,60年 末現在全国で1万329局 の無線局が運用

されており,す べて移動系である。

カ.航 空運送事業用

(ア)固 定通信系

定期航空運送事業者は,本 社,支 店,営 業所及び旅行代理店の各部門の端

末機 と計算機センターの大型コンピュータとを特定通信回線で結ぶデータ通

信システムを導入 し,座 席予約,運 航情報,フ ライ トプラン,気 象情報等の

各情報を伝送するほか,資 材管理,営 業統計の分析等に利用 している。

また,海 外の国際路線就航機の乗 り入れ地については,国 際電気通信回線

又はSITA(国 際航空通信協同体:Soci6t61nternationaledeT616commu-

nicationsA6ronautiques)の 回線を利用 して,テ レタイプ系を含め,デ ータ

通信網が構成されている。

(イ)移 動通信系
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名梱 概 要

運
航
管
理
通
信

航
空
運
送
事
業
用
の

務
用
通
信

事
業
等
の
業

航
空
機
使
用

陸
上
移
動
通
信

空
港
内
に
お
け
る

航空運送事業者は,国 内では自己の事業用としてそれぞれ航空局,航 空

機局を開設し,VHF帯 の周波数により運航管理通信を行っている。また,

国際間ではエアリンク社(米 国),ブ リティッシュエアウェイズ社(英 国)

及 びケーブルアンドワイヤレス社(香 港)の3社 の各局を介して短波帯の

周波数により行っている。

なお,新 東京国際空港及び那覇空港においては統合通信方式がとられて

おり,航 空運送事業者は,航 空局の免許を受けた電気通信事業者から通信

サービスを受けることにより運航管理通信を行っている。

警察庁,海 上保安庁等の国の機関は治安維持,捜 索救難等 を 目的 と し

て,ま た,各 種の航空機使用事業者等は広告宣伝,農 薬散布,写 真撮影,

報道取材等を目的としてそれぞれ航空機を運航しており,い ずれも航空局

及び航空機局を開設し,業 務又は事業の遂行に必要な通信を行っている。

航空運送事業者や空港関係機関等は,航 空機の整備,駐 機場の管理,搭

乗者の誘導,積 載物の取扱いその他空港の管理運営等に関する通信を行 う

ことを目的として,管 理部門(主 として基地局)と 作業現場(移 動局)と

の間等で移動通信を行っている。

なお,新 東京国際空港,那 覇空港及び大阪国際空港(一 部)に おいては

統合通信方式がとられてお り,航 空運送事業者や空港関係機関は,基 地局

等の免許を受けた電気通信事業者から通信サービスを受けることにより移

動通信を行っている。

キ.海 上運送事業用

名称1 概 要

外

航

海

運

用

通

信

外航船舶は,一 般に,中 波電信,中 波電話,短 波電信,短 波電話の周波

数を使用した大電力の無線通信設備,世 界の主要港湾において使用されて

いるVHF無 線電話(国 際VHF)設 備のほか,レ ーダー,無 線方位測定

機,無 線船位測定機,フ ァクシミリ受信機等各種の無線設備を備え,航 行

の安全及び貨物の輸送 ・手配等に関する通信を内外の海岸局と行うととも

に,船 舶向けに送信されている気象,海 象その他航行の安全に必要な情報

を受信している。

L982年2月,国 際海事衛星機構(イ ンマルサ ヅト)条 約に基づ くインマ

ルサ ット・システムが運用を開始 し,ほ ぼ,全 海域をサービスエリアとし

て電話,テ レックス,デ ーテル(高 速度テレックスに画像通信機能を加え

たもの。)等 の電気通信業務の通信サービスが提供されて お り・短波通信

に比べ安定 した高品質の通信が確保されるようになった。
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名称 概 要

内
航
海
運
用
通
信

日本周辺海域を航行する内航船舶は,NTTが 提 供する沿岸無線電話に

より事業運営や乗組員のための通信を行 っているほか,海 運事業を能率的

に行うことを目的として専用の海運局を開設し,船 舶 との通信を行ってい

るものがある。

また,無 線設備の設置が強制される業務船舶局では,中 短波無線電話や

VHF無 線 電話等を設置し,航 行の安全のための通信を行っている。

ク.港 湾通信業務用

港湾通信業務はVHF帯 無線電話を用い,港 湾内又はその付近における船

舶の交通整理,び ょう地の指定,並 びに検疫に関する通信のほか,船 舶の移

動に不可欠な水先業務,ひ き船事業等を含む船舶の移動を安全かつ能率的に

遂行するために行われるものであ り,60年 度末現在,海 上保安庁の海岸局63

局のほか,港 湾管理老たる地方公共団体の開設する海岸局(ポ ー トラジオ)

19局がこの業務を行っている。

また,港 湾内における水先業務及びひき船事業に使用する船上通信局に対

しては,近 年の需要増に対処すべ く狭帯域化された設備の導入を図ることと

されている。

ケ.漁 業 用

漁業用通信は,僚 船相互間の情報交換については,漁 船に開設されている

無線局(船 舶局)を 介して行われ,ま た船主等に対する報告及び船主等から

の指示等については,陸 上に開設されている無線局(漁 業用海岸局)を 介し

て行われる。

(ア)船 舶 局

名称 概 要

沖
合
漁
業

沿
岸
漁
業
及
び

沿岸漁業に従事する小型漁船には,26MHz帯 及 び27MHz帯 の周波

数を使用する空中線電力1ワ ットのDSB(両 側波帯通信方式)の 無線設

備が主に設置 されている。この無線設備のみの船舶局数は・他の船舶局に

比して顕著な増加を続け,60年 度 末現在60,017局 に達 し,漁 船の船舶局総

数に占める比率は77%で ある。
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名称 概 要

び
沖
合
漁
業

沿
岸
漁
業
及

また,沿 岸あるいは沖合の漁場で,底 びき網,ま き網,さ んま棒受け網,

いかつ り等の漁業に従事する漁船には,中 短波帯,短 波帯及び26MHz帯 ・

27MHz帯 の周波数を使用 す るSSB(単 側波帯通信方式)の 無線電話設

備が設置されている。

母

船

式

漁

業

遠洋漁業の中 ・大型漁船には,中 波帯無線電信,中 短波帯の無線電信 ・

電話,短 波帯の無線電信 ・電話,26MHz帯 及び27MHz帯 の無線電話,

VHF帯 の無線電話等が設置されている。

母船式漁業における無線通信は,母 船と独航船 との間,独 航船相互間,

母船 と基地海岸局との間等で行われ,こ れら漁船の船舶局には,遠 洋漁業

の漁船と同様な無線設備が設置されている。

また,母 船の船舶局においては,取 り扱われる通信量が膨大であり,一

方で,電 波伝搬条件により基地海岸局との間の通信可能時間が短いため,

短時間に大量の通信を疎通させなければならないことから,母 船には,人

手による無線電信の数倍の高速度伝送の可能な狭帯域直接印刷電信装置が

設置されている。

(イ)海 岸 局

漁業用海岸局は,漁 船の船舶局を通信の相手方として無線電信又は無線電

話により漁業通信を行 う無線局であって,漁 業協同組合等が免許人 となって

国内の漁業根拠地に開設されてお り,60年 度末現在736局 である。

近年は,総 トン数10ト ン未満の小型漁船の船舶局の増加に対応 して,空 中

線電力5ワ ット以下のDSBの 漁業用海岸局が増加 してお り,60年 度末現在

509局 と,海 岸局総数の69%を 占めている。

漁業用海岸局の中には,国(水 産庁)又 は地方公共団体が開設する漁業指

導用の海岸局を併せ開設 し,我 が国の沖合,遠 洋の漁場で操業する漁船との

間で中短波帯,短 波帯の周波数を使用 して無線電信又は無線電話による漁業

通信等のほか,漁 船向けのファクシミリによる漁 ・海況通報の放送を実施し

ているものがある。

(ウ)そ の 他

A漁 業における無線利用の特殊な設備

漁業における無線利用の特殊な設備として,遠 隔制御魚群探知用無線設備
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(テレサウンダ),ラ ジオ ・ブイ,レ ーダー ・ブイが活用されている。テレサ

ウンダは,40MHz帯 の周波数を使用 して網の中に入った魚群の情報を得る

装置であり,定 置網漁業及びまき網漁業に使用されている。 ラジオ ・ブイは

2MHz帯 又は40MHz帯 の周波数を使用 して漁具等の位置確認の情報を得

る装置であり,は えなわ漁業,流 し網漁業等に使用されている。

B中 短波 ・短波帯漁業用海岸局の統合

近年,沿 岸諸国の200海 里水域内における外国漁船に対する規制の強化及

び燃油価格の高騰による操業経費の増加等により,沖 合及び遠洋漁業に従事

する中 ・大型の漁船が減少 し,漁 業用海岸局の運営はます ます困難にな りつ

つある。

これらのことから,漁 業関係者においては,運 営の合理化と通信需要への

対応を図るための施策の一環として,既 設漁業用海岸局の統合,整 備を推進

している。

C沿 岸漁業における無線通信の需要増 とその対策

沿岸漁業に従事する総 トン数10ト ン未満の小型漁船の船舶局は年 々増加す

る傾向にあるが,こ れらの船舶局が利用 してい る26MHz帯 及 び27MHz

帯の周波数はひっ迫してお り,増 波は困難な状況にある。

このような状況に対処するため,58年6月,新 たに40MHz帯 の周波数を

使用する無線通信システムを制度化し,今 後も積極的にその普及促進を図る

こととしている。

コ.海 上スポーツ ・レジヤー用

近年,国 民の海洋性 レクリェーシ ョンの進展,栽 培漁業,養殖漁業の活発化

に伴い遊漁船やヨット等に船舶局を開設するものが増えてお り,こ れに対処

すべ く,59年 度には40MHz帯 を導入し,引 き続 き61年度には400MHz帯

の周波数を使用した可搬型の無線設備を認めている。

これらの船舶局は専用の海岸局との間又は船舶局相互間で安全等に関する

通信を行っている。

サ.新 聞 ・通信用
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新聞社及び通信社では,事 件現場から本社,支 社,支 局等に対する記事,

写真伝送等の取材活動に主にVHF帯 又はUHF帯 の陸上移動業務又は携

帯移動業務の無線局を使用 している。

また,通 信社が経済二茜一ス等を,金 融機関,商 社等に通報 す る場合 に

は,同 報無線を利用している。

シ.道 路管理用

日本道路公団,首 都高速道路公団及び阪神高速道路公団等の高速道路を含

む道路一般における維持管理,交 通管理等のための通信系 としては,現 在,

非常通信系,指 令通信系,業 務通信系,移 動通信系,道 路情報伝送系,映 像

伝送系,防 災連絡用通信系等がある。

これ らの道路では,移 動通信系を除き,NTTの 通信回線を使用 しており,

高速道路の うち名神高速道路及び中央自動車道の一部については,マ イクロ

ウェーブ多重無線回線を主体としている。

さらに,こ れら高速道路のうち東名 ・名神高速道路,首 都高速道路及び阪

神高速道路においては道路管理の一層の高度化,多 様化を図るため,60年 度

から光ファイバケーブルを活用した新情報システムの整備に着手している。

日本道路公団では,災 害対策基本法による指定公共機関として,大 災害等

における迅速かつ正確な情報収集とこれに基づ く的確な情勢判断及び指揮命

令伝達体制を確立するため,本 社と地域防災対策強化地区を管理する各管理

局及び各管理事務所間を無線回線で結ぶ防災対策用無線局を開設 している。

また,建 設省,日 本道路公団,首 都高速道路公団及び阪神高速道路公団で

は,道 路交通情報をカーラジオを通 じて車両のドライバーに提供する路側通

信システムを,そ れぞれ55年12月,58年12月,60年1月 及び59年6月 から運

用開始 しており,61年3月 末現在までの実施箇所数はそれぞれ16か 所(国 道

25号線等),12か 所(東 名 ・名神高速道路等),1か 所(首都高速道路6号 線),

4か 所(阪 神高速道路大阪東大阪線等)と なっている。

ス.鉄 道事業用

け)日 本国有鉄道
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目本国有鉄道の通信回線は,本 社一鉄道管理局(26局)間 等の固定通信系

と対列車通信に代表される移動通信系等によって構成されている。

A固 定通信系

固定通信系 としては,本 社と鉄道管理局との間及び鉄道管理局相互間を結

ぶSHF多 重無線回線(7GHz帯 及び12GHz帯)と 鉄道管理局と主要駅

との間及び主要駅相互間 を 結 ぶUHF多 重無線回線(400MHF帯 及 び2

GHz)と があり,指 令電話,CTC(列 車集中制御装置)の 制御,各 種データ

伝送等の回線として使用している。

また,災 害時における危険分散を図るため,全 国ネットワークのループ化

(北海道を除 く。)を図っている。

B移 動通信系

名 称 概 要
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新幹線用列車無線は,新 幹線列車の運転に必要な運転指令,旅 客営業

に関する旅客指令,業 務通信,電 気通信業務の通信を行うため,指 令所

と乗務員,乗 務員 と駅等の関係機関,乗 客と一般加入電話との間を結び

使用されている。

東海道 ・山陽新幹線は空間波方式を,ま た,東 北 ・上越新幹線はLC

X(漏 えい同軸ケーブル)方 式を採用し,よ り安定 した高品質の通信回

線を設定しており,特 にLCX方 式は,デ ータ伝送に適 していることか

ら列車の運行,管 理に必要なデータの伝送を行っている。

乗務員無線は,列 車の運転,保 安等に関する情報連絡のため,運 転士

と車掌との間及び乗務員 と駅 との間の通信に使用されている。

構内無線は,操 車場等において,貨 物列車の貨車の分解,編 成を行 う

際,構 内作業員相互間の業務連絡に使用されている。

自動車無線は,鉄 道に関する事故,災 害等の際,そ の現場から関係機

関への情報連絡に使用されるもので,通 常は公安業務,保 線作業等の連

絡用として使用されてお り,交 換電話に接続することもできる。

防護無線は,線 路等に異常が発生した場合に・車上・踏切又は携帯用

の装置から電波を発射し,対 向,続 行列車を停止させるためのものであ

り,新 幹線の全線,常 磐線の一部で使用されている。
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無線設備としては,こ のほか船舶無線,公 安無線,作 業連絡用無線,

レーダースピー ドメータ,列 車接近警報用無線等がある。

C衛 星通信システム

国鉄では,CS-2を 利用 した衛星通信システムを58年6月23日 から運用開

始した。 このシステムの利用 目的は,① 新幹線地震検知システム,② 非常災

害時における地上回線パヅクアップ回線,③ 災害 ・事故現場との回線設定を

行 うことであ り,東 京,静 岡,仙 台,新 潟及び三浦半島に固定型地球局を設

置 している。

また,災 害及び事故現場 と管理局(事 故対策室)間 の回線設定に用いるた

め,59年3月,静 岡に車載型地球局を配置した。

Dそ の 他

鉄道業務用電話は,本 社,地 方鉄道管理局,駅 間等を結ぶ専用の全国的ネ

ットワークであ り,鉄 道業務の円滑な運営に資するほか,座 席予約,列 車運

行,コ ンテナ情報等の各種情報システムの基礎 となっている。

(イ)民 営 鉄 道

民営鉄道では,無 線通信を列車の運転指令用,事 故発生時における運輸指

令所 と駅及び列車乗務員間,近 接列車相互間の緊急連絡用,踏 切事故発生時

における二重衝突等の事故防止のための警報用,操 車場内での車両の入換編

成作業用等に使用している。

このほか,線 路上あるいは踏切道上の障害物を発見した場合,近 接列車に

警報信号を送信するための防護警報用の無線局を踏切付近に設置している。

また,踏 切道上の障害物を電波を利用して検知する障害物検知用の無線局

を交通量の多い踏切道上に設置している。
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セ.電 気 ・ガス ・水道事業用

名称1 概 要
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電力会社では,無 線又は有線による通信回線を,本 店,支 店・発電所・

変電所等の間に設置し,電 力設備の系統運用,系 統保護及び管理,給 電等

の情報伝送を行っている。

また,全 国的な電力の需給調整を図ることを目的に設立されている中央

電力協議会では,同 協議会の中央給電連絡指令所 と電力各社,地 域給電連

絡指令所間に通信回線を設置し,電 力各社間の電力融通,需 給調整等電力

の広域運営に必要な情報伝送を行っている。

これら通信回線で無線を使用するもののうち,固 定通信系 としては,主

として,本 店及び支店並びに大規模な発電所及び変電所等の相互間にマイ

クロウェーブによる多重無線通信回線網を構成 している。 このほか,水 力

発電所のダム管理に必要な雨量,水 位の観測及びダムの放流警報用にVH

F帯 の通信回線を使用 している。

また,移 動通信系 としては,送 電線,配 電線等の保守,点 検用に,VHF

帯 又はUHF帯 の移動通信網を使用している。

さらに,地 上の通信回線の補完用として,CS-2を 利用 した衛星通信回

線を58年6月 から使用している。

ガス事業者では,施 設の維持及び緊急時の処置等を行 うため,主 に陸上

移動業務の無線局を導管管理事業所,支 社等に配置している。

また,一 部の大手ガス事業者では,本 社,製 造工揚,整 圧所等相互間に,

主 としてマイクロウェーブによる多重無線通信回線網を設置 し,ガ スの供

給指令又はガス工作物の建設工事若しくは保安を確保するために必要な情

報伝送等を行っている。

水道事業者は,本 部と各水道事業所との間に無線回線(固 定通信系及び

移動通信系)を 設置している。固定通信系は,取 水,浄 水,送 配水等の情

報伝送に使用している。

送配水設備に事故が発生した場合には,移 動通信系により事故現場と本

部間に緊急連絡体制を確立して,応 急復旧作業に万全の対策を 講 じて い

る。

地方公共団体の開設する水道事業用無線局は,60年 度末現在9,021局 と

なっている。

ソ.自 動車運送事業用

自動車運送事業用の通信は,営 業所等に設置 した基地局と車両に設置 した

陸上移動局との間で通信系を構成 し,配 車指令,荷 物の集配指令等を行って
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い る。

また,車 両 の一層の効率的運行を図るため,走 行中 の車両の現在位置や活

動状 況(動 態)を 基地局(運 行 管理 セ ンター)に おいて常時把握 で きる 「車

両位置等 自動表示 システ ム(AVMシ ス テム)」 が全国 の 主要都市 に普及 し

ている。

貨物運送事業 では,主 として,貨 物 の 集配指示,配 車指令等 を 行 ってい

る。近年,小 口貨物 の宅配部門の需要増 加に伴 い.ト ラック業者の この部門

への進出は 目覚ま しく,無 線設備を装備 した トラックは増加の一途をた どっ

てい る。特に,貨 物運送事業者が集中す る大都市 においては,通 信需要の増

大に対処 するため,MCAシ ス テムを57年 か ら導入 してい る。60年 度には,

既 にサ ービスが行 われ てい る東京等11地 区に加えて,浜 松,広 島及び新潟の

各地区で もこの システムのサー ビスが開始 された。

タ,ア マチ ュア業務用

アマチュア業務用の無 線局は,「 金銭上 の利益 のためでな く,専 ら 個人的

な無線技術の興味に よって,自 己訓練,通 信及び技術的研究 の業務」を行 う

もので あ り,世 界的に共通 の周波数帯 を使用 して,通 信技 術の研究 あるいは

国際親善 に役割を果た している。最近 のアマチ ュア局は 自動車に設置 して運

用 するモー ビル … ムが急増 している ことか ら,VHF帯,UHF帯 の 周波

数 を利用す るものが急速に増加 している。 また,高 度 の技 術を要す る人工衛

星を利用す る通信(VHF帯,UHF帯),大 電 力(500W)に よ り月面 反射

を利用す る通信,ラ ジオ ・テ レタイプ(RTTY),ス ロー ・スキ ャよ ン グ ・

テ レビジ ョン(SSTV)等 も行われてい る。

さらに,ア マチ ュア業務用 レピータ局(自 動 中継局)と して,日 本アマチ

ーア無 線連盟(JARL)が430MHz帯 及 び1,200MHz帯 を 使用 す る レピ

ータ局を各地に設置 してお り,ハ ンデ ィ型の小 出力の無線設備を使用す るア

マチ ュア局 の交信範囲の拡大 を図 ってい る。

チ.簡 易無線業務 用

簡易無線業務は,一 般簡易無線 局・ パー ソナル無線及び50GHz帯 の 電波
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を使用する簡易無線局に区別される。

一般簡易無線局は,主 に業務用に使用されてお り,全 国的に普及 して い

る。また,パ ーソナル無線は,ス ポーツ,レ ジャー,個 人的用務への利用等

広範囲に使用されている。

50GHz帯 を使用する簡易無線局は,音 声だけでな く,デ ータや画像の 短

距離間伝送を手軽に行 うことがでぎる簡易無線局であ り,道 路や河川等を隔

てた地点間におけるデータ伝送や工事現場における画像伝送等に使用されて

いる。

ッ.そ の 他

上記各項のほか,自 営の無線通信は次のとお り広 く各分野にわたってい

る。

これらの無線通信は一部が固定通信であるほか,ほ と ん どが陸上移動業

務,携 帯移動業務又は無線標定業務等の移動通信である。

Gり 国の業務用

①

③

⑥

⑨

①

④

⑦

⑩

⑬

検察,矯 正管理,出 入国管理用

南極観測用 ④ 検疫,麻 薬取締用

干拓事業用 ⑦ 林野事業用

地質調査用 ⑩ 電波監理,電 波監視用

(イ)国の業務以外の事業用

水 防 用 ② 港湾建設事業用

造船事業用 ⑤ 石油採掘事業用

金融事業用 ⑧ 警備業務用

無線呼出業務用 ⑪ 農 業 用

そ の 他

② 税 関 用

⑤ 港湾工事用

⑧ 漁業指導用

③ コンテナ荷役用

⑥ 測 量 用

⑨ 医 療 用

⑫ 学校教育用



1放 送 一393一

第4放 送

1放 送

我が 国の放送は,国 内放 送についてはNHK,放 送 大学学 園及び民間放送

140社(60年 度 末現在)に よって行われ てお り,国 際放送についてはNHK

が実 施 している。

放送 の種類 と しては中波放送,短 波放送,超 短波放送(FM放 送),テ レ

ビジョン放送,テ レビジ ョン音声多重放送,テ レビジ ョン文字多重放送及び

衛星放送が ある。

なお,民 間放送140社 の 内訳は,ラ ジオ ・テ レビジ ョン兼営社36社,ラ ジ

オ単営社33社,テ レビジ ョン単営社67社 及び文字放送単営社4社 である。

(1)放 送 網 の形成

ア.放 送局 の置局

資料4-1放 送種類別放送局の置局状況

中 波 放 送

短 波 放 送

gNHKに つ いては,第1放 送は報道,教 育,教 養,娯 楽の

各分野の番組を放送し,第2放 送は教育番組を中心とした全

国同一番組の放送を行 うこととしている。

・民間放送については,主 要な地域においては 複数 の 放送

が,そ の他の地域においては一の放送が可能となるようにし

ている。

・周波数は,526.5kHzか ら1,606.5kHzま での周波数帯

を使用 している。

・NHKに つ い ては,国 際 放 送 の 実 施 が 可能 とな る よ うに し

て い る 。

・民 間 放 送 に つ いて は ,1社 に 対 し全 国 放送 の実 施 が 可 能 と

な る よ うに して い る。

・周 波 数 は,3,6,7,9,il,15,17及 び21MHz帯 の 各

周 波 数 を 使用 して い る。
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超 短 波 放 送

テ レ ビ ジ ョン

放 送

・NHKに ついては,全 国1系 統の放送の実施が可能となる

ようにしている。

・民間放送については,県 域放送を原則として,な るべく早

い機会に全国普及を図る方針を明らかにし,こ の方針に基づ

いて周波数割当を行ってお り,60年 度末現在,40地 区(41都

道府県)に 周波数割当が行われている。また,東 京及び大阪

地区については,2波 目の周波数割当が行われている。

・放送大学学園については,関 東地方において放送の実施が

可能となるよう周波数の割当てを行っている。

・周波数は,76～90MHz帯 の周波数を使用している。

gNHKに ついては,総 合番組局の放送及び教育専門局の放

送がそれぞれ全国的に可能 となるようにしている。

・民間放送については,次 の放送が可能 となるようにしてい

る。

① 北海道,関 東広域圏,中 京広域圏,近 畿広域圏及び岡

山県 と香川県を併せた地域においては五つ以上の放送

② 宮城県,福 島県,新 潟県,長 野県,静 岡県,広 島県,

福 岡県,熊 本県及び鹿児島県においては四つの放送

③ 青森県,秋 田県,岩 手県,山 形県,富 山県,石 川県,

鳥取県と島根県を併せた地域及び長崎県においては三つ

の放送

④ 上記以外の地域においては,県 の区域ごとに二つの放

送

・放送大学学園については,関 東地方において放送が可能と

なるようにしている。

・周波数は,VHF帯12は チ ャンネル(第1～ 第12チ ャン

ネル),UHF帯50チ ャンネル(第13～ 第62チ ャンネル)及

びSHF帯18チ ャ ンネル(第63～ 第80チ ャ ンネル)の 合計

80チ ャンネルを使用することとしている。



1放

イ.放 送局等の設置

資料4-2放 送種類別放送局数の推移

送 一395一

＼ ＼ 年度末
＼

区別 ＼
55 56 57 58 59 60

中 波 放 送

短 波 放 送

NHK

第1放 送 174177179い811831185

第2放 送 141い41 14111411141141

十
曽=
百

民 間 放 送

十
畳
肖

NHK

民 間 放 送

十
二
=
口

超短波放 送

NHK

テ レ ピジ ョ ソ

放 送

放送大学学園

民 間 放 送

十畳口

NHK

総 合

教 育

計

放送大学学園

民 間 放 送

十
響言

口

315

9
)
8
8
1
4(

504

1

2
)(

3

484

318

【り
)

9

8

1

4(

513

1

2
)(

3

489

710
(4)(5)

320

198

(48)

518

1

2
)(

3

494

4
)
3
0(

491

3,220

3,156

6,376

4,678
(95)

11,054

499「528

3,354

3,280

6,634

5,167
(98)

ll,801

3,437

3,360

6,797

5,562
(99)

12,359

322

3
)
0
8
2
4(

525

1

324

7
)
0
7
2
4(

531

1

22
(1)1(1)

3

497

0
)
4
0(

537

3,491

3,414

6,905

5,883
(102)

12,788

3

500

2

1
)
6
PO(

563

496

420

916

2

6,068
(102)

12,986

326

8
)
0
7
2
4(

534

1

2
)(

3

503

2

93
(21)

598

3,495

3,419

6,914

2

6,262
(103)

13,178
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＼ ＼

区 分

年度末

＼

テレビジョソ

音声多重放送

テレビジョン

文字多重放送

合 計

NHK

民 間 放 送

計

NHK

民 間 放 送

計

NHK

放送大学学園

民 間 放 送

合 計

55

7,176

4,876

12,052

56

7,442

5,374

12,816

57

201

1,981
(29)

2,182

7,813

7,777

15,590

58

1,907

3,706
(61)

5,613

9,632

9,834

19,466

59

2,459

60

2,694

3,9284,252
(63)(71)

6,387

10,200

4

10,266

20,470

6,946

887

2,055
(12)

2,942

11,325

4

12,872

24,201

(注)1,局 数には中継局数を含む。

2.民 間放送の欄の()内 は社数を示す。
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「放送番組統計」(NHK)に よる。
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イ.民 間 放 送

資料4-4 民間放送の放送種類別1日 当たり放送時間

(各年1～3月 平均)

区 別

1日 当た り平均放送時間

〃 最高放送時間

〃 最低放送時間

60年

・ ジ オ1テ ・ ビ ジ ・ ン

時間 分
2224

2351

1710

時間 分
1822

2042

717

61年

ラ ジ オ テ レ ビジ 司ン

時間 分
2219

2400

1712

時間 分
1829

2051

749

「番組統計」(㈲ 日本民間放送連盟)に よる。

(注)中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計69社(60年 は61社),テ レビジ司

ン放送の合計103社(60年 は102社)の 平均である。



資料4-5

1放 送 一399一

民間放送の放送種類 ・放送事項別放送時間比率

(各年1～3月 平均 単位:%)

区 別

ラ

ジ

オ

放

送

テ

レ
ビ
ジ

ョ
ン
放

送

報

教

教

娯

音

道

育

養

楽

楽

ス ポ ー ツ

広 告

そ の 他

合 計

商業 ・自主番組
の比率

道

育

養

楽

ツ

告

他

[

の

ポ

報

教

教

娯

ス

広

そ

60年

商業副 自主翻 陰鰭
14,4

5,5

ig.1

24.4

34.0

1.5

0.9

0.2

100.0

76.3
(62.9)

15.4

12.4

24.7

44.0

2.7

0.6

0.2

10.3

4.1

18.9

21.3

43.9

0.5

0.4

0.6

100.0
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(37.1)
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10.3
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42。3
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Q。6
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(8.o)
5.1
(3.8)
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(2L8)
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0.3
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100.0
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43.7

2.7

0.6
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4.5
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)

8
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)
4
8
0
0(

100.0

(100。0)

100.0
(IOO.0)

21.4

10.5

21.21

38.5

3.Ol[

0.9

4,5

16.9

11.9

23.9

43.0

2,7

0.7

0.9

合 計 1…11・ ・ 。1。 ・・。 ・・。・・1・ …1。 …

薯蓋あ昆劃83・8
16.2100.0 38.4 15.7!00.O

「番組統計」(㈹ 日本民間放送連盟)に よる。

(注)1.中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計69社(60年 は61社),テ レビ
ジョン放送の合計103社(60年 は102社)の 平均である。

2.「 商業番組」 とは放送番組の うち広告主に売られている番組をいい,「 自

主番組」とはその他の番組をいう。

3.ラ ジオ放送の 「全放送番組」の欄及び 「商業 ・自主番組の比率」の欄に

おける()内 は,超 短波放送21社(60年 は13社)の 平均の再掲である。
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資料4-6

送

民間放送の広告主の産業別放送時間比率

(各年1～3月 平均 単位:%)

区 別
60年

・ジ・陰5

61年

・ジオ院5

農 林 ・漁 業 0.3 0.5 …1…

鉱 業 ・建設業 1.1 1.5 1.3 1.6

製 造 業

商 業

金 融 ・保険業

運輸 ・通信 ・そ
の他の公益事業

サ ー ビ ス 業

調
飲

味
料

料
品

そ の 他 の 食 料 品
印 刷 出 版
繊維紡績その他の製品
医 薬 品
石 け ん ・化 粧 品

品
ド
具
品

製

造

学化

【
器
製

伽

・
の

の

コ
械
他

糀

の

肥

レ
機
そ

小 計

百 貨 店
そ の 他 の 商 業

小 計

金 融 ・証 券

保 険

小 計

2

1

1

4

5

6

7

4

3

8

1

1

6

5

5

1

1

3

0

2

9

6

53.2

2.1

19.4

21.5

8

6

0

0

1.4

輸
業
他

事
の
益

運
公
そ

小 計

業
育
体
業
館
他

興び

団
理

嶽

利
代

の

劇

営
内

画映
教
非
案
旅
そ

小 計

4

9

0

3

9

6

1

1

3

1

0

4

13,1

9

3

3

9

3

7

4

1

2

3

2

2

6

2

0

2

6

9

1

0

1

6

59.6

2.4

12.9

15.3

6

0

2.6

4

1

8

1

1

0

3.3

2

2

9

0

8

0

1

1

0

1

1

4

4

9

1

3

0

2

1

5

9
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1

5
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1

1
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6
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1
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6
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1

0
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6
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2.1

12.8
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ー

3.0

5

2

0

3.7

7
4
0

0

9

8

3

1

1

1

0

1

4
.

10.7

公 務 1.7 2.6

その他 の産業 ・・ 巨 ・ 巨 ・1・ ・

合 計 100.QlOO.0100.OIOO.0

「番組統計」(㈹ 日本民間放送連盟)に よる。

(注)中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計69社(60年 は61社),テ レビジョ

ン放送の合計103社(60年 は102社)の 平均である。
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③ 放送 の受信状況

NHKが60年11月 に 行 った 「全 国視聴率調査」に よれば ,テ レビジ ョン放

送(NHK及 び 民間放 送)に 対す る国民の接触者 率(テ レビジ ョン放 送を少

しでも見た人 の割合)は,平 日90%で ほ とんどの国民 が何 らかのかたちでテ

レビジ ョン放送を見てい ることを示 している。 また,視 聴時間は,平 日1日

平均3時 間15分 とな ってい る。

一方
,ラ ジオ放送に対す る国民 の接触者率は,平 日32%で あ り,テ レビジ

ョン放送に比較 して国民の接触者率は低 く,聴 取時間 も少ないが,ラ ジオ放

送は,聴 取者態様の変化に対応す る ことによって,安 定 した聴取状況を保 っ

ている。

資料4-7 ラジオ及びテレジジョン接触者率の推移

(各年11月 調 査 単位:%)

「一 」55 56 57 58 59 60

ラ ジ オ

テ レビジ ョン

日平

曜日

日平

曜日

32

一
22

一
92

[
92

31

一
21

一
92

一
93

31

一
19

19

19

31

21

92

91

工3

02

98

98

32

}
21

一
90

09

「全国視聴率調査」(NHK)に よる。
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資料4-8

送

ラジオ及びテレビジョン平均視聴時間量の推移

(各年11月 調査)

「商 「く.55 56 57 58 59 60

ラ
ジ
オ
平
均
聴
取
時
間
量

テ

レ
ビ
ジ

ョ
ン
平
均
視
聴
時
間
量

平

日

日

曜

平

日

日

曜

午

午

夜

1

午

午

夜

1

前

後

間

日

前

後

間

日

午

午

夜

1

午

午

夜

1

前

後

間

日

前

後

間

日

時間 時 間分 分
9

只
)

0

43

I

Q
/

7

27

8

FD

9

41

l

Q
!

7̀

27

43

46

158

326

46

116

206

408

43

45

203

330

47

115

210

411

時間 分
7

3

9

39

0

8

6

23

42

44

152

317

45

101

203

347

44

45

153

321

46

1H

200

356

時間 分
8

4

9

40

9

8

6

23

41

42

145

306

4

6

4

4

0

5

342

時 間 分
19

13

9

41

12

10

7

28

46

41

151

315

9

五
1

8

4

0

5

350

「全 国 視 聴 率 調 査 」(NHK)に よ る。

(注)「 午 前」 とは6;00～12:00(ラ ジオ に つ い て は5:00～12:00),「 午 後 」

とは12:00～18:00,「 夜 間」 とは18:00～24:00を い う。

資料4-9N皿Kの 放送受信契約数の推移

＼ 区別

年度末 ＼＼
FD

6

7

8

9

0

5

5

5

5

5

6

普 通 契 約 数

2,777,063

2,661,330

2,474,761

2,264,337

2,155,820

2,055,142

カラー 契 約 数

26,485,928

27,128,065

27,928,285

28,534,269

28,905,772

29,454,146

合 計

29,262,991

29,789,395

30,403,046

30,798,606

31,061,592

31,509,288

(注)「 普通契約」とはテレビジョソ放送のカラー受信を除 く放送受信契約をいい,

「カラー契約」とはテレビジ。ン放送のカラー受信を含む放送受信契約をい う。



(4)テ レビジ ョン放送 の難視聴解消

ア.難 視聴の現 状
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資料4-10難 視聴の現状

辺 地 難 視 聴

都市受信 障害

(態 様)

既設のテレビジ。ン放送局の送信アンテナから遠隔の地に

あるため,あ るいは自然地形によって電波が遮られるためテ

レビジョン放送の良好な受信が困難な状態

(難視聴地域推定世帯数)

60年 度末現在,全 国でNHKに ついては約42万 世帯,民

間放送については約104万 世帯

(態 様)

都市化の進展に伴い,中 高層建築物,高 架鉄道,高 架道路,

送電線等によりテレビジョン放送電波が遮られたり,反 射し

た りすることが原因となって,画 面にスノー・ノイズと呼ば

れる細かいはん点が現れたり,ゴ ース トと呼ばれる多重像が

現われる状態

(受信障害推定世帯数)

60年 度末現在,全 国で約66万 世帯

イ。難視聴の解消

(ア)辺 地難視聴の解消

辺地難視聴については,こ れまで中継局及び共同受信施設の設置により措

置されてきたが,難 視聴の解消が進むにつれ,残 存難視聴地域は散在,狭 域

化し,解 消効率が低下してきたことから,NHKの 難視聴については59年度

以降は衛星放送によって全国的規模において解消を図ることとした。

また,民 間放送についてはNHKと 比べ中継局の置局の格差がなお大 きい

ことから,引 き続き中継局の設置により解消することとなっている・

資料4-11民 間放送の中継局建設数の推移

～藤 数設建

一 年 度55一 56 57 58 59 60

5944831395412 191 艮94
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(イ)都 市受信障害の解消

郵政省は,51年 「高層建築物による受信障害解消についての指導要領」を

策定 し,建 築主,受 信者等の当事者が受信障害解消について協議する際の当

面の基本的考え方を明らかにし,当 事者間に紛争が生 じないよう指導を行っ

てきた。また,受 信障害の解消手段 としては,主 として有線による共同受信

施設が利用されてきたが,受 信障害の態様によっては,SHF帯 の周波数に

よる放送が有効であるので,52年,SHFテ レビジ ョン放送局の免許方針等

を策定し,受 信障害の解消に無線 も活用できる道を開いた。

一方,地 方公共団体においても,受 信障害の予防と解消に関する条例,指

導要綱等を策定するものが多 くなっている。

また,郵 政省は,55年 度以降受信障害の程度及び範囲を確定するための客

観的評価手法の調査研究,複 合受信障害に関する調査研究等を行っている。

資料4-12都 市受信障害世帯数の推移

(単位:万 世帯)

「商 「一 ミ讐玉55 56 57 58 59 60

都 市受信 障害世帯数 58 60 62 64i65166
NHK資 料による。

㈲ 多 重 放 送

テ レビジ ョン音声多重放 送は,NHK(32地 区),民 間 放送(71社)に よ

り,ス テ レオ放 送,二 か国語放送,災 害放送 等が行 われてい る。

また,文 字放送は,60年11月,そ れ までのパ ターン伝送方式か ら,よ り伝

送効率の高い符号化伝送方 式を採用 した本格 的 な 放送 が 開始 され,NHK

(10地 区),民 間放 送(12社)に よ り,ニ ュース,天 気予報,道 路交通情報,

自治体広報,株 式市況,ク イズ,カ ラオ ケ等の番組が放送 され,さ らに,主

と して聴力障害者向けに,連 続テ レビ小説等の字幕放 送が行われてい る。
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資料4-13テ レビジョン音声多重放送の実施状況

(60年度末現在)

項 目
雄送事業者NHK一 民 間 放 送

実 施 社 数(NHKは 地 区数) 32 71

放 送 局 数(中 継局を含む。) 2,694 4,253

ヵパ レージ(括 弧内は,全 世帯
に対する視聴可能世帯比)

週平均放送時間(括弧内は,テ レ
ビジョン放送時間に対する割合)

放送事項別週

平均放送時間

(括弧 内は比率)

ス テ レ オ

2か 国 語

そ の 他

38都 道府県

(89%)

2互時 間42分

(16。8%)

16時 間29分

(76.0%)

5時 間09分

(23.7%)

4分

(o,3%)

38都 道府県

(92%)

16時 間27分

(12.4%)

8時 間52分

(53,9%)

6時 間48分

(41.3%)

47分

(4.8%)

(注)1.NHKの 週 平 均 放 送 時 間 は,60年4月 か ら61年3月 まで の もので あ る。

2.民 間 放 送 の 週 平 均 放 送 時 間 は,61年1月 か ら 同3月 まで の もので あ る。



資料4-14文 字放送の実施状況

(61年6月 末現在)

地区

＼ 一
＼ 項 目
、 -
、

社 別'＼
放送開始日

放送番組数(週) 放送開始 ・終了

(字幕を除く)

備 考
独立番組 補完番組

1

 

N

H
K
関 東 ・甲 信 越60.1L29 14

日本 テ レビ放 送 網 〃 25

関

東

・

甲

信

越

東 京 放 送61.4.1 17

フ ジ テ レ ビ ジ ョ ン60。12.18 18

全 国 朝 日 放 送61.3.3 16

日 本 文 字 放 送60.12.16 91

ア ク セ ス ・フ ォ ア61.3.3里 33

東 京 デ ー タ ビ シ ョソ6!.6.10 20

朝 日 レ タ ー ビ ジ ョ ン61.4.7 32

日 経 テ レ プ レ ス6L4.14 46

3(字 幕)06:00～24:00総 合 テ レ ビを 共用

1(字 幕)12●00～23:00

!(字 幕)10:00～22:00

3(字 幕)09:45～22:30

※
1(字 幕)12:00～20:00 ※ 土 曜 日に 限 り,21:00ま で

06:00～24:00 NHK-TV(総 合)の 設備を共用

10:00～23:00 日本テレビ放送網の設備を共用

10:00～22:00 東京放送の設備を共用

12…一禿… 鋸 難購 謝 弊 愚 で

06:00～24:00 テレビ東京の設備を共用

-

蔭
O
①
-

綴

恥



地区

　

＼ 項 目＼ 、

社 別 ＼
放送開始日

放送番組数(週)
放送開始 ・終了

(字幕を除く)独立番副 補完翻
1 1 II

N

H

K
近 畿60.IL29 143(字 幕)06:00～24:00

毎 日 放 送61。4.1 ll 1(字 幕)10:00～23:00

近

畿

朝 日 放 送 〃 14 1(字 幕)lI:00～22:00

読 売 テ レ ビ 放 送60.12。221 1(字 幕)12:00～20:00

近 畿 文 字 放 送60.12.1674 06:0Q～24:QO

朝 日テ レスキ ャ ン放 送61.4.737 ll:OQ～22:00

日経 テ レプ レス大 阪61.4.1442 06:00～24:00

東
海

・
北
陸

N

H

K
東 海 ・北 陸61。5.12 143(字 幕)06:00～24:00

中 部 日 本 放 送61.4.1 19 1(字 幕)10:00～24100

備 考

総合テレビを共用

NHK-TV(総 合)の 設備を共用

朝日放送の設備を共用

テレビ大阪の設備を共用

総合テレビを共用

H

ー

心
O
刈
ー
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(6)緊 急警報放送システム

緊急警報放送システムとは,受 信者が緊急警報受信機を用意 し,あ らか じ

め待受受信の状態にしておけぽ,放 送局が災害に関する放送の前に送出する

緊急警報信号によって自動的に受信機が動作 し,災 害に関する放送を受信で

きるものであ り,60年6月 に同 システム導入 のため に 関係省令 が 改正 さ

れ,同 年9月1日 か らNHK及 び一部の一般放送事業老により運用されてい

る。

資料4-15緊 急警報放送システムの実施状況

(60年度末現在)

放送事業者 実施地域 使用する放送メディア

会

㈱

㈱

送

協

送

齢

放

送

放

轍

京

放

レ

本

森

赫

東

日

青

日

㈱

ン

㈱

送

送

㈱

雛

鑑

送

鱗

論

㈱

全

㈱

㈱

信

送放潟新㈱

㈱送放岡静

岡

㈱

ビ

㈱

㈱

送

繋
㈱

静

㈱

静

中

㈱

㈱

㈱

㈱

㈱

送
擁

送

放

ビ

ビ

放

レ

レ

日

テ

テ

国

西

費

朝

関

讃

四

全 国

青 森 県

関東広域圏
〃

〃

〃

〃

〃

長 野 県

新 潟 県

静 岡 県

〃

〃

ノノ

〃

中京広域圏

近畿広域圏

"

〃

〃

徳 島 県

衛星放送を含むすべての放送メディア

中波放送,テ レビジョン放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジョン音

声多重放送

テ レビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送

中波放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジョン音

声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジョン音
声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジョン音

声多重放送

テレビョン放送,テ レビジョン音声多重放送

テレビジョン放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

超短波放送

テレビジ。ン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジョン音
声多重放送

中波放送,テ レビジョソ放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送
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(7)放 送大学学園

放送大学学園では,60年 度から63年度までを第1期 計画 として関東地区を

対象に60年4月 からテレビジョン放送及び超短波放送の二系統により1日18

時間の授業放送を開始 した。

資料4-16放 送大学の学生数の推移

(単位:人)

区 分

昭
和

60
年
度

第

-

学

期

昭

和

6ー
年
度

第1学 期

第2学 期

第3学 期

在 学 生

入 学 者

計

全 科
履 修 生

8,157

8,136

8,!43

7,259

3,086

10,345

選 科
履 修 生

5,891

5,860

5,839

76

4,039

科 目
履 修 生

1,768

863

790

1,290

4,115工,290

特 修 生

1,222

1,310

1,295

1,009

453

1,462

合 計

17,038

16,169

16,067

8,344

8,868

17,212

(注)1.全 科履修生とは,六 つの専攻のいずれか一つの専攻に所属し,4年 以上

在学 して,所 要の124単 位以上を履修した場合に卒業が認定され,「 教養学

士」の称号が得られるものをい う。

2.選 科履修生(期 間1年),科 目履修生(期 間1学 期)と は,卒 業を目的

とせず,自 分の学習したいテーマに基づいて一定の科目を選択 して履修す

るものをい う。

3,特 修生とは,全 科履修生としての入学資格を得るため,基 本科 目,基 礎

科目のうちから16単 位以上の修得をするものをい う。

(8)国 際 放 送

ア.国 際放送の概要

国際放送 には,郵 政大臣の命令 による国際放送 とNHKの 業 務 としての国

際放送 とが あ り,NHKは これ らを一体 として行 っている。

放送番組 は,ニ ュース等報道番組が65.7%,国 情 紹 介番組が27.2%及 び 娯

楽番組 が7,1%と な ってい る。使 用周波数帯は,6,7,9,11,15及 び17MHz

帯 で あ る。
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資料4-17国 際放送の状況 (61年 度)

放 送 時 間

(地 域 向け 放 送)

欧 州,欧 州(ロ シ ア),北 米 東 部,北 米 西 部,中 米,ア フ

リカ,中 東 ・ 北 ア フ リカ,南 米,ハ ワイ,ア ジ ア 大 陸(北

部),ア ジ ア大陸(中 部),ア ジ ア大陸(南 部),豪 州 ・ニ ュ

ー ・ジ ー ラ ソ ド,東 南 アジ ア,南 西 ア ジ ア,比 島 ・イ ン ドネ

シ ア,東 アジ ア,朝 鮮 』(18)

(一 般 向 け放 送)

世 界 全 区域

(地域向け放送)

1日22時 間

(一般向け放送)

1日18時 間

使 用 語

(地 域 向 け放 送)

英語,ド イ ツ語,フ ラ ンス語,ス ウ ェー デ ン語,イ タ リア

語,ス ペ イ ン語,ポ ル トガ ル 語,ロ シア 語,中 国 語,イ ソ ド

ネ シア 語,マ レ ー語,タ イ語,ビ ル マ語,ヴ ィエ トナ ム語,

ヒ ンデ ィ語,ウ ル ドゥ語,ベ シガ ル 語,ア ラ ビ ア語,ス ワ ヒ

リ語,朝 鮮 語,日 本 語(21)

(一 般 向け 放 送)

日本 語,英 語(2)

中 継 放 送 ガボン共和国のモヤビ送信所を利用 して1日7時 間30分 の中

継放送を実施

イ.国 際放送の拡充強化

国際放送の拡充強化については,八 俣送信所について,59年 度か ら4か 年

計画でNHKの 経費負担によりKDDの 協力を得て同施設の整備拡充が行わ

れている。海外中継局については,ア フリカのガボン共和国のモヤビ送信所

か ら欧州,中 東地域等を対象に,1目6時 間の中継放送を開始(59年4月)

したところであるが,61年4月 からは放送時間を1時 間30分 延長 し,1日7

時間30分 となった。

これに伴い,ポ ル トガルのシネスか らの中継放送は中止『した。
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1放

国際放送の実施状況の推移
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訳 放送 区 域

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

3

∩0

4

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

3

3

5

5

0

2

3

3

5

5

6

7

8

8

8

8

8

1日 延 ぺ

放 送 時 間

5

5

0

2

3

3

5

5

5

9

2

4

6

6

6

1

1

1

1

1

1

2

2

3

3

3

3

3

時間
訳
1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

4

4

4

4

4

4

4

4

4

5

5

5

5

5

5

FD

震
)

PD

5

6

放 送 区域

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

1日 延 べ

放 送 時 間

5

rO

PD

6

6

6

6

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

0

0

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

4

4

時間
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⑨ 事業経営状況

ア.NHK

ωNHKの 事業収支状況

資料4-19NHKの 収支状況 (単位:百 万円)

区 別 }59年 度160年 度1増 減(△)

4,440

022

231

337,031

1,243

2,489

332,591

1,265

2,258

 

料

入

入

収

収

信

金付

次

受

交

副

4,649340,763336,114A口 計

 

経
常
事
業
収
入

3,795

29

533

△38

44

257

4,385

268

1,303

1,446

129

89,477

2,330

35,098

1,205

1,576

3,805

111,794

32,729

8,814

29,148

9,774

85,682

2,301

34,565

1,243

1,532

3,548

107,409

32,461

7,511

27,702

9,645

 

費

費

費

費

費

費

与

費

費

費

費

送

送

納

策

究

生

理

却

幽

厚

損

放

放

収

対

報

研

・
管

償

欠

当

料

内

際

約

信

査

嚇

般

価

礁

国

国

契

受

広

調

給

退

一
減

未

経

常

事

業

支

出

12,151325,750313,599A口 計

△7,502

1,339

△386

953

5,013

6,780

413

7,193

22,515

5,441

799

6,240

経 常 事 業 収 支 差 金

外 財 務 収 入
雑 収 入

 

収

入

経
常
事
業

2025,2745,072

7511,9191,168

経 常 事 業 外 支 出

経 常 事 業 外 収 支 差 金

 

経

常

事

業

収

支

経
常
事
業
外
収
支

△6,75116,93223,683経 常 収 支 差 金

△2,1875152,702特収1特 別 収 入

6401,353713別支1特 別 支 出

△9
,57816,09425,672当 期 事 業 収 支 差 金
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資料4-20NHKの 経常事業収支の推移

(単位:百 万円)

年度
区別

経常事業収入 経常事業支出 経常事業収支差金

5

6

7

8

9

0

F◎

rD

5

5

5

6

266,514

275,356

282,284

287,466

336,114

340,763

247,193

263,719

277,214

295,934

313,599

325,750

19,321

11,637

5,070

△8
,468

22,515

15,013

(注)58年 度以前の数値については,放 送法施行規則の改正による59年 度以降の科

目に合わせて補正を行っている。

(イ)NHKの 財 務状況

資料4-21NHKの 財務状況

(単位:百 万円)

区 別 59年度末 60年 度末
陣 減ω

流 動 資 産 52,608 60,263 7,655

資

産

の

部

固 定 資 産

特 定 資 産

繰 延 資 産

236,278255,913

16,67316,446

385355

19,635

凸227

△30

合 計 305,944332,977 27,033

負
債
及
び
資本

の
部

負

債

流 動 負 債

固 定 負 債

60,821

79,364

62,321

88,803

1,500

9,439

小 計 工40,185 151,124 10,939

資

本

資 本

積 立 金

当期事業収支差金

139,643

444

25,672

147,698

18,061

16,094

8,055

17,617

△9,578

小 計
し

165,759

合 計 305,944

181,85316,094

332,97727,033
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イ.民 間放 送

資料4-22民 間放送の収支状況

(単位:百 万円)

区 別

芝欝 誉}継
VHFテ レビジョン
放送兼営社(34社)

UHFテ レビジョン

放送兼営社(52社)

テ レビジョン放送単

営社

VHFテ レビジョソ

放送単営社(14社)

UHFテ レビジョン

放送単営社(53社)

欝 嚢}単営社
中波放送単営社(

ll社)

短波放送単営社(
1社)

超 短波放送単営社(
21社)

合 計(136社)

収 入

営業収入

491,128

482,853

8,275

776,885

553,917

222,968

101,388

66,752

4,069

30,567

1,369,401

営業外
収 入

15,399

15,222

177

30,299

25,850

4,449

2,839

2,054

184

601

48,537

合 計

506,527

498,0ブ5

8,452

807,184

579,767

227,417

104,227

68,806

4,253

31,168

1,417,938

費 用

営業費用

463,452

455,441

8,011

723,552

527,775

195,777

94,310

63,595

3,808

26,907

1,281,314

営業外
費 用

7,783

7,182

601

17,259

4,381

12,878

2,532

1,416

52

1,064

27,574

合 計

471,235

462,623

8,612

740,811

532,156

208,655

96,842

65,011

3,860

27,971

1,308,888

利 益

35,292

35,452

△160

66,373

47,611

18,762

7,385

3,795

393

3,197

109,050

(注)本 表は,各 民間放送事業者の61年3月 期を最終 とする最近の1か 年間の収支

状況を集計したものである。



資料4-23民 間放送の営業収入等の推移

(単位:百 万円)試
兼

営

社

ラ
ジ

オ

・
テ

レ

ビ
ジ

ョ
ン

ラ
ジ
オ
単
営
社

単

営

社

テ

レ
ビ
ジ

ョ
ン

社 数

ラ ジ オ 収 入

テレビジョン収入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

社 数

ラ ジ オ 収 入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

社 数

テレビジョン収入

営 業 収 入 、計

営 業 利 益

50

36

38,895

190,837

235,134

20,134

17

32,231

34,295

1,947

54

287,479

793,509

26,563

51

36

45,227

224,601

274,909

33,869

17

36,343

40,166

3,659

54

350,405

356,203

49,787

52

36

49,937

244,778

301,662

34,608

17

43,625

46,990

4,856

54

394,750

405,532

55,885

53

36

55,907

274,605

333,356

43,235

17

49,577

53,437

6,279

55

447,751

459,915

62,691

54

36

64,628

307,126

381,903

51,496

17

57,447

61,782

8,065

57

507,6工4

522,342

68,280

55

36

70,199

318,648

400,033

46,856

17

63,356

67,324

8,639

5合

534,239

546,500

60,181

56

36

73,549

334,460

419,839

38,034

18

69,004

73,284

8,502

62

578,504

591,046

61,437

57

36

75,095

349,408

437,237

35,503

22

75,142

79,580

8,238

63

630,213

644,276

62,949

58

36

77,239

364,ll1

457,23i

34,844

23

83,131

88,446

9,269

66

683,686

702,981

68,425

59

36

79,757

379,154

476,303

34,281

25

88,259

94,131

9,354

66

726,745

750,158

68,105

60

36

80,749

391,915

491,128

27,676

33

94,073

101,388

7,078団

(注)営 業収入セこは,ラ ジオ収入,テ レビジョン収入以外のその他営業収入を含む。

67

748,020

776,885

53,3331

自
1
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2有 線テ レビジョン放送

(1)概 要

引込端子数が501以 上の有線テ レビジョン放送施設の設置については,郵

政大臣の許可を要 し,引 込端子数が51以 上の施設及び引込端子数が50以 下の

施設で自主放送を行 うものは,業 務開始の届出を要し,ま た,引 込端子数が

50以下の小規模施設でテレビジョン放送の同時再送信のみを行 うものは,業

務開始の届出を要せず有線電気通信法に基づ く設備設置の届出を要する。

資料4-24規 模別有線テレビジョン放送施設数及び受信契約者数の推移

区別

年度末

許 可 施 設

(引舗 諮 上)

届 出 施 設

(引込端子数500～51)

小規模施設

(引込端議 下)
合 計

施設数雛 義施設蠣 簸 施設数膳 羅 施設数騰 簸

55

56

57

58

59

60

324

354

384

428

484

550

514,08416,318

575,95617,801

627,75119,428

699,96220,592

828,54921,788

987,65423,H8

2,183,49511,471

2,420,95212,833

2,662,72014,169

2,841,19415,142

3,032,48415,949

3,工75,71416,735

307,97828,113

337,62730,988

365,28433,981

387,11036,162

404,99738,221

422,16140,403

3,005,557

3,334,535

3,655,755

3,928,266

4,266,030

4,585,529

(注)引 込端子数50以 下の施設で自主放送を行うものは,小 規模施設として計上せ

ず,届 出施設に含めた。
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資料4-25都 道府県別有線テレビジ ョン放送施設数

(60年度末現在)

都道府県 許可施設
届出
施設
小規模
施 設 計 都道府県 許可施設

届出
施設
小規模
施 設

計

11

北 海 道

青

岩

宮

秋

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

森

手

城

田

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

神 奈 川

山

新

長

富

石

福

岐

静

愛

梨

潟

野

山

川

井

阜

岡

知

重

155168921,423

7120120247

7249176432

19234249502

-178149327

1171232404

15290248553

323097330

6193121320

3247196446

451,0574471,549

158943221,231

573,6112,4526,120

371,4178532,307

14161136311

2347283632

12390441843

-63122185

1179344524

4141227372

6482373861

31385324740

451,0574351,537

6320188514

賀

都

阪

庫

良

山

取

根

山

島

口

島

川

媛

知

岡

賀

崎

本

分

崎

歌

滋

京

大

兵

奈

和

鳥

島

岡

広

山

徳

香

愛

高

福

佐

長

熊

大

宮

鹿 児 島

沖 縄

227191418

7224801,2119

2,5339333,52862

1,4748982,41947

2122344493

3082795914

151181332

2832655502

48137186210

5663689417

3453正46645

18919740014

101451537

3404047451

2743276032

5831767667

121722007

2801264082

233454687

2455297784

1531593131

2952125103

70931652

合 計550 23,11816,73540,403
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② 許 可 施 設

資料4-26

送

有線テレビジョン放送許可施設許可件数等の推移

訳55 56 57 58 59 60

許 可件 数

廃 止件 数

施 設 数

58

8

324

32

2

354

41

11

384

51

7

428

65

9

484

76

10

550

ア。施設の規模及び運営主体

施設の規模の推移をみると,施 設の大型化が進んでいる。現在,我 が国に

おいて業務を行っている最大規模の施設は,引 込端子数約5万5千 のもので

あるが,許 可施設であって現在,設 置中のものにも設置完了時の引込端子数

約4万9千 とい う大規模なものがある。

しかし,許 可施設の約40%は 引込端子数501か ら1,000ま でのものによっ

て占められている。

資料4-27規 模 ・運営主体別有線テレビジョン放送許可施設数

(60年度末現在)

区 別

営 利 法 人

任 意 団 体

国・地方公共団体

特 殊 法 人

公 益 法 人

協同 ・共済組合

個 人

そ の 他

合 十
一
言
口

施 設 の 規 模(引 込端子数)

501～1,001～2,001～3,001～5,001～IO,001～20,001

1,0002,0003,0005,00010,00020,000以 上

20

127

23

5

21

3

2

1

202

38

81

14

4

26

2

3

168

21

17

6

3

16

2

2

67

17 19

10 4

4
一

3 2

15 5

1 1

一 一

1 一

51 31

9

1

正

3

1

15

13

1

2

16

合 計

(24.9)
137
(43.8)
241
(8.7)
48

(3.1)
17
(!6.0)
88
(1.8)
10
(0.4)
2
(L3)
7

(100.O)
550

(注)1.()内 は,構 成比を示す。

2.運 営主体の 「その他」には,共 同設置(運 営主体が営利法人 と任意団体,

NHKと 任 意団体等)の もの,学 校法人及び管理組合法人を掲上 した。
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イ.業 務 内 容

業務内容別にみると,そ の大部分はテレビジョン放送の同時再送信のみを

行 うものであるが,同 時再送信に自主放送を併せ行 うものも徐 々に増加 しつ

つある。

現在,行 われている自主放送番組の一般的な内容としては,地 方公共団体

や農業協同組合からの広報,地 域社会のニュース,シ ョッピング情報,市 町

村議会中継,地 域住民参加番組,テ レビジョン放送番組の再放送等がある。

資料4-28業 務内容別有線テレビジョン放送許可施設数及び構成比の推移

累
FD

/0

7

8

9

0

FD

F◎

PD

FD

FD

6

同時再送信

施設数睡 成比

278

306

331

366

404

452

%
85.8

86.4

86.2

85.5

83.5

82.2

同時再送信と
自主放送

施設数 構成比

3

6

2

7

F◎

4

4

4
.

F◎

FO

7

9

%
13.3

13.O

l3.5

13.3

15.5

17.1

自 主 放 送

施設剃 構成比

3

2

1

5

5

4

%
0.9

0.6

0.3

1.2

1.0

0.7

合 計

施設数 陵 成比

324

354

384

428

484

550

%
100.O

lOO.O

IOO.O

lOO.0

100.0

100.0

(注)「 同時再送信と自主放送」を行 う施設には,他 の有線テレビジョン放送事業

老に施設を提供 して自主放送を行 う施設が含まれている。
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同時再送信業務を行 う施設を目的別にみると,辺 地難視聴及び都市受信障

害の解消を目的とするものが多いが,番 組の多様化を 目的 とするものもかな

りある。また,最 近 の 特徴として 難視聴解消,番 組多様化等の目的 と併せ

て,住 宅団地の美観を目的 とするものが増えてきている。

資料4-29同 時再送信業務の目的別有線テレビジョン

放送許可施設数及び構成比

(60年度末現在)

区 別 施 設 数 構 成 比

難視聴解消

難視聴解消と番組多様化

番組多様化

難視聴解消と住宅団地の美観

住宅団地の美観(団 地内共同受信)

番組多様化と住宅団地の美観

難視聴解消と番組多様化及び住宅団地の
美観

そ の 他

合 計

379

65

49

21

5

1

1

25

546

69.4%

11.9

9.0

3.8

o.9

0。2

0.2

4.6

100.0

(注)1.「 難視聴解消」を目的 とするものとは,当 該有線テレビジョン放送施設

区域をその放送対象地域 としているテレビジョン放送が,地 形や高層建築

物等によって良好な受信が困難 となっているために,有 線テレビジコン放

送施設により当該テレビジョン放送を同時再送信するもの(い わゆる区域

内再送信)で ある。

2.「 番組多様化」を目的 とするものとは,地 元のテレビジョン放送のチャ

ンネル数が少ないために,当 該有線テレビジョン放送施設区域をその放送

対象区域 としていない遠方のテレビジョン放送事業者の放送を受信して同

時再送信するもの(い わゆる区域外再送信)で ある。

3。 「その他」には,当 該有線テレビジョン放送施設の主たる設置 目的は自

主放送であるが,そ れ と併せて同時再送信を行っているものを掲上 した。
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ウ.料 金

有線テレビジョン放送の役務の料金としては,契 約料(加 入金)及 び利用

料(維 持管理費)を 徴収 しているのが一般的であるが,営 利事業として番組

の多様化のための区域外再送信を行 う施設に比較的高額な料金を徴収してい

るものがみられるのに対 し,都 市におけるいわゆる補償施設では,契 約料は

無料,利 用料は無料又は比較的低額なのが一般的である。

なお,会 社形態で経営されている有線テレビジョン放送施設の最近の例を

みると,契 約料は5万 円から6万 円,利 用料は2,000円 か ら3,000円 までの

ものが多 くなっている。

資料4-30有 線 テレビジョン放送許可施設の料金の状況

区 別 構 成 比

契 約 料

利 用 料

(月 額)

1万 円以下のもの

1万 円を超え3万 円までのもの

3万 円を超え4万 円までのもの

4万 円を超え5万 円までのもの

5万 円を超えるもの

合 計

200円 以下 の も の

200円 を超 え500円 まで の もの

500円 を 超 え1,000円 ま で の もの

1,000円 を超 え る もの

合 計

15.3%

38.7

9.l

l8。7

18.2

100.0

33.6

33.9

16.l

l6.4

lOO.O

(注)料 金を徴収する施設のみを対象とした。
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(3)届 出 施 設

送

資料4-31届 出施設の現況

(60年 度末現在)

運 営 主 体

業 務 内 容

料 金

届出施設の設置運営主体の大半(57.2%)は 受信者によっ

て構成 された任意団体(主 として地元受信者組合)で あるが,

それらの任意団体のうち48.7%は 辺 地難視聴のためにNHK

と共同で施設を設置運営 しているものである。

同時再送信のみを行 うもの2万3,051施 設(99.7%),同 時

再送信 と自主放送を行 うもの37施 設,自 主放送のみを行 うも

の30施 設となってお り,テ レビジョン放送の難視聴の解消を

目的とするものがほとんどである。

料金を徴収するものについてみると,契 約料は71.0%の 施

設が2万 円以下であり,ま た,利 用料は84.9%の 施設が月額

200円 以下である。

なお,都 市におけるいわゆる補償施設を任意団体が管理運

営 しているものにあっては,契 約料は無料,利 用料は無料又

は月額200円 以下が大部分を占めている。
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3有 線 ラジオ放送

有線ラジオ放送は,当 初 ラジオ放送を共同 で 聴取 するものから始まった

が,そ の後,農 山漁村において地域情報を伝達するためのもの,都 市におい

て飲食店等に音楽を放送するためのものなどが次第に発達してきた。

資料4-32有 線ラジオ放送施設数の推移

護 55 56 57 58 59 60

施 設 数 8,611 9,120 9,326 9,636 9,795 10,037

有線 ラジオ放送業務は,共 同聴取業務(ラ ジオ放送を受信して再送信する

もの),告 知放送業務(ラ ジオ放送以外の音声その他の音響を送信するもの)

及び街頭放送業務(道 路,広 場,公 園等公衆が通行し又は集合する場所で,

音声その他の音響を送信し,又 はラジオ放送を受信して再送信するもの)に

分類される。

資料4-33 業務内容別有線ラジオ放送施設数及び構成比

(60年度末現在)

業 務 別 施設数 構成比

共 同 聴 取 業 務 4111・1%

告知放送業務

① 農山漁村において地域情報や農事関

係ニュース等を放送するもの

② ① とラジオ放送の共同聴取を併せて

行うもの

③ ② と電話業務を併せて行うもの

④ 有線音楽放送を行うもの

小 計

5,510

1,ig5

658

904

8,267

54,9

11.9

6

0

6

9

82.4

街 頭 放 送 業 務 1,359 13.5

合 計 1軌 。3711…



一424一 第5周 波数管理及び無線従事者

第5周 波数管理及び無線従事者

1周 波数管理

電波は,「周波数スペクトラム」として時間的,空 間的に占有性を有す る

一種の有限な資源であり,無 秩序に使用すると混信を生ず るとい う性質があ

る。そのため,周 波数スペ クトラムの有効利用を図 り,ま た,無 線通信業務

を円滑に行 う必要があることか ら,古 くから国際的にちみつな管理が行われ

ている。

周波数の割当てに関 しては,国 際電気通信条約附属無線通信規則で各種の

無線通信業務に国際的な分配が行われ,こ の枠内で各国が国内分配を定め,

それに従 って個別の無線局の割当てが行われている。

我が国における周波数管理は,こ れ らの国際的な枠組みの中で電波法及び

関係法令の規定に基づき,次 のような事項を考慮 して適切に行 うこととなっ

ている。

① 国際電気通信条約及び同附属無線通信規則のほか,国 際民間 航 空 条

資料5-1電 波 の 周 波 数

周 波 数1・kH・
　
30kHz
l

　

300kHz
l

3,000kHz
3MHz

波 長/・ ・km
　
10km
l

m
-
k
「

I
lOOm
I

名 称

各周波数帯ご
との代表的な
用途

VLF

超 長 波

オメガ(無 線航

行)

L
長

F
波

航線撫カッ
)

デ

行

の

ソ

機

コ

空

一

航

ビ
,
用

舶
行
船
航

M
中

F
波

中波放送

船舶,航 空機の
通信

ロラン(無 線航

行)

H
短

F
波

短波放送

船舶,航 空機
の通信

アマチュア無

線

国際通信

(注)マ イ ク ロ波,準 マ イ ク 戸波,

て用 い られ てい る こ とが 多 い 。

準 マ イ ク ロ波:1～3GHz

ミリ波,準 ミリ波等の周波数帯の呼称にっい

マ イ ク ロ波:2～10GHz


